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一 般 社 団 法 人  日 本 補 償 コ ン サ ル タ ン ト 協 会

一般社団法人 日本補償コンサルタント協会近畿支部

由良川橋りょう（京都府）



表紙写真について

由良川橋りょうは、京都丹後鉄道宮舞線が由良川河口部を渡る全長約 550 メートルの鉄橋である。
1924 年の開通以来、丹後地方の交通を支え続けてきた歴史的な鉄道遺産であり、地域の発展に
も大きく貢献してきた。
橋りょう上を走る列車と広大な水面が織りなす景観は美しく、多くの鉄道ファンや観光客を魅了
している。
丹後の自然と鉄道文化を象徴する存在として、今も親しまれている。
写真提供：WILLER TRAINS



近畿支部報第 86号の発行にあたりまして、賛助広告をいただき誠にありがとう
ございました。

賛 助 広 告 一 覧 表

株 式 会 社 エ ン タ コ ン サ ル タ ン ト

大 阪 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社

株 式 会 社 ケ ン セ イ

株 式 会 社 公 共 補 償 設 計

株 式 会 社 三 輝 設 計 事 務 所

株 式 会 社 産 業 工 学 研 究 所

株 式 会 社 三 和 綜 合 コ ン サ ル

株 式 会 社 西 播 設 計

正 和 設 計 株 式 会 社

テ ク ノ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 株 式 会 社

内 外 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社

株 式 会 社 N I S S O 大 阪 支 店

株 式 会 社 播 磨 設 計 コ ン サ ル タ ン ト

阪 高 プ ロ ジ ェ ク ト サ ポ ー ト 株 式 会 社

株 式 会 社 フ ァ ノ バ

株 式 会 社 平 和 I T C
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 令和８年度近畿支部通常総会は５月13日
（水）大阪キャッスルホテルにおいて、来賓とし
て国土交通省近畿地方整備局から三隅　賢持用地
部長様、坪井　義徳用地調整官様、上枝　新治用
地調査官様のご臨席を賜り、下記総会次第により
開催されました。

＜総会次第＞
1. 支部長挨拶
2. 会長挨拶
3. 来賓祝辞
4. 議長の選任及び議事録署名人の指名
5. 議事
（1）議案第1号　令和7年度事業報告承認の

件
（2）議案第2号　令和7年度決算報告承認の

件
〔監査報告〕

（3）議案第3号　令和8年度事業計画（案）
報告の件

（4）議案第4号　令和8年度収支予算（案）
報告の件

（5）議案第5号　近畿支部　役員改選の件
    
先ず、中村支部長から、「近畿支部の活動とし
ては、毎年実施している要望活動や意見交換を通
じて起業者とのコミュニケーションを円滑にし、
何でも相談して頂けるような環境づくりに努めて
参りました。特に近畿地方整備局とは補償技術研
究会において基準の改正時期には予め技術的な内

容について受注者側にも相談して頂けるよう信頼
関係を構築して参りました。
また人材不足という点では起業者側も同様の悩
みを抱えておられますので、起業者支援業務委員
会を創設して人口減少に伴う用地職員不足を支援
すべく相談窓口の設置、研修会・講演会の実施、
包括業務の発注のあり方等の検討をして参りまし
た。」との挨拶があり、続いて、本部の間瀬副会
長が清水会長に代わり、支部総会のお祝いと連帯
の挨拶を代読され、引き続き、近畿地方整備局の
三隅用地部長様からは、近畿地方整備局関連の最
近の公共事業に関するご紹介と共に補償コンサル
タント協会会員に対する期待と激励を込めたご祝
辞を頂戴いたしました。
内閣総理大臣　高市 早苗様、参議院議員　
けんざか 茂範様からのご祝電を披露した後、総
会は各議事の審議に入り、各議案とも原案どおり
可決され、第50回通常総会は終了いたしました。

総会後の講演会では、元統合幕僚長　山崎 幸二
様に「日本の平和と安全を守る～防衛力の抜本的
強化について」とのテーマでご講演をいただき、
会員86名が聴講しました。

その後会場を移して、懇親会となり和気藹々の
談笑のなか総会の全ての行事が閉会となりまし
た。

「令和8年度 近畿支部第50回通常総会」を開催
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皆様こんにちは。ただ今ご紹介頂きました支部
長の中村でございます。

さて会員の皆さまにおかれましては、常日頃は
近畿支部の協会活動にご理解とご協力を賜りまし
て誠にありがとうございます。
また本日は公務ご多用中にもかかわらず、国土
交通省近畿地方整備局より三隅用地部長様を始め
坪井用地調整官様、上枝用地調査官様にご来席賜
りまして誠にありがとうございます。

昨今のわが業界を取り巻く情勢は、発注量の減
少や職員の高齢化、若手人材の採用難等によって
ますます困難さを増しています。
そのような中にあって近畿支部の活動として
は、毎年実施している要望活動や意見交換を通じ
て起業者とのコミュニケーションを円滑にし、何
でも相談して頂けるような環境づくりに努めて参
りました。特に近畿地方整備局とは補償技術研究
会において基準の改正時期には予め技術的な内容
について受注者側にも相談して頂けるよう信頼関
係を構築して参りました。
また人材不足という点では起業者側も同様の悩
みを抱えておられますので、起業者支援業務委員
会を創設して人口減少に伴う用地職員不足を支援
すべく相談窓口の設置、研修会・講演会の実施、
包括業務の発注のあり方等の検討をして参りまし
た。

近年では安全保障に対する危機意識から、非公
式ではございますが自衛隊協力会を組織して活動
しています。

業界の発展は偏にその業界の人材の優劣で決ま
る。すなわちいかに優秀な人材を採用し育てるか
に尽きると言っても過言ではありません。そのよ
うな意味において研修会や企画・広報活動等、各
委員会の活動が活発に行われ、人材同士が互いに
切磋琢磨されることが今後の近畿支部の未来を拓
く鍵となります。本総会後には各委員会の委員を
募集させて頂きますので、我こそはと思う方はこ
ぞって参加して下さい。

さて本年の総会は役員改選期に当たります。私
自身平成30年から8年にわたって支部長を務め
させて頂きましたが、本日ご列席の間瀬副会長よ
り本部副会長への打診を頂戴し、支部役員の皆様
と相談した結果これを受けさせて頂くことになり
ました。そのため本総会において新たに支部長を
選出して頂くことになります。

さて本日もかように盛りだくさんの議事内容で
ございますが、皆様のご協力を得まして、活発な
議論とスムーズな議事進行ができればと思ってお
ります。長丁場ではございますが、本日もどうぞ
よろしくお願いいたします。

（一社）日本補償コンサルタント協会近畿支部　　　　　　　
支部長　中村　雄一

支部長挨拶
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近畿支部の第50回通常総会が、来賓をお迎え
して盛大に開催されますことを心よりお祝い申し
上げます。
中村支部長をはじめ会員の皆様には、平素より、
技術力向上のための研修事業や、発注者との意見
交換、要望活動等に鋭意取り組まれていることに、
改めて感謝申し上げます。
さて、協会では、昨年3月に策定した「重点
課題2025』に基づいて、我々が直面する多くの
課題の解決に取り組んでいるところです。
「人材の確保育成」では、補償業務管理士の資
格取得機会の拡大と利便性の向上を図るため、今
年度から、業務経験がなくても研修の受講・筆記
試験の受験を可能にするとともに、専門科目研修
をオンデマンド配信により実施します。皆さんの
会社の若手社員や女性社員が補償業務管理士とし
て活躍できるよう、資格取得の後押しをお願いし
ます。
また、業務の発注件数が減少している中で、
若手や女性技術者が業務実績を積むには発注者の
理解・支援も必要であり、発注者と連携して担い
手の確保に取り組んでいく必要があると考えてい
ます。
「業務量の拡大」では、公共事業予算の確保・

増額とともに、建設工事に組み込まれて発注され
る事業損失調査・算定業務の分離発注の推進等を
国土交通省はじめ関係機関に要望してまいりま
す。特に、用地職員のいない市町村に対しては、
補償コンサルタント登録制度の活用による、適切
な入札条件での発注を働きかけたいと考えていま
す。また、ＤＸ等の導入は、生産性の向上だけで
なく、安全性の向上にもつながるものであり、そ
の普及促進が必要です。ぜひ、現場から声を発注
者に届けていただきたいと思います。
「協会の経営改善」では、協会事業の採算性の
確保のため、やむを得ず試験事業及びＣＰＤ事業
の手数料等の一部を改定しました。改定幅につい
ては会員へ配慮しているところですが、引き続き、
事業内容の改善、会員の利便性向上に努めて参り
ますのでご理解をお願いいたします。
本日の総会で近畿支部の新しい体制が出発する
ことになります。6月には本部の総会があり、理
事会、委員会も新たに発足することとなります。
引き続き本部と支部とが一体となって、直面する
課題に取り組んでいきましょう。
結びに、ご参会の皆様のますますのご活躍、ご
発展を祈念いたします。

（一社）日本補償コンサルタント協会　　　　　　　
副会長　間瀬　哲　

（代読）

協会会長挨拶
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本日は、日本補償コンサルタント協会 近畿支
部 通常総会にお招き頂き、誠にありがとうござ
います。
また貴支部におかれましては、第50回という
節目の総会が開催されますこと、心よりお慶び申
し上げます。
皆様方には、平素から国土交通行政への格段の
ご理解ご協力いただき、厚く御礼申し上げます。
総会の開催にあたりまして、一言御挨拶を申し
上げます。
日本補償コンサルタント協会 近畿支部会員の

皆様方におかれましては、公共事業の推進にあた
り、公共用地の取得に多大なご貢献を頂いており
ますこと、この場をお借りし心より感謝申し上げ
ます。
さて、令和8年度国土交通省関係予算では、「国
民の安全・安心の確保」「持続的な経済成長の実現」
「個性をいかした地域づくりと持続可能で活力あ
る国づくり」を3本柱として、約8兆453億円
を計上しており、令和7年度補正予算と合わせて
切れ目なく取組を進めることとしております。
このうち、近畿地方整備局には、国土交通省関
係予算のうち約1兆551億円の当初予算が配分
されており、直轄事業費は約2,886億円となっ
ております。
このうち用地補償関係予算には、約245億円
が配分されておりますが、近年、関係予算の確保
が厳しい状況が続いております。
一方で、近年、自然災害の激甚化・頻発化や大
規模地震の切迫により、国土強靱化の重要性は一

層高まっております。
人口減少やインフラ老朽化といった課題への対
応や、防災・減災対策を着実に深化・加速させて
いくため、昨年度、策定された国土強靱化実施中
期計画では、事業規模を今後5年間で概ね20兆
円強程度と計画されているところです。
近畿地方整備局といたしましても、南海トラフ
地震や頻発・激甚化する水害等に備えた「防災・
減災、国土強靱化」の取り組みをはじめ、国民の
安心・安全を守り、関西経済の更なる発展に資する、
道路ネットワークの整備等、関西経済を支えるイ
ンフラの整備に取り組んでいるところであり、用
地補償関係予算につきましても、引き続き必要な
額を確保できるよう努力して参る所存です。
インフラの整備を着実に進めていくためには、
その一翼を担っていただいている補償コンサルタ
ントの皆様方のお力が欠かせません。
皆様方におかれましては、その専門知識と技術
力を遺憾なく発揮していただきますよう、今後と
もご協力のほど、よろしくお願い申し上げます。
近年の公共用地の取得を取り巻く環境を見ます
と、所有者不明の土地や多数相続などにより権利
者が多数にのぼる土地が増加し、このことが円滑
な公共用地の取得の妨げとなるなど、益々厳しさ
が増しております。
これらの課題の解決のため、貴支部におかれま
しても、「近畿地区土地政策推進連携協議会」に
ご参画いただき、施策の推進にご協力をいただい
ておりますことに、改めて感謝を申し上げます。
自治体を含む公共事業全体を円滑に進めていく

国土交通省近畿地方整備局　　　　　　　
用地部長　三隅　賢持

来賓挨拶
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ためには、自治体における執行体制の確保が重要
であると認識しております。
つきましては、皆さま方には、起業者にとって
の「良きパートナー」として、これまで以上にご
活躍いただくことを期待しております。
また、官民を問わず、用地取得を担う人材が減
少しつつあり、人材確保や、経験・ノウハウをど
のように継承していくかといった課題にも直面し
ております。
補償コンサルタント業界においても、優秀な人
材の確保や、女性の活躍の場を広げることなど、
補償コンサルタント業界を働きやすく魅力的なも
のとしていくため、働き方改革は喫緊の課題であ
ると認識しております。
このような状況を踏まえ、今年度から国土交通
省が発注する補償コンサルタント業務において、

賃金の上昇等に適切に対処するため、変動後の差
額を業務委託料に反映する業務スライドを試行導
入いたしました。
本制度が、補償コンサルタント業界の健全な発
展と、人材確保・育成の一助となることを期待し
ております。
私どもにとっても、公共事業を支えて頂いてい
る補償コンサルタント業界が健全な発展を続けて
頂くことは重要であると考えております。
私どもの発注する業務の進め方などが発展の妨
げとなっていることがあれば、遠慮なくご意見を
お寄せ頂ければと考えております。
最後に、日本補償コンサルタント協会 近畿支
部と会員の皆様方の益々のご発展と、ご出席の皆
様方のご健勝を祈念いたしまして、挨拶とさせて
いただきます。

総合建設コンサルタント

株式会社 ⻄播設計
登録部⾨ [全8部⾨]：⼟地調査/⼟地評価/物件/営業・特殊補償

機械⼯作物/事業損失/補償関連/総合補償
所属団体：(⼀社)⽇本補償コンサルタント協会/ (公社)⽇本測量協会

(⼀社) 兵庫県測量設計業協会/ (⼀社) 全国地質調査業協会
(⼀社) 建設コンサルタンツ協会

〜本社〜
〒679‐4161
兵庫県たつの市⿓野町⽇⼭229番地1
TEL…0791‐63‐3796 FAX…0791‐63‐0355
URL…https://www.seiban‐sekkei.co.jp
〜⽀店〜
⼤阪⽀店/京都⽀店/福井⽀店/神⼾⽀店
/姫路⽀店/但⾺⽀店/滋賀⽀店

⻄播設計HP

〜営業所〜
奈良営業所/和歌⼭営業所/淡路営業所

弊社は、⾃然と⼈・社会の融合による
まちづくりを⽬指します。

代表取締役 永井晴夫
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　第50回通常総会にて選出されました、近畿支部の令和8・9年度新
役員は次のとおりです。新 役 員 紹 介

令和8・9年度　（一社）日本補償コンサルタント協会　近畿支部　役員名簿

新・再 役　職 氏　　名 会　　社　　名 役　職（所属）
住　　　　　　所
電　　　　　　話

新任 支部長 武
タケ

田
ダ

　正
マサ

典
ノリ

（株）産業工学研究所 代表取締役
〒５５０‒００１２

大阪市西区立売堀３丁目１‒１４　阿波座ビル ５Ｆ

電話 ０６－６５４１－５８４５

新任 副支部長 水
ミズ

上
ガミ

　信
シン

也
ヤ

（株）コム建築コンサルタント 代表取締役
〒６３０‒０２２３

奈良県生駒市小瀬町６４５番地

電話 ０７４３－７６－６６４４

新任 副支部長 今
イマ

井
イ

　信
ノブ

宏
ヒロ

（株）三和綜合コンサル 代表取締役
〒５３５‒００２２

大阪市旭区新森３‒１６‒１８

電話 ０６－６９５１－６２１１

再任 幹　事 杉
スギ

坂
サカ

　真
マコ

人
ト

（株）公共補償設計 代表取締役
〒６４８‒００９３

和歌山県橋本市慶賀野２８０‒１　森ビル３Ｆ

電話 ０７３６－２６－７０１１

再任 幹　事 瀬
セ

尾
オ

　武
タケ

夫
オ

（株）宮本設計 代表取締役
〒６６５‒００２２

兵庫県宝塚市野上１‒２‒７  宮本ビル

電話 ０７９７－７１－０４３１

再任 幹　事 久
ヒサ

冨
トミ

　健
ケン

治
ジ

（株）ファノバ 統括部長

〒５３０‒０００１

大阪市北区梅田１丁目２番２‒1200号

大阪駅前第二ビル

電話 ０６－６３４４－０５４０

再任 幹　事 宮
ミヤ

島
ジマ

　和
カズ

彦
ヒコ

(株)新洲 取締役
〒５２０‒３０１５

滋賀県栗東市安養寺１‒１‒２４

電話 ０７７－５５２－２０９４

再任 幹　事 永
ナガ

井
イ

　晴
ハル

夫
オ

（株）西 播 設 計 代表取締役
〒６７９‒４１６１

兵庫県たつの市龍野町日山２２９‒１

電話 ０７９１－６３－３７９６

再任 幹　事 園
ソノ

田
ダ

　純
ジュンヤ

也 (株) エンタコンサルタント 代表取締役
〒６７７‒００１５

兵庫県西脇市西脇２０５

電話 ０７９５－２２－２２１９
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新・再 役　職 氏　　名 会　　社　　名 役　職（所属）
住　　　　　　所
電　　　　　　話

再任 幹　事 林
ハヤシハラ

原　繁
シゲ

樹
キ

九頭龍測量（株） 代表取締役
〒９１２‒００７１

福井県大野市鍬掛第２号４番地１

電話 ０７７９－６６－１０２１

再任 幹　事 中
ナカ

地
ジ

　恒
ツネ

元
モト

（株）中地コンサルタント 代表取締役
〒６２９‒３１０４

京丹後市網野町浅茂川１８３６

電話 ０７７２－７２－０２６８

再任 幹　事 石
イシ

田
ダ

　恵
ケイ

一
イチ

（株）技研 代表取締役
〒５３０‒００４３

大阪市北区天満４丁目１２番９号

電話 ０６－６３５６－３６６６

新任 幹　事 藤
フジ

本
モト

　睦
ノブ

之
ユキ

（株）播磨設計コンサルタント 代表取締役
〒６７５‒００１７

加古川市野口町良野１５８０番地

電話 ０７９－４２３－５１５５

新任 監　事 小
オ

笠
ガサ

　博
ヒロ

幸
ユキ

（株）ユニオンリサーチ 顧問
〒５５０‒０００３

大阪市西区京町堀１丁目６番２号

電話 ０６－６４４６－１８０１

新任 相談役 中
ナカ

村
ムラ

　雄
ユウ

一
イチ

大阪エンジニアリング㈱ 代表取締役
〒５５０‒００２５

大阪市西区九条南２‒１８‒１６

電話 ０６－６５８１－２８１５
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支部委員会と委員の紹介

近畿支部の令和8・9年度の委員会活動と委員を紹介します。

各委員会の執行体制としては、本部常任委員会の近畿支部選出委員を支部委員会の委員長として委嘱し、

本部常任委員会との連携及び情報共有を図るとともに、副支部長を各委員会の担当副支部長として配属し、

近畿支部の委員会活動の充実を図ります。

⃝ �総 務 委 員 会

⃝ �補 償 業 務 委 員 会

⃝ �補 償 Ｄ Ｘ 研 究 委 員 会

⃝ �研 修 委 員 会

⃝ �企 画・ 広 報 委 員 会

⃝ �親 睦 委 員 会

⃝ �起 業 者 支 援 業 務 委 員 会
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総　務　委　員　会

　令和8・9年度の総務委員会は、担当副支部長が兼務する委員長以下３名の委員の体制で、近畿支
部における次の業務を担当します。

　（１）予算及び決算に関すること
　（２）会員の入会・退会に関すること
　（３）会員の表彰等に関すること
　（４）その他各委員会に属しないものに関すること

　本委員会は、今まで同様に支部の筆頭委員会として、近畿支部の経営・運営方針や重要事項等につ
いて支部役員会へ提議するなど、支部活動全体に目配りをする重要な役割を果たしていきます。また、
補償コンサルタント業界にとって喫緊の課題である人材確保・育成等に取り組んでいきます。

（各委員 五十音順・敬称略）
担当副支部長・委員長

水上　信也 （株）コム建築コンサルタント
副委員長

瀬尾　武夫 （株）宮本設計
委　　員

久冨　健治 （株）ファノバ
計3名　

担
当
副
支
部
長
・
委
員
長

水
上 

信
也

副
委
員
長

瀬
尾 

武
夫

委
　
　
員

久
冨 

健
治
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　令和8・9年度の補償業務委員会は、担当副支部長と委員長以下１２名の委員の合計13名体制で、
近畿支部における次の業務を担当します。

　（１）損失補償基準等の運用上の問題点、改善点等の調査研究に関すること
　（２）本部補償業務委員会における事業内容についての検討に関すること
　（３）近畿地方整備局や近畿地区用対連等起業者との意見交換に関すること
　（４）建物移転工法の選定等、補償理論に関する調査研究に関すること
　（５）調査研究の成果作成、配布、研修に関すること

　本委員会は、より補償業務の内容に的を絞った活動を行い、会員の知識・技術力の向上に寄与する
ことを目指します。

（各委員 五十音順・敬称略）
担当副支部長 委員長

水上　信也 （株）コム建築コンサルタント 宮島　和彦 （株）新洲
副委員長

児玉　和也 大阪エンジニアリング（株） 松任　常宏 （株）産業工学研究所
委　　員

石川　正義 日本工営都市空間（株） 大門　憲司 （株）コム建築コンサルタント
杉坂　知哉 （株）公共補償設計 野々村　剛 内外エンジニアリング（株）
福田　　守 （株）宮本設計 藤原　　学 （株）三和綜合コンサル
光辻大一郎 （株）キミコン 宮本　恵司 （株）エイト日本技術開発
渡部　信吾 （株）ファノバ

計13名　

担
当
副
支
部
長

水
上 

信
也

委
員
長宮

島 

和
彦

副
委
員
長

児
玉 

和
也

副
委
員
長

松
任 

常
宏

委
　
　
員

石
川 

正
義

委
　
　
員

大
門 

憲
司

委
　
　
員

杉
坂 

知
哉

委
　
　
員

野
々
村 

剛

委
　
　
員

福
田
　 

守

委
　
　
員

藤
原
　 

学

委
　
　
員

光
辻 

大
一
郎

委
　
　
員

宮
本 

恵
司

委
　
　
員

渡
部 

信
吾

補償業務委員会
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　令和８・９年度の補償ＤＸ研究委員会は、担当副支部長と委員長以下８名の委員の合計９名体制で、
近畿支部における次の業務を担当します。

　（１）補償業務におけるＤＸについての研究と提案
　（２）�近畿支部標準補償算定システムの開発研究・基準改正に伴う仕様変更の検討及び操作技術研修

会の開催

　本委員会は、補償業務に関する様々なＤＸ活用の提案を行っていきます。

（各委員 五十音順・敬称略）
担当副支部長 委員長

今井　信宏 （株）三和綜合コンサル 中地　恒元 （株）中地コンサルタント
副委員長

新田　武志 （株）国土開発センター
委　　員

河脇　直樹 （株）三和綜合コンサル 髙岡　　源 （株）エイト日本技術開発
深澤　正広 （株）西播設計 古坂　明俊 （株）宮本設計
三島　浩敬 日本工営都市空間（株） 溝口　　努 （株）コム建築コンサルタント

計9名　

担
当
副
支
部
長

今
井 

信
宏

委
員
長中

地 

恒
元

副
委
員
長

新
田 

武
志

委
　
　
員

河
脇
　
直
樹

委
　
　
員

髙
岡
　 

源

委
　
　
員

深
澤 

正
広

委
　
　
員

古
坂 

明
俊

委
　
　
員

三
島 

浩
敬

委
　
　
員

溝
口
　 

努

補償DX研究委員会
（旧補償システムＩＴ委員会）
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　令和８・９年度の研修委員会は、担当副支部長と委員長以下６名の委員の合計７名体制で、近畿支
部における次の業務を担当します。

　（１）研修・講習会の企画立案及び実施運営に関すること

　本委員会は、会員をはじめとする研修会を受講された皆様の資質と技術力の向上をめざし、近畿支
部の研修・講習会の企画立案及び実施運営を行います。今後とも会員の皆様方のご支援、ご参加をよ
ろしくお願いします。

（各委員 五十音順・敬称略）
担当副支部長 委員長

今井　信宏 （株）三和綜合コンサル 石田　恵一 （株）技研
副委員長

久冨　健治 （株）ファノバ
委　　員

阿田木芳樹 （株）三和綜合コンサル 冨永　弘実 （株）ファノバ
濱田　茂訓 （株）宮本設計 南　　裕司 阪神測建（株）

計7名　

担
当
副
支
部
長

今
井 

信
宏

委
員
長石

田 

恵
一

副
委
員
長

久
冨 

健
治

委
　
　
員

阿
田
木 

芳
樹

委
　
　
員

冨
永 

弘
実

委
　
　
員

濱
田 

茂
訓

委
　
　
員

南
　 

裕
司

研　修　委　員　会
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　令和８・９年度の企画・広報委員会は、担当副支部長と委員長以下４名の委員の合計５名体制で、
近畿支部における次の業務を担当します。

　（１）関係機関への要望等に関すること
　（２）補償コンサルタント業務の動向等に係る調査等に関すること
　（３）『近畿支部報』の編集及び発行に関すること
　（４）近畿支部及び会員専用ホームページの作成・管理に関すること

　本委員会は、起業者に対する要望活動や近畿支部及び補償コンサルタント業界に対する知名度アッ
プを目的とした広報活動を実施して行きます。

（各委員 五十音順・敬称略）
担当副支部長 委員長

今井　信宏 （株）三和綜合コンサル 林原　繁樹 九頭龍測量（株）
副委員長

杉坂　真人 （株）公共補償設計 中地　恒元 （株）中地コンサルタント
委　　員

森下　洋実 （株）三輝設計事務所
計5名　

担
当
副
支
部
長

今
井 

信
宏

委
員
長林

原 

繁
樹

副
委
員
長

杉
坂 

真
人

副
委
員
長

中
地 

恒
元

委
　
　
員

森
下 

洋
実

企画・広報委員会
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　令和８・９年度の親睦委員会は、担当副支部長と委員長以下５名の委員の合計６名体制で、近畿支
部の次の業務を担当します。

　（１）会員相互の親睦に関すること
　（２）親睦行事の計画立案及び実施運営に関すること

　本委員会は、会員相互の交流と親睦を図るため、毎年の恒例行事となった互留歩大会、イサキ釣り
大会、イカ釣り大会さらに秋のハイキングなどの親睦行事の計画運営を行っています。会員の皆様の
奮ってのご参加をお待ちしております。

（各委員 五十音順・敬称略）
担当副支部長 委員長

水上　信也 （株）コム建築コンサルタント 永井　晴夫 （株）西播設計
副委員長

園田　純也 （株）エンタコンサルタント 藤本　睦之 （株）播磨設計コンサルタント
委　　員

今中　康生 （株）ケンセイ 岡本　敏彦 （株）岡本設計
計6名　

担
当
副
支
部
長

水
上 

信
也

委
員
長永

井 

晴
夫

副
委
員
長

園
田 

純
也

副
委
員
長

藤
本 

睦
之

委
　
　
員

今
中 

康
生

委
　
　
員

岡
本 

敏
彦

親　睦　委　員　会
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　令和８・９年度の起業者支援業務委員会は、委員長以下11名体制で、近畿支部における次の業務
を担当します。

　（１）起業者支援業務のあり方を検討し、今後の展開を検討すること
　（２）市町村の用地補償業務担当者の減少・不在に対応するための講習会等の実施

（各委員 五十音順・敬称略）
委員長 副委員長

中村　雄一 大阪エンジニアリング（株） 藤村　浩三 阪高プロジェクトサポート（株）
委　　員

厚坂　龍一 西日本高速道路ビジネスサポート（株） 大前　亘史 （株）ＵＲリンケージ
杉坂　真人 （株）公共補償設計 瀬尾　武夫 （株）宮本設計
武田　正典 （株）産業工学研究所 谷口　俊彦 阪高プロジェクトサポート（株）
永井　晴夫 （株）西播設計 水谷　勝彦 （一社）近畿建設協会
光辻大一郎 （株）キミコン

計11名　

委
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員
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田 

正
典
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員

谷
口 

俊
彦

委
　
　
員
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井 
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夫

委
　
　
員

水
谷 

勝
彦

委
　
　
員

光
辻 

大
一
郎

起業者支援業務委員会
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―用地補償技術研究会が
国土交通行政関係功労者表彰式で

感謝状を贈呈されました―
令和８年７月22日（水）に、国土交通行政関
係功労者表彰式が開催され、用地補償技術研究会
が用地功労者表彰として、近畿地方整備局局長よ
り、感謝状を贈呈されました。

この用地補償技術研究会は、国土交通省近畿地
方整備局用地部との起業者と補償コンサルタント
の枠組みを越えた初めての常設の研究会として平
成28年1月に第1回をスタートし、令和8年1
月で第22回の開催を迎えました。
この合同研究会のスタート当時に提案された開
催主旨は次の通りでした。
用地担当職員が、基準・運用改正などの業務改
善の検討や日常の成果品検査にあたって必要な知
見を、補償金算定業務を現場で総括する補償コン
サルタント職員との技術交流により養成し、あわ
せて算定基準や発注業務の適正化を検討する上で
の参考とする。
当初はあらかじめ定めたテーマに関して発表、
質疑応答を交わし業務の課題を明らかにする勉強
会が目的でしたが、その後、算定基準についての
研究がテーマとして重視されたことから、平成
28年度において「照応建物設計及び算定の問題
点についての検討」を原案に、平成29年度にお

いて「残地内工法を検討する際の照応建物の取扱
の検討」を追求し、平成30年2月に最初の報告
書として取り纏めが完了しました。
そしてこの報告書は、照応建物の取扱の標準化
にも寄与することになり、それ以降は毎年度、近
畿地方整備局用地部からの検討内容に応じて用地
補償課・用地企画課・用地対策課を問わず係長か
ら課長まで参加され、支部補償業務委員会メン
バーと合わせて検討班を組み、それぞれの検討を
発表しながら議論を進めて行く方法が採用されま
した。
令和7年度は「構内移転における附帯工作物の
算定について」の検討を取り纏めしました内容に
ついて、報告書を本誌に掲載しておりますのでご
覧下さい。
今回、長年にわたる活動の結果、近畿地方整備
局局長から用地功労者表彰として、感謝状を贈呈
されたものです。
今後も一層、用地補償技術研究会を充実・発展
させ、算定基準や発注業務の適正化に寄与してい
きたいものです。
� （文責　事務局）

19 近畿支部報  Vol.86

用地補償技術研究会表彰



第50回通常総会　記念講演会
「�日本の平和と安全を守る

　～防衛力の抜本的強化について」

元統合幕僚長
山崎　幸二　氏

令和8年5月13日（水）に第50回近畿支部通
常総会後の講演会として開催し、86名の会員が
聴講しました。
山崎様におかれましては、1983年に、陸上自
衛隊に入隊、北部方面総監、第9師団長、西部方
面総監部幕僚副長、第4施設団長など、第一線の
部隊指揮官等として勤務するとともに、防衛省に
おいて、陸上幕僚長、統合幕僚副長、陸上幕僚監
部人事部長・装備計画課長等として勤務されまし
た。2019年より、自衛隊の最高位の職である統
合幕僚長として4年間勤務し、我が国の平和と安
全を守るため、防衛大臣を軍事専門的観点から補
佐するとともに、自衛隊の国内外の運用を担任さ
れ、この間、2022年末に策定された国家安全保
障戦略等安保関連３文書の作成に従事されまし
た。2023年に、防衛省・自衛隊40年の勤務を
経て、退官され、現在、三井住友海上火災保険株
式会社顧問、笹川平和財団上席フェロー、日本地
雷処理を支援する会会長、また政府「総合的な国
力から安全保障を考える有識者会議」委員に就任
され、ご活躍中でございます。

冒頭の自己紹介で、出身が山梨県であること、

また日本補償コンサルタント協会近畿支部との関
りや、新型コロナの発生時に東京・大阪で大規模
接種センターの設立にご尽力された話から始まり
ました。

講演の概要を事務局として印象に残ったことを
中心に簡単に記載します。

〇高市政権の動向・政策等（外交力・防衛力）
• 「強い経済」を基礎として、「強い外交・安全
保障」を確立。
• 外交と防衛を車の両輪として、我が国の独立と
平和を守り抜く。
• 我が国は、戦後最も厳しく複雑な安全保障環境
に直面。
• 主体的に防衛力の抜本的強化を進めることが必
要。このため、本年中に３文書を前倒しで改訂。

等を高市総理のR8.2.20の施政方針演説とさ
れました。

そして、山崎様も参加されている第1回「総合
的な国力から安全保障を考える有識者会議」
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（R8.4.27）では、
私たちは、今やこれまでとは全く違う国際情勢
の真っただ中にある。我が国の平和と独立を守り
抜いていくためには、防衛力の抜本的強化を主体
的に進める必要がある。外交力と防衛力を、経済
力、技術力、情報力、人材力と有機的に連携させ
て、日本の総合的な国力を徹底的に強くしていく
ことが大事。
この人材力という表現が高市総理の肝いりのこ
とば。
世界が激動の時代を迎え、日本が多くの困難な
課題に直面する中で、この度の国家安全保障戦略
等3文書の改訂は、国家の命運を左右する重要な
取り組みである。

〇�国家安全保障戦略等安保3文書（2022年末策
定）
• ロシアによるウクライナ侵略が大きな契機。ま
さかこんなことが起こるとは誰も想像してい
なかった。新しい戦い方の顕在化（情報戦、無
人機を使った攻撃、核兵器による威嚇など）。
• ロシアによるウクライナ侵略の教訓としては、
一番大事なことは、事態の発生を抑止するこ
と。抑止力があることによって戦争を起こさせ
ないこと。また、自分の国は自分で守る、とい
う国民の意志の必要性などがあげられる。
• ３文書の意義、位置づけ
我が国の安全保障政策等を実践面から大きく
転換。
「反撃能力の保有」の表現の意義が大きい。今
までは他国に対して刺激を与えるとの懸念が
強く盛り込めなかった。
防衛関連経費をＧＤＰ2％。
• 我が国自身（国全体）の防衛体制の強化
ロシアに侵略された経験からフィンランドの
取組みが進んでいる（現実を直視して備えてい
る）。
スタンド・オフ防衛能力、「東西南北それぞれ
約3000キロに及ぶ我が国領域を守り抜くた

め」、との文言が入ったことが大きい。

〇我が国を取り巻く安全保障環境
●中国
• 明確な国家目標がある。2050年頃、社会主義
近代化強国建設、世界一流の軍隊の建設。
• 中国の「核心的利益」→台湾問題、尖閣問題
• 中国の国防費の増加
東シナ海、南シナ海において、一方的な現状変
更の試みを継続・強化しており、資源やエネル
ギーの多くを海上輸送で輸入している我が国
にとって重大な関心事項。

●北朝鮮
• 弾道ミサイル、核開発など能力が高まってきて
いる。

●ロシア
• 極東方面・北方領土におけるロシアの軍備強化
• 中露の軍事連携

〇最近の特質すべき事項
• 中国・露・北朝鮮の３カ国の結束
露朝軍事協力の結果、北朝鮮の軍事力がさらに
開発・増強。
• 中国の台湾への軍事圧力
台湾と先島諸島の位置関係を考えると、自衛隊
の配置が非常事態を発生させないための抑止
力となる。
• 米国の国家安全保障戦略・国家防衛戦略

〇�安保3文書改訂における自衛隊の運用上の主要
な課題
• 一段と厳しさを増す安全保障環境において、我
が国の平和と安全を守り、力強い外交を行うた
めの地歩を固める更なる防衛力の抜本的強化。
• 現行の安保３文書を強力に進めるとともに、
策定以降の次の変化を踏まえた所要の見直し
• 露のウクライナ侵略に伴う、露・中国・北朝鮮
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の連携強化
• 中国軍の太平洋への進出、台湾への軍事圧力激
化
• ウクライナ侵略で見られる新しい戦い方
• より主体的な防衛体制の構築
• 南西諸島（第一列島線の一部）強固な防衛体制
• 増強される日本の防衛力と米国の軍事力との連
携

※ 核の脅威が顕在化⇒ 拡大抑止の実効性の向上
• 豪、印、ASEAN、韓、英、仏、独、加等の同
志国との連携
• 長期的な防衛作戦を可能にする継戦能力
• 統合作戦司令部新設に伴う自衛隊統合及び日米
共同作戦の能力向上

※ スタンド・オフ防衛能力を活用した反撃の作
戦能力向上
• 有事に備えた社会の強靭性（レジリエンス）の
強化

• 人口減少、少子高齢化社会においても安定的に
自衛隊員を確保するための人的基盤強化等

� 以上

ロシアによるウクライナ侵略や中国の軍事力の
強化など国際情勢が大きく変化している現在、日
本を守るためには、ウクライナ侵略の教訓から学
ぶものが多くあること、また、日本人が自らこの
国を守る意志・気概が必要と痛感しました。今ま
でこういう話が聞くことがあまりなかったので、
国の防衛問題という重要施策に関わってこられ、
また現在も有識者会議のメンバーとして活躍して
おられる山崎様の言葉が非常に重く、また、山崎
様の日本を守りたいという思いがひしひしと伝
わってきた非常に素晴らしい講演会でした。

� （文責　事務局）
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挙
～

２
月
８
日
投
開
票

99

～～
日日
本本
のの
未未
来来
をを
切切
りり
拓拓
くく
責責
任任
をを
担担
うう
者者
とと
しし
てて
ここ
のの
場場
にに
立立
つつ

絶絶
対対
にに
ああ
きき
らら
めめ
なな
いい
決決
意意
をを
もも
っっ
てて
、、
国国
家家
国国
民民
のの
たた
めめ
、、
果果
敢敢
にに

働働
いい
てて
まま
いい
りり
まま
すす

～～

高高
市市
総総
理理
所所
信信
表表
明明
演演
説説

((
77
..
11
00
..
22
44
))

88

高高
市市
政政
権権
のの
動動
向向
・・
政政
策策
等等
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ロロ
シシ
アア
にに
よよ
るる
ウウ
クク
ララ
イイ
ナナ
侵侵
略略

1
5

14

国国
家家
安安
全全
保保
障障
戦戦
略略
等等
安安
保保
３３
文文
書書
（（

22
00
22
22
年年
末末
策策
定定
））

11
33

第第
11
回回
「「
総総
合合
的的
なな
国国
力力
かか
らら
安安
全全
保保
障障
をを
考考
ええ
るる
有有
識識
者者
会会
議議
」」

RR
88
..
44
..
22
77

〇
私
た
ち
は
、
今
や
こ
れ
ま
で
と
は
全
く
違
う
国
際
情
勢
の
真
っ
た
だ
中
に
あ
る

〇
地
政
学
的
な
国
家
間
競
争
が
激
化
。
イ
ン
ド
太
平
洋
で
は
、
中
国
・
北
朝
鮮
の
軍
事
力

の
増
強
、
中
国
・
ロ
シ
ア
、
ロ
シ
ア
・
北
朝
鮮
の
連
携
強
化

〇
我
が
国
の
平
和
と
独
立
を
守
り
抜
い
て
い
く
た
め
に
は
、
防
衛
力
の
抜
本
的
強
化
を
主

体
的
に
進
め
る
必
要
が
あ
る
。

〇
外
交
力
と
防
衛
力
を
、
経
済
力
、
技
術
力
、
情
報
力
、
人
材
力
と
有
機
的
に
連
携
さ
せ

て
、
日
本
の
総
合
的
な
国
力
を
徹
底
的
に
強
く
し
て
い
く
こ
と
が
大
事

〇
世
界
が
激
動
の
時
代
を
迎
え
、
日
本
が
多
く
の
困
難
な
課
題
に
直
面
す
る
中
で
の
こ
の

度
の
三
文
書
の
改
定
は
、
国
家
の
命
運
を
左
右
す
る
重
要
な
取
組

11
22

高高
市市
内内
閣閣
総総
理理
大大
臣臣
施施
政政
方方
針針
演演
説説
（（
外外
交交
力力
・・
防防
衛衛
力力
））

RR
88
..
22
..
22
00

〇
「
強
い
経
済
」
を
基
礎
と
し
て
、
「
強
い
外
交
・
安
全
保
障
」
を
確
立

〇
外
交
と
防
衛
を
車
の
両
輪
と
し
て
、
我
が
国
の
独
立
と
平
和
を
守
り
抜
く

〇
我
が
国
は
、
戦
後
最
も
厳
し
く
複
雑
な
安
全
保
障
環
境
に
直
面

〇
中
国
は
、
東
シ
ナ
海
・
南
シ
ナ
海
で
の
力
又
は
威
圧
に
よ
る
一
方
的
な
現
状
変
更

の
試
み
を
強
化
す
る
と
と
も
に
、
我
が
国
周
辺
で
の
軍
事
活
動
を
拡
大
・
活
発
化

〇
北
朝
鮮
は
、
核
・
ミ
サ
イ
ル
能
力
の
向
上
を
引
き
続
き
追
求
。
ロ
シ
ア
に
兵
士
派
遣

〇
ロ
シ
ア
に
よ
る
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
略
は
、
い
ま
だ
継
続
。
中
国
と
軍
事
的
連
携

〇
日
米
同
盟
を
基
軸
に
、
「
自
由
で
開
か
れ
た
イ
ン
ド
太
平
洋
（
FO

IP
）
」
を
戦
略
的
に
進
化

〇
自
由
、
民
主
主
義
、
法
の
支
配
と
い
っ
た
価
値
や
ル
ー
ル
に
基
づ
く
国
際
秩
序
を
堅
持

〇
国
家
安
全
保
障
戦
略
等
「
三
文
書
」
の
策
定
以
降
、
新
し
い
戦
い
方
の
顕
在
化
な
ど
、

安
全
保
障
環
境
の
変
化
が
様
々
な
分
野
で
加
速
度
的
に
生
じ
て
い
る

〇
主
体
的
に
防
衛
力
の
抜
本
的
強
化
を
進
め
る
こ
と
が
必
要
。
こ
の
た
め
、
本
年
中
に
三
文
書

を
前
倒
し
で
改
定
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宇
宙
・サ
イ
バ
ー
・電
磁
波
の
領
域
や
無
人
ア
セ
ット
を用

い
た
非
対
称
的
な
攻
撃
等

精
密
打
撃
能
力
が
向
上
した
弾
道
・巡
航
ミサ
イ
ル
に
よる
大
規
模
な
ミサ
イ
ル
攻
撃

情
報
戦
を含

む
ハ
イ
ブ
リッ
ド戦

核
兵
器
に
よ
る
威
嚇
も生

起
◎
「露

に
よる
核
兵
器
使
用
は
我
が
国
の

存
亡
に
関
わ
る脅

威
に
さら
され

れ
ば
、あ

り得
る
」

（
20
22
年
3月

ペ
スコ
フ露

大
統
領
報

道
官
）

◎
「ロ
シ
ア
の
領
土
一
体
性
が
危
険
に
さ

らさ
れ
た
場
合
に
は
、ロ
シ
ア及

び
ロシ

ア
国
民
を守

るた
め
、我

々
は
、当

然
、

我
々
が
保
有
す
るあ

らゆ
る
手
段
を
利
用

す
る
」

（
20
22
年
9月

プー
チ
ン露

大
統
領
）

各
種
の
無
人
機
の
登
場

ロシ
アは

ウク
ライ
ナ
全
土
に
対
し、

5,
00
0発

以
上
の
弾
道
・巡
航
ミサ
イル

を使
用

※
20
23
年
2月

23
日
時
点

露
軍
の
ミサ
イル

攻
撃
に
より
破
壊
され

た
ドニ
プロ
市
の
集
合
住
宅

（
23
年
1月

14
日
ウク
ライ
ナ
緊
急
事
態
庁
公
表
画
像
）

ジ
ャミ
ング
兵
器

に
よる

妨
害

レー
ザ
ー
兵
器
に
よる

妨
害

宇
宙
空
間
の
安
定
的
利
用
に
対
す
る
脅
威

対
衛
星
ミサ
イル

に
よる

破
壊

不
審
な
衛
星
に
よる

接
近
・近
傍
活
動
等

1
9

新新
しし
いい
戦戦
いい
方方
のの
顕顕
在在
化化

国
民
を
鼓
舞
す
る
ゼ
レ
ン
ス
キ
ー
大
統
領

ヘ
ル
ソ
ン
市
内
で
ウ
ク
ラ
イ
ナ
の
国
旗
を
振
な
ど

して
ロ
シ
ア
軍
に
抗
議
す
る
人
々

ウ
ク
ラ
イ
ナ
か
ら国

境
を
越
え
、ポ
ー
ラ
ン
ドに

到
着
す
る
避
難
民

ロ
シ
ア
の
攻
撃
で
破
壊
さ
れ
た
ウ
ク
ラ
イ
ナ
の
都
市

ウウ
クク
ララ
イイ
ナナ
戦戦
争争
のの
状状
況況

1
8

1
7

【
戦
闘
に
よ
る
人
的
被
害
・
物
的
損
耗
等
の
状
況
】

ウ
軍
：
死
者
最
大
１
０
～
１
４
万
人
、
死
傷
者
約
５
０
～
６
０
万
人
（
CS
IS
26
年
1月

27
日
）

市
民
：
死
者
約
１
．
５
万
人
、
負
傷
者
約
４
．
０
万
人

（
UN

25
年
1月

12
日
）

露
軍
：
死
者
最
大
２
７
～
３
２
万
人
、
死
傷
者
約
１
２
０
万
人

（
CS
IS
26
年
1月

27
日
）

ロロ
シシ
アア
にに
よよ
るる
ウウ
クク
ララ
イイ
ナナ
侵侵
略略
のの
状状
況況

(
2
0
2
6
年
４
月
９
日
時
点
）

1
6

ロロ
シシ
アア
にに
よよ
るる
ウウ
クク
ララ
イイ
ナナ
侵侵
略略
のの
状状
況況

(
2
0
2
2
年

3
月

4
日
時
点
）

【【
出出
典典
】】
防防
衛衛
省省
ＨＨ
ＰＰ
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我我
がが
国国
自自
身身
（（
国国
全全
体体
））
のの
防防
衛衛
体体
制制
のの
強強
化化

2
3

我
が
国
を
守
る
た
め
に
は
自
衛
隊
が
強
く
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
我
が
国
全
体
で

連
携
し
な
け
れ
ば
、
我
が
国
を
守
る
こ
と
は
で
き
な
い

〇
防
衛
体
制
の
強
化
に
加
え
、
国
力
を
統
合
し
、
国
全
体
の
防
衛
体
制
を
構
築

〇
政
府
と
地
方
公
共
団
体
、
民
間
団
体
等
と
の
協
力
を
推
進

〇
国
民
の
安
全
保
障
に
関
す
る
理
解
と
協
力
、
我
が
国
と
郷
土
愛
等
の
社
会
基
盤
の
整
備

具
体
的
な
取
組

〇
我
が
国
自
身
の
防
衛
体
制
の
強
化
に
裏
付
け
ら
れ
た
外
交
努
力

〇
有
事
を
念
頭
に
置
い
た
自
衛
隊
と
警
察
や
海
上
保
安
庁
と
の
間
の
連
携
要
領
の
確
立

〇
宇
宙
・
サ
イ
バ
ー
・
電
磁
波
領
域
の
能
力
を
防
衛
力
に
直
結
す
る
よ
う
政
府
全
体
で
強
化

〇
先
端
技
術
の
防
衛
面
で
の
活
用
、
防
衛
産
業
を
活
用
し
つ
つ
早
期
装
備
化
を
実
現

〇
防
衛
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
空
港
・
港
湾
等
の
整
備
・
強
化

〇
平
素
か
ら
の
空
港
・
港
湾
等
の
使
用
等
の
各
種
施
策

〇
自
衛
隊
に
よ
る
海
空
域
や
電
磁
波
の
利
用
、
弾
薬
・
燃
料
等
の
輸
送
・
保
管
等
の
円
滑
化

〇
政
府
全
体
と
し
て
国
民
保
護
訓
練
の
強
化
等
の
各
種
施
策

〇
自
衛
隊
・
海
上
保
安
庁
の
緊
密
な
協
力
・
連
携
の
推
進

〇
防
衛
施
設
周
辺
の
地
方
公
共
団
体
や
地
元
住
民
の
理
解
及
び
協
力
を
獲
得

国国
家家
安安
全全
保保
障障
戦戦
略略
等等
安安
保保
３３
文文
書書

国
家
防
衛
戦
略

国
家
安
全
保
障
戦
略

防
衛
力
整
備
計
画

・
我
が
国
と
し
て
保
有
す
べ
き
防
衛
力
の
水
準
を
示
す
中
長
期
的
な
計
画
、
５
ヵ
年
の
経
費
の
総
額
等

・
防
衛
目
標
：：
①
力
に
よ
る
一
方
的
な
現
状
変
更
を
許
容
しな

い
安
保
環
境
を
創
出
、②

力
に
よ
る
一
方
的
な
現
状
変
更
や

試
み
を
抑
止
対
処
し、
早
期
に
事
態
を
収
拾
、③

我
が
国
へ
の
侵
攻
を
我
が
国
が
主
た
る
責
任
を
も
って
対
処

・
我
が
国
自
身
の
防
衛
体
制
の
強
化
、日

米
同
盟
の
抑
止
力
と対

処
力
、同

志
国
等
との

連
携

・
常
設
の
統
合
司
令
部
の
創
設

我我
がが
国国
はは
、、
戦戦
後後
、、
最最
もも
厳厳
しし
くく
複複
雑雑
なな
安安
全全
保保
障障
環環
境境
にに
直直
面面

2
2

政
府
は
、

2
0
2
2
年
末
、
国
家
安
全
保
障
戦
略
、
国
家
防
衛
戦
略
、
防
衛
力
整
備
計
画
の
安
保

三
文
書
を
新
た
に
策
定

※
我
が
国
の
安
全
保
障
政
策
等
を
実
践
面
か
ら
大
き
く
転
換

・
外
交
、防

衛
に
加
え
、
経
済
安
全
保
障
、
技
術
、
サ
イ
バ
ー
、
情
報
等
の
安
全
保
障
分
野
の
戦
略
的
指
針

※
総
合
的
な
国
力
を
用
い
て
国
益
を
確
保
す
る
た
め
の
戦
略
的
な
ア
プ
ロ
ー
チ
を
推
進

・
自
由
で
開
か
れ
た
国
際
秩
序
を
強
化
す
る
た
め
の
外
交
を
中
心
と
し
た
取
組
の
展
開

・
我
が
国
の
防
衛
体
制
の
強
化

①
領
域
横
断
作
戦
能
力
に
加
え
、ス
タ
ン
ドオ
フ・
防
衛
能
力
、無

人
ア
セ
ット
防
衛
能
力
等
を
７
つ
の
分
野
を
強
化
、

②
反
撃
能
力
の
保
有
、③

20
27
年
度
、防

衛
関
連
経
費
を
G
D
P2
％

等

総
合
的
な
国
力
を
用
い
た
国
益
の
確
保

国
家
安
全
保
障
の
最
終
的
な
担
保
で
あ
る
防
衛
力

2
1

①
国
家
安
全
保
障
戦
略

②
国
家
防
衛
戦
略

③
防
衛
力
整
備
計
画

国国
家家
安安
全全
保保
障障
戦戦
略略
等等
安安
保保
三三
文文
書書

〇
ウウ
クク
ララ
イイ
ナナ
がが
ロロ
シシ
アア
にに
よよ
るる
侵侵
略略
をを
抑抑
止止
すす
るる
たた
めめ
のの
能能
力力
をを
保保
有有
しし
てて
いい
なな
かか
っっ
たた
事事

〇
侵侵
攻攻
意意
思思
をを
外外
部部
かか
らら
正正
確確
にに
把把
握握
すす
るる
ここ
とと
はは
困困
難難

〇
国国
家家
のの
意意
思思
決決
定定
過過
程程
がが
不不
透透
明明
で
あ
れ
ば
、
脅脅
威威
がが
顕顕
在在
化化
すす
るる
素素
地地
が
常
に
存
在

〇
こ
の
よ
う
な
国
か
ら
自 自
国国
をを
守守
るる
た
め
に
は
、
相相
手手
のの
能能
力力
及及
びび
戦戦
いい
方方
にに
着着
目目
しし
たた

防防
衛衛
力力
をを
構構
築築
す
る
こ
と
が
必
要

〇
抑抑
止止
力力
・・
対対
処処
力力
を
持
つ
た
め
に
は
、
国国
家家
とと
しし
てて
のの
総総
力力
をを
結結
集集
す
る
こ
と
が
必
要

〇
自 自
分分
のの
国国
はは
自自
分分
でで
守守
るる
、
と
い
う
国国
民民
のの
意意
志志
の
必
要
性

〇
同同
盟盟
国国
・・
同同
志志
国国
のの
連連
携携
、
国国
際際
社社
会会
のの
支支
援援
の
重
要
性

2
0

ロロ
シシ
アア
にに
よよ
るる
ウウ
クク
ララ
イイ
ナナ
侵侵
略略
のの
教教
訓訓
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22
77

我我
がが
国国
をを
取取
りり
巻巻
くく
安安
全全
保保
障障
環環

26

防防
衛衛
関関
係係
費費
歳歳
出出
予予
算算
のの
推推
移移
（（
当当
初初
予予
算算
））

2
6

令
和
8年

度

（
単
位
：
兆
円
）

：
SA

CO
・
再
編
・
政
府
専
用
機
・
国
土
強
靭
化
を
除
く

：
SA

CO
・
再
編
・
政
府
専
用
機
・
国
土
強
靭
化
を
含
む

防
衛
力
の
抜
本
的
強
化
（
令
和
５
年
度
以
降
）

2
5

我我
がが
国国
のの
防防
衛衛
体体
制制
のの
強強
化化
（（
７７
つつ
のの
柱柱
））

※※
55
年年
間間
のの
総総
事事
業業
費費

2
4
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31

中中
国国
のの
軍軍
事事
力力
のの
強強
化化

33
11

33
00

29

中中
国国
のの
国国
家家
・・
軍軍
事事
目目
標標

22
99

中中
国国

22
88
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33
55

33
44

33
33

33
22
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北北
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【【
習習
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速
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台
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台
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令和７年度　独禁法講習会

公正取引委員会事務総局
　近畿中国四国事務所

経済取引指導官　松村　直也　氏

令和8年2月19日（木）に独禁法講習会を開
催しました。
昨年度同様、Web開催による講習会としまし
た。
テーマは「独占禁止法について　～カルテル・
入札談合防止を中心に～」として、公正取引委員
会事務総局　近畿中国四国事務所の松村 直也氏
をお迎えし、ご講義頂きました。

講習会の概要です。

1.カルテル・入札談合とは
〇独占禁止法第3条
「事業者は、私的独占又は不当な取引制限をし
てはならない。」

〇独占禁止法第2条第6項（抜粋）
「「不当な取引制限」とは、他の事業者と共同し
て、相互にその事業活動を拘束することによ
り、一定の取引分野における競争を実質的に制
限すること。」とあり、これがカルテル・入札
談合に該当する。

　
2．入札談合がなぜ問題なのか
〇入札談合が行わなければ………
• 事業者は、自らの創意工夫によって事業活動を

行うことができ、これによって業界全体の発展
が期待できる。
• 発注機関は、より優れた商品・役務の調達をよ
り安く行うことができるようになり、ひいては
納税者である国民の利益に資することになる。

　　　　　　　　　　↓
入札談合は、公共の利益を損なう非常に悪質な
行為！
「円滑な入札」・「品質確保」・「共存共栄」といっ
た理由で正当化されるものではない！

〇�入札談合は、公共工事だけではなく、ありとあ
らゆる調達物件で起こり得る。

〇�入札談合はどのように行われるのか
• 点数・順番制
• 既得権尊重型
• 天の声　　などなど

３．課徴金制度について
• 課徴金額は、違反行為に係る期間中（始期は調
査開始日から最長10年前まで遡及）の対象商
品又は役務の売上額又は購入額に事業者の規
模に応じた算定率を掛けて計算。
• カルテル、入札談合の違反行為に係る事実の報
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告及び資料の提出を行った者に対して課徴金
額を減免する制度がある。

４．入札談合等関与行為防止法
• どのような行為が違反となるのか（入札談合等
関与行為防止法第２条第5項各号）。
第１号　談合の明示的な指示
第２号　受注者に関する意向の表明
第３号　発注に係る秘密情報の漏えい
第４号　特定の談合の幇助

５．独占禁止法違反事件事例　　
• �木工用ドリルの製造販売業者に対する排除措置
命令及び課徴金納付命令（令和6年3月28日
公表）
• �高知県が発注する地質調査業務の入札参加業者
に対する排除措置命令及び課徴金納付命令（令
和5年9月28日公表）
• �北陸新幹線消融雪設備工事

６．独占禁止法遵守のための取組
• �経営トップが、いかなる独占禁止法違反も許容
しない旨の明確なメッセージを定期的かつ継続
的に社内外に発信・伝達することが非常に重要
で、実施するのに大きな費用はかからず、すぐ
に実施可能。
• �好取組事例の紹介。
経営トップ自ら、「コンプライアンス違反から
生まれた利益は１円たりとも要らない。」との
メッセージを全従業員向けに発信したことによ
り、社内のコンプライアンス意識が高まった。

講師の松村氏は、非常にわかりやすく丁寧に講
義をしていただきました。
独禁法講習会は毎年開催しておりますが、我々
の業界としては、入札談合といった問題は身近に
起こりうる問題であり、あらためて、自由な事業
活動を守るために、一人一人がルールを守ること
の必要性を感じました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
� （文責　事務局）
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令和７年度　第４回実務研修会
「物件補償における物件調書の効力について」

株式会社　三和綜合コンサル
　加藤　巌　氏

令和8年2月19日（木）に「物件補償におけ
る物件調書の効力について」と題した研修会を
Web（Zoom）で開催しました。
この研修会は、用地調査等業務の初心者向け研
修として、用地積算基準、共通仕様書における物
件調書作成の意義、効力について任意取得、収用
裁決と判例等を踏まえて研修していただきました。
講師の加藤氏は、昭和52年建設省近畿地方建
設局に採用後、長年にわたり用地取得事務を担当
し、特に昭和59年からは事業認定庁において事
業認定の告示の事務、起業者としては事業認定の
申請、裁決申請、裁決等の取消訴訟及び行政代執
行等をのべ10年以上にわたり携わってこられ、
「調書」について非常に知識が深い人です。

研修の概要です。

〇物件調書の作成と調書の効力について
〇民間売買、任意取得について
　民間売買の場合は、購入者等が十分理解して契
約を締結する機会を与えるため、専門的な知
識、経験、調査能力を持つ宅地建物取引業者に
重要事項について説明義務を課している。
国の事業の任意取得の場合は、地方整備局用地
事務取扱規則等で調書の様式が定められてお

り、土地等の権利者に調書の確認を求め、調書
に署名押印を求めなければならない旨の規定
があるが、地方公共団体の場合は、調書作成の
規定等がない場合がある。

〇収用裁決の調書作成について
　土地収用による取得の場合は、土地収用法35
条で土地物件調査権が定められ、法36条で土
地所有者及び関係人を立ち会わせた上、調書に
署名押印させなければならない旨規定されて
いる。法37条に調書の記載事項がかかれてい
るが、国の事業の任意取得の場合よりも簡素な
内容になっている。法38条で調書の効力が記
載されている。
法38条で調書の効力について、土地調書及び
物件調書は起業者が土地物件の実態を調査し
た結果を文書にまとめたものということに止
まらず、その内容について土地所有者及び関係
人が関与し、真否について確認をして作成され
たものです。そこでこのような慎重な手続をへ
て、適法に作成された調書には、それに記載さ
れている事項は真実に合致しているとの推定
力が与えられています。収用委員会は調書に記
載されている事項が真実に合致しているとの
前提で収用の裁決をすることができます。
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〇都市計画事業における新築物件の建築制限につ
いて
都市計画区域内の新築物件の建築については
規制があり、政令が定める軽易な行為以外は、
都市計画法53条に基づく建築制限を受ける。
このため、物件を建築するためには、都道府県
知事等の許可を受けなければならない。
また、都市計画事業として事業認可等され実施
している事業地内の新築物件の建築は、法65
条の建築制限を受ける。事業地内において、都
市計画事業の施行の障害となるおそれがある
土地の形質の変更、建築物の建築その他工作物
の建設等を行う場合は、都道府県知事等の許可
を受けなければならない。

〇判例における調書の効力について
　の順番に丁寧に説明をしていただきました。

　最後に、都市計画法に基づく事業の認可の収用
委員会の裁決事例（買収対象地外に新規に機械
が設置されたことで、補償金の増額訴訟が提起
され、非常に長期間かつ複雑な経緯をたどった
事例）の説明がありました。これが法令改善の
運用益損失額を補償（公共用地の取得に伴う損
失補償基準第28条第2項ただし書き）する契
機となった判例であるとの説明で終わりまし
た。

　「調書」について、民間の場合、公共事業の任
意取得の場合、収用の場合といろいろな観点か
らの講義で盛りだくさんの内容でしたが、今回
は時間の関係で少し省略した部分もあるよう
ですので、また、改めて機会を設けて第２弾
を実施できればと思います。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　�
� （文責　事務局）

営営業業廃廃止止･･休休止止･･縮縮小小のの調調査査  
仮仮営営業業所所設設置置のの検検討討  
災災害害調調査査  等等  

■大阪営業所 〒553-0003 大阪府大阪市福島区福島 7-6-17 東邦ビル 4F TEL 06-6345-3339  FAX 06-6136-3199 

■奈良営業所 〒630-8013 奈良県奈良市三条大路 1 丁目 2-2 コーポ･ジュネス 205  TEL 0742-81-4261  FAX 0742-81-4262

■京都営業所 〒610-0331 京都府京田辺市田辺深田 27-2 グランミュウ新田辺 106 TEL 0774-94-6532  FAX 0774-94-6533 

■兵庫営業所 〒651-1121 兵庫県神戸市北区星和台 1 丁目 9-12 TEL 078-959-5335  FAX 078-959-5336 

機機械械自自体体のの調調査査  
周周辺辺関関連連機機能能のの調調査査  
移移設設のの可可否否･･新新設設のの検検討討  等等  

建建物物･･工工作作物物のの調調査査    
移移転転可可能能･･不不可可のの分分類類    
移移転転方方法法･･移移転転先先のの検検討討  等等  

日日照照・・騒騒音音・・地地盤盤変変動動等等のの調調査査  
家家屋屋等等のの工工事事前前調調査査  
家家屋屋等等のの工工事事後後のの被被害害調調査査  等等  

本社 

〒648-0093 和歌山県橋本市慶賀野 280-1 森ビル 3F 

TEL 0736-26-7011  FAX 0736-26-7012 

41 近畿支部報  Vol.86

講演会・講習会・研修会の報告



土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

民
間

売
買

の
場

合

宅
地

建
物

取
引

業
法

第
3
5
条

宅
地

建
物

取
引

業
者

は
、

（
中

略
）

、
取

引
主

任
者

を
し

て
、

少
な

く
と

も
次

に
掲

げ
る

事
項

に
つ

い
て

、

こ
れ

ら
の

事
項

を
記

載
し

た
書

面
を

交
付

し
て

説
明

を
さ

せ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

説
明

者
宅

地
建

物
取

引
主

任
者

説
明

の
免

除
規

定
な

し

（
顧

客
側

か
ら

の
要

望
の

有
無

を
問

わ
ず

、
説

明
す

る
こ

と
が

必
要

）

重
要

事
項

説
明

の
内

容
取

引
対

象
と

な
る

物
件

に
関

す
る

内
容

、
取

引
条

件
、

住
環

境
、

物
件

に
関

連

す
る

瑕
疵

、
リ

ス
ク

等
（

８
４

項
目

）

重
要

事
項

説
明

の
方

法
対

面
に

よ
る

説
明

4

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

民
間

売
買

の
場

合

制
度

の
趣

旨

宅
地

建
物

の
取

引
は

、
動

産
の

取
引

と
比

べ
て

権
利

関
係

や
取

引
条

件
が

極
め

て
複

雑
で

あ
り

、
そ

れ
ら

を
十

分
に

調
査

、
確

認
し

な
い

で
契

約
を

締
結

す
る

と
、

当
初

予
定

し
て

い
た

利
用

が
で

き
な

か
っ

た
り

、

契
約

条
件

を
知

ら
な

か
っ

た
こ

と
に

よ
る

不
測

の
損

害
を

被
る

こ
と

と
な

る
。

そ
の

よ
う

な
紛

争
が

生
ず

る
お

そ
れ

を
防

止
し

、
購

入
者

等
が

十
分

理
解

し
て

契
約

を
締

結
す

る
機

会
を

与
え

る
た

め
、

専
門

的
な

知
識

、
経

験
、

調
査

能
力

を
持

つ
宅

地
建

物
取

引
業

者
に

説
明

義
務

を
課

し
て

い

る
も

の
で

あ
る

。

3

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

民
間

売
買

の
場

合

１
民

間
売

買
の

仲
介

の
場

合

民
間

売
買

の
仲

介
の

場
合

は
、

宅
地

建
物

取
引

の
重

要
事

項
説

明
書

現
行

制
度

の
成

り
立

ち

不
動

産
業

界
に

お
け

る
紛

争
等

を
背

景
に

法
改

正
を

行
っ

て
い

る

重
要

事
項

説
明

を
め

ぐ
る

紛
争

は
、

宅
建

業
者

に
よ

る
事

実
と

異
な

る
説

明
や

調
査

不
足

に
よ

る
説

明
漏

れ
な

ど
、

説
明

の
不

備
に

よ
る

も
の

が
多

い
。

2

物
件
補
償
に
お
け
る
物
件
調
書
の
効
力
に
つ
い
て

令
和
8
年

2
月

1
9
日

用
地

調
査

等
業

務
の

初
心

者
向

け
研

修
と

し
て

、
用

地
積

算
基

準
、

共
通

仕
様

書
に

お
け

る
物

件
調

書
作

成
の

意
義

、
効

力
に

つ
い

て
任

意
取

得
、

収
用

裁
決

と
判

例
等

の
事

例

物
件

調
書

の
作

成
と

調
書

の
効

力
に

つ
い

て

民
間

売
買

、
任

意
取

得
に

つ
い

て

収
用

裁
決

の
調

書
作

成
に

つ
い

て

都
市

計
画

事
業

に
お

け
る

新
築

物
件

の
建

築
制

限
に

つ
い

て

判
例

に
お

け
る

調
書

の
効

力
に

つ
い

て

1

42

講演会・講習会・研修会の報告

近畿支部報  Vol.86



土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

任
意

取
得

の
場

合

国
の

事
業

用
地

調
査

等
業

務
費

積
算

基
準

第
１

適
用

範
囲

１
こ

の
用

地
調

査
等

業
務

費
積

算
基

準
（

以
下

「
用

地
積

算
基

準
」

と
い

う
。

）
は

、
近

畿
地

方
整

備
局

の
所

掌
す

る
国

の
直

轄
事

業
（

官
庁

営
繕

部
、

港
湾

局
及

び
航

空
局

の
所

掌

に
属

す
る

も
の

を
除

く
。

）
に

必
要

な
土

地
等

の
取

得
等

に
伴

う
建

物
、

工
作

物
等

（
以

下
「

建
物

等
」

と

い
う

。
）

の
調

査
、

補
償

額
の

算
定

等
並

び
に

土
地

等
の

取
得

等
に

係
る

業
務

（
以

下
「

用
地

調
査

等
」

と

い
う

。
）

を
別

途
定

め
る

用
地

調
査

等
業

務
共

通
仕

様
書

に
よ

っ
て

、
請

負
又

は
委

託
に

付
す

場
合

の
業

務

費
を

積
算

す
る

と
き

に
適

用
す

る
。

8

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

任
意

取
得

の
場

合

国
の

事
業

調
書

の
作

成
及

び
確

認
に

つ
い

て

土
地

調
書

等
の

作
成

（
地

方
整

備
局

用
地

事
務

取
扱

規
則

第
1
4
条

）

調
書

の
様

式
等

（
地

方
整

備
局

用
地

事
務

取
扱

規
則

準
則

第
4
5
条

）

用
地

調
査

等
業

務
費

積
算

基
準

・
・

・
土

地
調

書
等

の
作

成
規

定
な

い

用
地

調
査

等
業

務
共

通
仕

様
書

・
・

・
第

１
６

章
土

地
調

書
等

の
作

成

第
1
5
9
条

7

6

道
路
法

2
5

1
8
の

2
首
都
圏
近
郊
緑
地
保
全
法

1
1

流
通
業
務
市
街
地
整
備
法

古
都
保
存
法

3

全
国
新
幹
線
鉄
道
整
備
法

2
6

I
8
の

3
近
畿
圏
の
保
全
区
城
の
整
備
に
関
す
る
法
律

1
2

都
市
再
開
発
法

都
市
緑
地
法

4

土
地
収
用
法

2
7

I
8
の

4
都
市
の
低
炭
素
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律

1
2
の

2
沿
道
整
備
法

生
産
緑
地
法

5

文
化
財
保
護
法

2
8

1
8
の

5
水
防
法

1
2
の

3
集
落
地
域
整
備
法

5
の

2
特
定
空
港
周
辺
特
別
措
置
法

航
空
法
（
自
衛
隊
法
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

0
)

2
9

1
8
(}

)6
下
水
道
法

1
 2
の

4
密
集
市
街
地
に
お
け
る
防
災
街
区
の
整
備
の
促
進
に
関
す
る
法
律

5
の

3
景
蜆
法

国
士
利
用
計
画
法

3
0

1
9

河
川
法

1
2
の

5
地
域
に
お
け
る
歴
史
的
風
致
の
維
持
及
び
向
上
に
関
す
る
法
律

土
地
区
画
整
理
法

6

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律

3
1

1
9
の

2
特
定
都
市
河
川
浸
水
被
害
対
策
法

1
3

港
湾
法

6
の

2
大
都
市
地
域
に
お
け
る
住
宅
及
び
住
宅
地
の
供
給
の
促
進
に
関
す

る
特
別
措
置
法

土
壌
汚
染
対
策
法

3
2

2
0

海
岸
法

1
4

住
宅
地
区
改
良
法

6
の

3
地
方
拠
点
都
市
地
域
の
整
備
及
び
産
業
業
務
施
設
の
再
配
憤
の
促

進
に
関
す
る
法
律

都
市
再
生
特
別
措
置
法

3
3

2
0
の

2
津
波
防
災
地
域
づ
く
り
に
関
す
る
法
律

1
5

公
有
地
拡
大
推
進
法

6
の

4
被
災
市
街
地
復
興
特
別
措
置
法

3
3
の

2
地
域
再
生
法

砂
防
法

2
1

1
6

農
地
法

新
住
宅
市
街
地
開
発
法

7

高
齢
者
、
障
害
者
等
の
移
勘
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法
律

3
4

地
す
べ
り
等
防
止
法

2
2

1
7

宅
地
造
成
等
規
制
法

7
の

2
新
都
市
基
盤
整
備
法

災
害
対
策
基
本
法

3
5

急
傾
斜
地
法

2
3

1
7
の

2
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
替
え
等
の
円
滑
化
に
関
す
る
法
律

旧
市
街
地
改
造
法
（
旧
防
災
建
築
街
区
造
成
法
に
お
い
て

準
用
す
る
場
合
に
限
る
。
）

8

東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区
域
法

3
6

2
3
の

2
土
砂
災
害
防
止
対
策
推
進
法

1
7
の

3
都
市
公
園
法

首
都
圏
の
近
郊
整
備
地
帯
及
び
都
市
開
発
区
域
の
整
備
に
関
す
る

法
律

大
規
模
災
害
か
ら
の
復
典
に
関
す
る
法
律

3
7

森
林
法

2
4

1
8

自
然
公
園
法

近
区
域
孟
圏
の
整
の
備
近
弧
及
び
竪

1
開
箭
発
区
ぼ
に
及
関

す
び
る
罰
法
酎
開
律
発

1
0

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

民
間

売
買

の
場

合

民
間

売
買

の
仲

介
の

場
合

重
要

事
項

説
明

の
項

目
一

覧

１
物

件
に

関
す

る
権

利
関

係
の

明
示

登
記

さ
れ

た
権

利
の

種
類

、
内

容
等

私
道

に
関

す
る

負
担

２
物

件
に

関
す

る
権

利
制

限
内

容
の

明
示

３
物

件
の

属
性

の
明

示

そ
の

中
に

は
、

宅
建

業
者

と
買

主
と

の
間

で
認

識
に

齟
齬

が
生

じ
、

紛
争

に
発

展
し

た
例

も
あ

る
。

宅
地

建
物

取
引

業
法

施
行

令
第

3
条

第
1
項

各
号

に
掲

げ
る

法
令

そ
れ

ぞ
れ

の
各

号
の

番
号

5
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土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

任
意

取
得

の
場

合

土
地

調
書

等
の

作
成

地
方

整
備

局
用

地
事

務
取

扱
規

則
第

1
4
条

２
項

調
書

の
作

成
及

び
確

認

土
地

調
書

に
は

、
取

得
又

は
使

用
に

係
る

土
地

に
つ

い
て

次
に

掲
げ

る
事

項
を

記
載

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

一
土

地
の

所
在

、
地

番
、

登
記

記
録

の
記

録
に

係
る

地
目

及
び

現
況

地
目

、
登

記
記

録
の

記
録

に
係

る
面

積
及

び
取

得
し

、
又

は
使

用
し

よ
う

と
す

る
土

地
の

実
測

面
積

並
び

に
土

地
所

有
者

の
氏

名
及

び
住

所

二
取

得
又

は
使

用
に

係
る

土
地

に
関

し
て

所
有

権
以

外
の

権
利

を
有

す
る

者
が

あ
る

場
合

に
お

い
て

は
、

当
該

権
利

の
種

類
及

び
内

容
並

び
に

当
該

権
利

者
の

氏
名

及
び

住
所

三
調

書
を

作
成

し
た

年
月

日

四
そ

の
他

必
要

と
認

め
ら

れ
る

事
項

12

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

任
意

取
得

の
場

合

土
地

調
書

等
の

作
成

地
方

整
備

局
用

地
事

務
取

扱
規

則
第

1
4
条

調
書

の
作

成
及

び
確

認

事
務

所
長

は
、

士
地

収
用

法
に

定
め

る
手

続
に

よ
り

士
地

調
書

及
び

物
件

調
書

を
作

成
す

る
場

合
を

除
き

、

前
条

の
規

定
に

よ
る

調
査

に
基

づ
き

、
遅

滞
な

く
、

土
地

所
有

者
ご

と
の

土
地

調
書

及
び

物
件

所
有

者
ご

と

の
物

件
調

書
を

作
成

し
、

当
該

調
書

に
係

る
土

地
等

の
権

利
者

の
確

認
を

求
め

、
当

該
調

書
に

こ
れ

ら
の

者

の
署

名
押

印
を

求
め

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

た
だ

し
、

や
む

を
得

な
い

理
由

が
あ

る
場

合
に

お
い

て
は

、
確

認
又

は
署

名
押

印
を

求
め

る
こ

と
を

要
し

な
い

。

11

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

任
意

取
得

の
場

合

国
の

事
業

用
地

調
査

等
業

務
共

通
仕

様
書

第
１

６
章

土
地

調
書

等
の

作
成

土
地

調
書

等
の

作
成

第
１

５
９

条

受
注

者
は

、
第

３
章

、
第

４
章

、
第

６
章

及
び

第
７

章
に

定
め

る
業

務
の

成
果

物
に

よ
り

、
土

地
調

書

（
様

式
第

1
5
 
号

）
及

び
物

件
調

書
（

様
式

第
1
6
 
号

）
を

作
成

す
る

も
の

と
す

る
。

10

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

任
意

取
得

の
場

合

用
地

調
査

等
業

務
共

通
仕

様
書

趣
旨

等
第

１
条

こ
の

用
地

調
査

等
業

務
共

通
仕

様
書

は
、

国
土

交
通

省
近

畿
地

方
整

備
局

の
所

掌
す

る
国

の
直

轄
事

に
必

要

な
土

地
等

の
取

得
等

に
伴

う
測

量
、

調
査

、
補

償
金

額
の

算
定

等
業

務
を

請
負

に
付

す
る

場
合

の
業

務
内

容

そ
の

他
必

要
な

事
項

を
定

め
、

も
っ

て
業

務
の

適
正

な
執

行
を

確
保

す
る

も
の

と
す

る
。

用
語

の
定

義
第

２
条

こ
の

仕
様

書
に

お
け

る
用

語
の

定
義

は
、

次
の

各
号

に
定

め
る

と
お

り
と

す
る

。

３
０

「
基

準
」

と
は

、
国

土
交

通
省

の
公

共
用

地
の

取
得

に
伴

う
損

失
補

償
基

準
（

平
成

1
3
 
年

１
月

６
日

国
土

交
通

省
訓

令
第

7
6
 
号

）
を

い
う

。

9
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土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

任
意

取
得

の
場

合

土
地

調
書

等
の

作
成

調
書

の
作

成
及

び
確

認

物
件

調
書

国
土

交
通

省
が

施
行

す
る

工
事

の
た

め
、

移
転

の
対

象
と

な
る

物
件

、
に

つ
い

て
下

記
の

と
お

り
調

書
を

作
成

す
る

。

年
月

日

事
務

所
長

調
査

責
任

者
氏

名

下
記

記
載

事
項

に
誤

り
が

な
い

こ
と

を
確

認
す

る
。

年
月

日
土

地
所

有
者

住
所

氏
名

又
は

名
称

年
月

日
関

係
人

住
所

氏
名

又
は

名
称

16

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

任
意

取
得

の
場

合

土
地

調
書

等
の

作
成

調
書

の
作

成
及

び
確

認

土
地

調
書

国
土

交
通

省
が

施
行

す
る

工
事

の
た

め
に

必
要

な
土

地
に

つ
い

て
下

記
の

と
お

り
調

書
を

作
成

す
る

。

年
月

日

事
務

所
長

調
査

責
任

者
氏

名

下
記

記
載

事
項

に
誤

り
が

な
い

こ
と

を
確

認
す

る
。

年
月

日
土

地
所

有
者

住
所

氏
名

又
は

名
称

年
月

日
関

係
人

住
所

氏
名

又
は

名
称

15

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

任
意

取
得

の
場

合

土
地

調
書

等
の

作
成

地
方

整
備

局
用

地
事

務
取

扱
細

則
準

則
第

４
５

条

調
書

の
作

成
及

び
確

認

規
則

第
一

四
条

に
規

定
す

る
土

地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

様
式

は
、

そ
れ

ぞ
れ

別
記

様
式

第
一

二
号

及
び

別
記

様
式

第
一

三
号

に
よ

る
も

の
と

す
る

。

２
前

項
の

土
地

調
書

又
は

物
件

調
書

は
、

当
該

調
書

に
係

る
土

地
又

は
物

件
の

所
有

者
及

び

関
係

人
の

数
に

一
を

加
え

た
部

数
を

作
成

し
、

一
部

を
保

有
し

、
残

り
を

土
地

又
は

物
件

の
所

有
者

及
び

関
係

人
に

交
付

す
る

も
の

と
す

る
。

14

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

任
意

取
得

の
場

合

土
地

調
書

等
の

作
成

地
方

整
備

局
用

地
事

務
取

扱
規

則
第

1
4
条

3
項

調
書

の
作

成
及

び
確

認

物
件

調
書

に
は

、
取

得
、

使
用

又
は

移
転

の
対

象
と

な
る

物
件

に
つ

い
て

次
に

掲
げ

る
事

項
を

記
載

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

ー
物

件
が

あ
る

土
地

の
所

在
及

び
地

番

二
物

件
の

種
類

及
び

数
量

並
び

に
そ

の
所

有
者

の
氏

名
及

び
住

所

三
物

件
に

関
し

て
所

有
権

以
外

の
権

利
を

有
す

る
者

が
あ

る
場

合
に

お
い

て
は

、
当

該
権

利
の

種
類

及
び

内
容

並
び

に
当

該
権

利
者

の
氏

名
及

び
住

所

四
調

書
を

作
成

し
た

年
月

日

五
そ

の
他

必
要

と
認

め
ら

れ
る

事
項

13
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土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

土
地

収
用

に
よ

る
取

得
の

場
合

土
地

調
書

等
の

作
成

土
地

収
用

法
土

地
物

件
調

査
権

第
３

５
条

第
２

６
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

る
事

業
の

認
定

の
告

示
が

あ
つ

た
後

は
、

起
業

者
又

は
そ

の
命

を
受

け
た

者
若

し
く

は
委

任
を

受
け

た
者

は
、

事
業

の
準

備
の

た
め

又
は

次
条

第
一

項
の

土
地

調
書

及
び

物
件

調
書

の

作
成

の
た

め
に

、
そ

の
土

地
又

は
そ

の
土

地
に

あ
る

工
作

物
に

立
ち

入
つ

て
、

こ
れ

を
測

量
し

、
又

は
そ

の

土
地

及
び

そ
の

土
地

若
し

く
は

工
作

物
に

あ
る

物
件

を
調

査
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

２
前

項
の

規
定

に
よ

つ
て

土
地

又
は

工
作

物
に

立
ち

入
ろ

う
と

す
る

者
は

、
立

ち
入

ろ
う

と
す

る
日

の
三

日
前

ま
で

に
、

そ
の

日
時

及
び

場
所

を
当

該
土

地
又

は
工

作
物

の
占

有
者

に
通

知
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

20

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

土
地

収
用

に
よ

る
取

得
の

場
合

土
地

調
書

及
び

物
件

調
書

の
調

査
権

の
意

義

起
業

者
は

,
土

地
等

を
収

用
し

よ
う

と
す

る
と

き
は

,
事

業
認

定
の

告
示

が
あ

っ
て

か
ら

1
年

以
内

に
収

用
委

員
会

に
裁

決
中

請
を

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

収
用

委
員

会
の

審
理

の
円

滑
化

を
図

る
た

め
,
起

業
者

は
,
裁

決
中

請
に

あ
た

っ
て

,
収

用
等

を
し

た
い

土
地

の
現

況
,
当

該
土

地
上

の
権

利
者

お
よ

び
当

該
土

地
上

に
存

す
る

物
件

の
状

況
,
物

件
の

権
利

者
等

土
地

物
件

に
つ

い
て

調
査

し
,
こ

れ
を

土
地

調
書

及
び

物
件

調
書

と
い

う
形

で
ま

と
め

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

そ
こ

で
,
 
事

業
認

定
の

告
示

が
あ

っ
た

後
は

,
起

業
者

は
事

業
の

準
備

の
た

め
又

は
土

地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

の
た

め
に

,
そ

の
土

地
ま

た
は

そ
の

土
地

に
あ

る
工

作
物

に
立

ち
入

っ
て

測
量

し
,
ま

た
は

そ
の

土

地
及

び
そ

の
土

地
も

し
く

は
工

作
物

に
あ

る
物

件
を

調
査

す
る

こ
と

が
認

め
ら

れ
て

い
る

(
法

第
3
5
条

第
1
項

)
。

こ
れ

を
土

地
物

件
調

査
権

と
い

う
が

,
こ

の
調

在
権

は
事

業
認

定
の

告
示

が
あ

れ
ば

当
然

に
生

ず
る

も
の

で

あ
り

,
都

道
府

県
知

事
の

許
可

と
か

土
地

ま
た

は
工

作
物

の
占

有
者

等
の

同
意

も
不

要
で

あ
る

。
19

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

土
地

収
用

に
よ

る
取

得
の

場
合

３
土

地
収

用
に

よ
る

場
合

土
地

調
書

等
の

作
成

土
地

物
件

調
査

権
（

土
地

収
用

法
3
5
条

）

土
地

調
書

及
び

物
件

調
書

の
効

力
（

法
3
8
条

）

損
失

補
償

の
制

限
（

法
8
9
条

）

＊
あ

ら
か

じ
め

都
道

府
県

知
事

の
承

認
を

得
た

場
合

を
除

く

審
理

又
は

調
査

の
た

め
の

権
限

等
（

法
6
5
条

）

現
地

に
つ

い
て

土
地

又
は

物
件

を
調

査
す

る
こ

と

18

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

任
意

取
得

の
場

合

地
方

公
共

団
体

の
事

業

物
件

確
認

調
書

の
場

合

土
地

調
書

及
び

物
件

調
書

作
成

の
規

定
等

が
な

い
場

合

17
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土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

土
地

収
用

に
よ

る
取

得
の

場
合

土
地

調
書

等
の

作
成

土
地

調
書

及
び

物
件

調
書

の
記

載
事

項
第

３
７

条

２
第

３
６

条
第

１
項

の
物

件
調

書
に

は
、

収
用

し
、

又
は

使
用

し
よ

う
と

す
る

土
地

に
あ

る
物

件
に

つ
い

て
、

次
に

掲
げ

る
事

項
を

記
載

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

一
物

件
が

あ
る

土
地

の
所

在
、

地
番

及
び

地
目

二
物

件
の

種
類

及
び

数
量

並
び

に
そ

の
所

有
者

の
氏

名
及

び
住

所

三
物

件
に

関
し

て
権

利
を

有
す

る
関

係
人

の
氏

名
及

び
住

所
並

び
に

そ
の

権
利

の
種

類
及

び
内

容

四
調

書
を

作
成

し
た

年
月

日

五
そ

の
他

必
要

な
事

項

24

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

土
地

収
用

に
よ

る
取

得
の

場
合

土
地

調
書

等
の

作
成

土
地

調
書

及
び

物
件

調
書

の
記

載
事

項
第

３
７

条

第
３

６
条

第
１

項
の

土
地

調
書

に
は

、
収

用
し

、
又

は
使

用
し

よ
う

と
す

る
土

地
に

つ
い

て
、

次
に

掲
げ

る
事

項
を

記
載

し
、

実
測

平
面

図
を

添
付

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

一
土

地
の

所
在

、
地

番
、

地
目

及
び

地
積

並
び

に
土

地
所

有
者

の
氏

名
及

び
住

所

二
収

用
し

、
又

は
使

用
し

よ
う

と
す

る
土

地
の

面
積

三
土

地
に

関
し

て
権

利
を

有
す

る
関

係
人

の
氏

名
及

び
住

所
並

び
に

そ
の

権
利

の
種

類
及

び
内

容

四
調

書
を

作
成

し
た

年
月

日

五
そ

の
他

必
要

な
事

項

23

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

土
地

収
用

に
よ

る
取

得
の

場
合

土
地

調
書

及
び

物
件

調
書

の
作

成
第

３
６

条

４
第

二
項

の
場

合
に

お
い

て
、

土
地

所
有

者
及

び
関

係
人

の
う

ち
に

、
同

項
の

規
定

に
よ

る
署

名
押

印
を

拒
ん

だ
者

、
同

項
の

規
定

に
よ

る
署

名
押

印
を

求
め

ら
れ

た
に

も
か

か
わ

ら
ず

相
当

の
期

間
内

に
そ

の
責

め

に
帰

す
べ

き
事

由
に

よ
り

こ
れ

を
し

な
い

者
又

は
同

項
の

規
定

に
よ

る
署

名
押

印
を

す
る

こ
と

が
で

き
な

い

者
が

あ
る

と
き

は
、

起
業

者
は

、
市

町
村

長
の

立
会

い
及

び
署

名
押

印
を

求
め

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
こ

の

場
合

に
お

い
て

、
市

町
村

長
は

、
当

該
市

町
村

の
職

員
を

立
ち

会
わ

せ
、

署
名

押
印

さ
せ

る
こ

と
が

で
き

る
。

22

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

土
地

収
用

に
よ

る
取

得
の

場
合

土
地

調
書

及
び

物
件

調
書

の
作

成
第

３
６

条

第
２

６
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

る
事

業
の

認
定

の
告

示
が

あ
つ

た
後

、
起

業
者

は
、

土
地

調
書

及
び

物
件

調
書

を
作

成
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

２
前

項
の

規
定

に
よ

り
土

地
調

書
及

び
物

件
調

書
を

作
成

す
る

場
合

に
お

い
て

、
起

業
者

は
、

自
ら

土
地

調
書

及
び

物
件

調
書

に
署

名
押

印
し

、
土

地
所

有
者

及
び

関
係

人
（

起
業

者
が

過
失

が
な

く
て

知
る

こ
と

が

で
き

な
い

者
を

除
く

。
以

下
こ

の
節

に
お

い
て

同
じ

。
）

を
立

ち
会

わ
せ

た
上

、
土

地
調

書
及

び
物

件
調

書

に
署

名
押

印
さ

せ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

３
前

項
の

場
合

に
お

い
て

、
土

地
所

有
者

及
び

関
係

人
の

う
ち

、
土

地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

記
載

事
項

が
真

実
で

な
い

旨
の

異
議

を
有

す
る

者
は

、
そ

の
内

容
を

当
該

調
書

に
附

記
し

て
署

名
押

印
す

る
こ

と
が

で

き
る

。
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土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

土
地

収
用

に
よ

る
取

得
の

場
合

明
渡

裁
決

第
４

９
条

明
渡

裁
決

に
お

い
て

は
、

次
に

掲
げ

る
事

項
に

つ
い

て
裁

決
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

一
前

条
第

一
項

第
二

号
に

掲
げ

る
も

の
を

除
く

そ
の

他
の

損
失

の
補

償

二
土

地
若

し
く

は
物

件
の

引
渡

し
又

は
物

件
の

移
転

の
期

限
（

明
渡

し
の

期
限

）

三
そ

の
他

こ
の

法
律

に
規

定
す

る
事

項

２
前

条
第

三
項

か
ら

第
五

項
ま

で
の

規
定

は
、

前
項

第
一

号
に

掲
げ

る
事

項
に

つ
い

て
準

用
す

る
。

28

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

土
地

収
用

に
よ

る
取

得
の

場
合

権
利

取
得

裁
決

第
４

８
条

権
利

取
得

裁
決

に
お

い
て

は
、

次
に

掲
げ

る
事

項
に

つ
い

て
裁

決
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

一
収

用
す

る
土

地
の

区
域

又
は

使
用

す
る

土
地

の
区

域

並
び

に
使

用
の

方
法

及
び

期
間

二
土

地
又

は
土

地
に

関
す

る
所

有
権

以
外

の
権

利
に

対
す

る
損

失
の

補
償

三
権

利
を

取
得

し
、

又
は

消
滅

さ
せ

る
時

期
（

「
権

利
取

得
の

時
期

」
と

い
う

。
）

四
そ

の
他

こ
の

法
律

に
規

定
す

る
事

項

27

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

土
地

収
用

に
よ

る
取

得
の

場
合

土
地

調
書

等
の

作
成

土
地

調
書

及
び

物
件

調
書

の
効

力
第

３
８

条

起
業

者
、

土
地

所
有

者
及

び
関

係
人

は
、

第
３

６
条

第
３

項
の

規
定

に
よ

つ
て

異
議

を
付

記
し

た
者

及
び

第
３

６
条

の
２

第
６

項
の

規
定

に
よ

つ
て

異
議

申
出

書
を

提
出

し
た

者
が

そ
の

内
容

を
述

べ
る

場
合

を
除

き
、

第
３

６
条

か
ら

前
条

ま
で

の
規

定
に

よ
つ

て
作

成
さ

れ
た

土
地

調
書

及
び

物
件

調
書

の
記

載
事

項
の

真
否

に

つ
い

て
異

議
を

述
べ

る
こ

と
が

で
き

な
い

。

た
だ

し
、

そ
の

調
書

の
記

載
事

項
が

真
実

に
反

し
て

い
る

こ
と

を
立

証
す

る
と

き
は

、
こ

の
限

り
で

な
い

。

26

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

土
地

収
用

に
よ

る
取

得
の

場
合

土
地

調
書

等
の

作
成

土
地

調
書

及
び

物
件

調
書

の
記

載
事

項
第

３
７

条

３
物

件
が

建
物

で
あ

る
と

き
は

、
前

項
に

掲
げ

る
事

項
の

外
、

建
物

の
種

類
、

構
造

、
床

面
積

等
を

記
載

し
、

実
測

平
面

図
を

添
附

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

４
土

地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

様
式

は
、

国
土

交
通

省
令

で
定

め
る

。
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２
都
市
計
画
区
域
内
の
新
築
物
件
の
建
築

都
市
計
画
法
５
３
条
に
基
づ
く
建
築
制
限

新
築

物
件

の
建

築
は

都
市

計
画

施
設

等
の

区
域

内
に

お
け

る
建

築
等

の
規

制
が

あ
り

、
都

市
計

画
法

５
３

条
に

基
づ

く
建

築
制

限
を

受
け

る
。

こ
の

た
め

、
物

件
を

建
築

す
る

た
め

に
は

、
都

道
府

県
知

事
等

の
許

可
を

受
け

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

た
だ

し
、

政
令

で
定

め
る

軽
易

な
行

為
等

に
つ

い
て

は
、

適
用

を
除

外
し

て
い

る
。

建
築

物
の

許
可

基
準

の
要

件
は

、

容
易

に
移

転
又

は
除

却
す

る
こ

と
が

で
き

る
も

の
で

あ
り

、

①
階

数
が

二
以

下
で

、
か

つ
、

地
階

を
有

し
な

い
こ

と
。

②
主

要
構

造
部

（
建

築
基

準
法

第
二

条
第

五
号

に
定

め
る

主
要

構
造

部
を

い
う

。
）

が
木

造
、

鉄
骨

造
、

コ
ン

ク
リ

ー
ト

ブ
ロ

ツ
ク

造
そ

の
他

こ
れ

ら
に

類
す

る
構

造
で

あ
る

こ
と

。

都
市

計
画

法
第

5
3
条

許
可

は
、

建
築

確
認

申
請

に
関

す
る

法
令

の
条

項
で

あ
る

建
築

基
準

法
第

６
条

第
１

項
と

建
築

基
準

法
施

行
令

第
９

条
第

1
2
号

に
よ

り
、

建
築

基
準

関
係

規
定

に
該

当
す

る
。

32

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

道
路

法
第

9
1
条

の
道

路
区

域
内

の
新

築
物

件
の

建
築

制
限

に
つ

い
て

新
築

物
件

の
建

築
に

つ
い

て
は

、
道

路
管

理
者

の
許

可
を

受
け

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

道
路

法
9
1
条

で
は

、
道

路
管

理
者

の
許

可
を

受
け

な
け

れ
ば

、
当

該
区

域
内

に
お

い
て

土
地

の
形

質
を

変

更
し

、
工

作
物

を
新

築
し

、
改

築
し

、
増

築
し

、
若

し
く

は
大

修
繕

し
、

又
は

物
件

を
付

加
増

置
し

て
は

な

ら
な

い
。

道
路

法
9
1
条

1
項

の
規

定
に

よ
る

制
限

に
よ

り
損

失
を

受
け

る
者

が
あ

る
場

合
に

お
い

て
は

、
道

路
管

理
者

は
、

そ
の

者
に

対
し

て
通

常
受

け
る

べ
き

損
失

を
補

償
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。

31

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

新
築

物
件

の
建

築
制

限
に

つ
い

て

新
築

物
件

の
建

築
に

つ
い

て
は

建
築

制
限

が
課

せ
ら

れ
て

い
る

１
道

路
予

定
区

域

道
路

管
理

者
の

許
可

（
道

路
法

9
1
条

）

２
都

市
計

画
区

域
内

都
道

府
県

知
事

等
の

許
可

（
都

市
計

画
法

５
３

条
）

３
都

市
計

画
事

業
と

し
て

事
業

認
可

等
さ

れ
実

施
さ

れ
て

い
る

事
業

地
内

都
道

府
県

知
事

等
の

許
可

（
都

市
計

画
法

６
５

条
）

都
市

計
画

事
業

の
た

め
の

土
地

等
の

収
用

又
は

使
用

損
失

補
償

の
制

限
（

土
地

収
用

法
8
9
条

）

都
道

府
県

知
事

の
承

認

30

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

土
地

収
用

に
よ

る
取

得
の

場
合

土
地

収
用

法
の

趣
旨

３

損
失

補
償

に
関

す
る

当
事

者
主

義
(
処

分
権

主
義

)

収
用

委
員

会
が

正
当

な
補

償
と

認
定

し
た

額

１
起

業
者

の
申

立
額

及
び

被
収

用
者

の
申

立
額

を
超

え
る

場
合

で
も

当
該

申
立

額
の

範
囲

内

で
す

べ
き

こ
と

２
収

用
委

員
会

の
認

定
額

が
こ

れ
ら

の
者

の
申

立
額

よ
り

低
い

場
合

で
も

当
該

申
立

額
の

範
囲

内

で
裁

決
す

べ
き

こ
と
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土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

土
地

収
用

に
よ

る
収

用
委

員
会

の
裁

決
事

例

都
市

計
画

法
に

基
づ

く
事

業
の

認
可

の
収

用
委

員
会

の
裁

決
事

例

経
緯

昭
和

４
６

年
３

月
３

０
日

都
市

計
画

法
に

基
づ

く
事

業
の

認
可

昭
和

４
７

年
５

月
か

ら
用

地
交

渉
数

十
回

昭
和

５
３

年
１

０
月

３
０

日
起

業
者

裁
決

申
請

審
理

１
１

回

昭
和

５
５

年
１

０
月

２
４

日
審

理
を

終
結

昭
和

５
６

年
５

月
か

ら
昭

和
５

７
年

２
月

新
規

機
械

の
設

置
（

買
収

対
象

地
外

）

昭
和

５
６

年
８

月
１

３
日

か
ら

１
６

日

大
阪

府
収

用
委

員
会

が
新

規
機

械
等

の
物

件
の

調
査

昭
和

５
７

年
７

月
１

３
日

大
阪

府
収

用
委

員
会

の
裁

決

36

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

土
地

収
用

に
よ

る
取

得
の

場
合

土
地

調
書

等
の

作
成

損
失

補
償

の
制

限
第

８
９

条

土
地

所
有

者
又

は
関

係
人

は
、

第
２

６
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

る
事

業
の

認
定

の
告

示
の

後
に

お
い

て
、

土
地

の
形

質
を

変
更

し
、

工
作

物
を

新
築

し
、

改
築

し
、

増
築

し
、

若
し

く
は

大
修

繕
し

、
又

は
物

件
を

附

加
増

置
し

た
と

き
は

、
あ

ら
か

じ
め

こ
れ

に
つ

い
て

都
道

府
県

知
事

の
承

認
を

得
た

場
合

を
除

く
の

外
、

こ

れ
に

関
す

る
損

失
の

補
償

を
請

求
す

る
こ

と
が

で
き

な
い

。

２
土

地
の

形
質

の
変

更
、

工
作

物
の

新
築

、
改

築
、

増
築

若
し

く
は

大
修

繕
又

は
物

件
の

附
加

増
置

が
も

つ
ぱ

ら
補

償
の

増
加

の
み

を
目

的
と

す
る

と
認

め
ら

れ
る

と
き

は
、

都
道

府
県

知
事

は
、

前
項

に
規

定
す

る

承
認

を
し

て
は

な
ら

な
い

。

３
土

地
の

形
質

の
変

更
に

つ
い

て
、

土
地

所
有

者
又

は
関

係
人

が
第

２
８

条
の

３
第

１
項

の
規

定
に

よ
る

許
可

を
受

け
た

と
き

は
、

第
１

項
の

規
定

に
よ

る
承

認
が

あ
つ

た
も

の
と

み
な

す
。

34

土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

土
地

収
用

に
よ

る
取

得
の

場
合

土
地

調
書

等
の

作
成

審
理

又
は

調
査

の
た

め
の

権
限

等
第

６
５

条

収
用

委
員

会
は

、
第

６
３

条
第

４
項

の
規

定
に

よ
る

申
立

て
が

相
当

で
あ

る
と

認
め

る
と

き
、

又
は

審
理

若
し

く
は

調
査

の
た

め
に

必
要

が
あ

る
と

認
め

る
と

き
は

、
次

に
掲

げ
る

処
分

を
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

一
起

業
者

、
土

地
所

有
者

若
し

く
は

関
係

人
又

は
参

考
人

に
出

頭
を

命
じ

て
審

問
し

、
又

は
意

見
書

若
し

く
は

資
料

の
提

出
を

命
ず

る
こ

と
。

二
鑑

定
人

に
出

頭
を

命
じ

て
鑑

定
さ

せ
る

こ
と

。

三
現

地
に

つ
い

て
土

地
又

は
物

件
を

調
査

す
る

こ
と

。

３
第

６
０

条
の

２
の

規
定

に
よ

つ
て

委
員

又
は

職
員

が
土

地
又

は
物

件
を

実
地

に
調

査
す

る
場

合
に

お
い

て
は

、
そ

の
身

分
を

示
す

証
票

を
携

帯
し

、
土

地
又

は
物

件
の

所
有

者
、

占
有

者
そ

の
他

の
利

害
関

係
人

の

請
求

が
あ

つ
た

と
き

は
、

こ
れ

を
示

さ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。
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土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

裁
判

所
の

判
例

第
１

審
判

決

１
機

械
・

装
置

の
移

転
料

収
用

地
上

の
物

件
の

確
認

・
補

償
金

の
算

定
に

は
相

当
の

期
間

を
要

す
る

が
、

土
地

収
用

法
上

、
収

用
委

員
会

の
審

理
手

続
に

つ
い

て
裁

決
の

基
礎

と
す

る
こ

と
が

で
き

る
事

実
の

時
的

限
界

を
定

め
る

規
定

（
訴

訟

に
お

け
る

口
頭

弁
論

終
結

の
よ

う
な

規
定

）
が

な
い

以
上

、
調

査
日

以
後

裁
決

時
点

ま
で

に
事

実
の

変
更

が

あ
っ

た
こ

と
が

立
証

さ
れ

た
場

合
は

、
裁

決
時

点
に

存
在

し
た

変
更

後
の

客
観

的
事

実
を

基
礎

と
し

て
、

通

常
生

じ
る

損
失

の
範

囲
を

判
断

す
べ

き
で

あ
る

。
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土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

土
地

収
用

に
よ

る
収

用
委

員
会

の
裁

決
事

例

収
用

委
員

会
裁

決

事
例

の
調

査

「
な

お
、

Ａ
社

は
、

昭
和

5
6
年

5
月

頃
か

ら
同

5
7
年

2
月

頃
ま

で
の

間
に

お
い

て
、

C
土

地
上

に
相

当
数

の
新

規
機

械
を

設
置

し
て

、
移

転
補

償
の

対
象

と
す

る
よ

う
申

し
入

れ
が

あ
っ

た
が

、

物
件

の
確

認
及

び
補

償
金

の
算

定
に

は
相

当
の

期
間

を
要

し
、

一
定

の
限

界
が

存
す

る
の

で
、

補
償

対
象

と
す

る
物

件
に

つ
い

て
は

、
当

委
員

会
の

委
嘱

し
た

鑑
定

人
が

同
5
6
年

8
月

1
3
日

か
ら

同
1
6
日

ま
で

の
間

（
以

下
「

調
査

時
点

」
と

い
う

。
）

に
現

地
に

お
い

て
そ

の
存

在
を

確
認

し
た

も
の

に
限

る
も

の
と

す

る
。

」
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
概

略
図

都
市

計
画

街
路

の
取

得
用

地

全
筆
買
収

1番
10

00
㎡

倉
庫

事
務
所

試
験

室
２
番
地
と

同
一
使
用
の
施

設
あ
り

分
筆
買
収

２
番

10
00
㎡

残
地
あ
り

道
路

幅
員

６
ｍ

買
収
対
象
外

３
番

20
00
㎡

3階
建

製
薬
工
場

化
成
工
場
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土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

土
地

収
用

に
よ

る
収

用
委

員
会

の
裁

決
事

例

都
市

計
画

法
に

基
づ

く
事

業
の

認
可

の
収

用
委

員
会

の
裁

決
事

例

経
緯

昭
和

５
７

年
９

月
３

０
日

権
利

取
得

の
時

期

昭
和

５
７

年
１

０
月

１
５

日
補

償
金

の
増

額
訴

訟
の

提
起

昭
和

６
０

年
９

月
３

０
日

明
渡

し
の

期
限

平
成

４
年

６
月

２
６

日
第

１
審

判
決

平
成

６
年

１
１

月
２

９
日

第
２

審
判

決

大
阪

高
等

裁
判

所
損

失
補

償
増

額
請

求
控

訴
事

件

事
件

番
号

平
成

4
(
行

コ
)
2
7

事
件

名
損

失
補

償
増

額
請

求
控

訴
事

件

平
成

１
１

年
１

月
２

２
日

最
高

裁
判

決

37
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土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

裁
判

所
の

判
例

４
我

が
国

に
お

け
る

医
薬

品
の

品
質

規
制

（
い

わ
ゆ

る
「

Ｇ
Ｍ

Ｐ
」

規
制

）
の

実
情

に
即

し
た

構
造

設

備
を

有
す

る
製

薬
工

場
が

土
地

収
用

に
伴

い
移

転
す

る
場

合
に

つ
き

，
通

常
移

転
先

に
お

い
て

新
た

に
医

薬

品
の

製
造

許
可

を
取

得
し

，
製

薬
工

場
と

し
て

の
生

産
機

能
を

回
復

す
る

た
め

に
前

記
品

質
規

制
の

実
情

に

即
し

た
構

造
設

備
の

改
善

を
行

わ
ざ

る
を

得
な

い
情

況
に

あ
っ

た
と

し
て

，
そ

の
た

め
に

通
常

支
出

を
余

儀

な
く

さ
れ

る
も

の
と

認
め

ら
れ

る
構

造
設

備
の

改
善

費
用

に
つ

い
て

の
，

収
用

な
か

り
せ

ば
改

善
を

必
要

と

し
た

で
あ

ろ
う

時
期

ま
で

の
期

間
の

運
用

利
益

相
当

額
は

，
土

地
収

用
法

８
８

条
に

い
う

「
通

常
受

け
る

損

失
」

に
当

た
る

。
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土
地
調

書
及

び
物

件
調

書
の

作
成

裁
判

所
の

判
例

第
２

審
判

決

１
土

地
収

用
法

７
７

条
，

８
８

条
に

基
づ

く
建

物
等

の
物

件
の

移
転

料
に

係
る

補
償

の
内

容

収
用

地
上

に
建

物
等

の
物

件
が

あ
る

場
合

は
，

土
地

収
用

法
７

７
条

に
基

づ
き

，
当

該
建

物
等

が
移

転
後

に
お

い
て

も
従

前
の

客
観

的
，

財
産

的
価

値
及

び
物

的
機

能
を

失
わ

な
い

よ
う

に
，

収
用

地
と

建
物

の
関

係

位
置

，
構

造
，

用
途

，
工

費
そ

の
他

の
条

件
を

考
慮

し
て

，
適

切
な

移
転

工
法

を
認

定
し

，
こ

れ
に

係
る

費

用
の

補
償

を
す

べ
き

で
あ

り
，

さ
ら

に
，

収
用

地
外

の
建

物
等

の
物

件
で

あ
っ

て
も

，
収

用
地

上
の

建
物

等
と

利
用

上
の

不
可

分
一

体
性

が
認

め
ら

れ
る

な
ど

，
客

観
的

社
会

的
に

み
て

，
通

常
は

収
用

地
上

の
建

物
等

を
移

転
す

る
場

合
は

当
該

物

件
を

も
移

転
せ

ざ
る

を
得

な
い

も
の

と
認

め
ら

れ
る

場
合

に
は

，
同

法
８

８
条

に
基

づ
き

当
該

物
件

に
つ

い

て
も

前
記

と
同

様
に

移
転

に
係

る
費

用
を

補
償

す
べ

き
で

あ
る

。
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62 周年 

用地補償総合コンサルタント 

株式会社 
https://www.sanwa-sc.co.jp 

補償コンサルタント登録(第１４５号) 全８部門登録 

日本の国土を

支える 
補償業務の新時代へ業務の迅速

化、効率化、経験に基づく徹底し

た調査と公正適格な判断を 

Comprehensive consultant for land compensation
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令和８年度　第１回実務研修会
近畿地方整備局用地部

用地企画課　課長補佐　　　塩見　則之 氏
用地企画課　課長補佐　　　野間　亮太 氏
用地補償課　補償基準係長　上田　直貴 氏
用地補償課　課長補佐　　　大原　利雄 氏

令和8年6月17日（水）に第1回実務研修会
を開催しました。
昨年度に引き続き、近畿地方整備局用地部の講
師陣をお迎えして「たかつガーデン」で実施しま
した。今年度も昨年度同様、ZoomによるWeb
参加も行うハイブリッド方式で実施したことによ
り、249名（会場：会員 82名、非会員 4名、
計 86名、Web：会員 144名、非会員 19名、
計 163名）と非常に多くの方に参加していただ
きました。　

研修内容についてですが、
塩見用地企画課課長補佐からは、
「最近の情勢について～所有者不明土地対策～」
と題して、まず、バブル崩壊まで～現在にいたる
までの土地政策の変遷の説明があり、平成30年
～令和7年にかけて、所有者不明土地法が制定さ
れてからの土地基本法改正、土地基本方針改定な
どの所有者不明土地対策の経緯の説明がありまし
た。
また、所有者不明土地の利用の円滑化等に関す
る特別措置法として、地域福利増進事業や土地収
用法の特例、そして相続登記の義務化などの民事
基本法制の見直しの説明がありました。
 最後に、補償コンサルタント協会も関係団体
として、名前を連ねている「土地政策推進連携協
議会」について、具体的な内容の説明がありまし
た。

野間用地企画課課長補佐からは、
「令和8年度　業務発注について」と題して、
	 1．業務発注方式について
	 2．入札説明書等の改定について
	 3．積算基準等の改定について
　　　の順番で説明がありました。

１．については、業務チャレンジ型について
大きな見直しがありました。
簡易公募入札方式から一般競争入札方式に変
わったことにより、10社選定との縛りがなくな
り、参加要件・資格要件を満たせば、参加できる
ことになりました。
また、本社所在地が当該地域の企業を優位に加
点評価することや、近畿地方整備局での受注実績
がない方が優位に加点されるという新規参入がし
やすい方式に変わりました。
２．については、業務スライドの試行につい

て説明がありました。
３．については、業務費の「その他原価」に

熱中症対策費用の記載がされたことや、石綿分析
調査の依頼、石綿除去処分の見積について説明が
ありました。
最後に、今年度の所要作業時間等調査の実施に
ついての説明がありました。

上田補償基準係長からは、
「令和8年度　補償基準の改正について」と題
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して、
1．国土交通省損失補償取扱要領の一部改正
　　→ 年利率は据え置き
2．太陽光発電設備の移転料等の調査算定につ
いて

3．「公共施設の設置に起因する日陰により生
ずる太陽光発電設備に対する損害等に係る
費用負担について」の一部改正について

4．立竹木調査算定要領の一部改正について
5．その他　
　　の順番で説明がありました。

２．については、太陽光発電設備の補償につ
いての基本的な考え方が整理されたことや、地上
設置式は再築工法原則化、地上設置式に除却工法
の追加、取りこわし工事費の補償方法の見直し等
の説明がありました。

４．については、用材林調査における、毎木
調査と標準地調査の位置づけの整理や、標準地調
査の区域決定、面積設定、複数個所調査、推定本
数式を明確化したことの説明がありました。
５．については、国土交通省本省が主導して

進めている補償基準見直し「アクションプラン」
での検討状況の説明がありました。

大原用地補償課課長補佐からは、
「令和８年度　近畿用対連補償算定標準書につい
て」と題して、

1．令和8年度損失補償算定標準書の主な改正点
①　「近畿地区　地区別補正率表」の廃止
②　�建築物確認申請等手数料（法令上の手

続きに要する費用）
③　単価及び歩掛について　
　　かなり多くの改正が行われた。
④　「庭木等補償標準単価歩掛」の改訂
⑤　立竹木補償に係る「消費税等対象経費」

の明記などの説明がありました。

近畿地方整備局用地部の講師の皆様には大変お
忙しい中、4名も来ていただき、大変感謝してお
ります。非常にたくさんの方に参加していただい
て喜ばれている研修会ですので、来年度も内容等
もより充実させて継続していきたいと考えてま
す。
� （文責　事務局）

用地企画課
塩見 課長補佐

用地補償課
大原 課長補佐

用地補償課
上田 補償基準係長

用地企画課
野間 課長補佐
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バ
ブ
ル
崩
壊
か
ら
人
口
減
少
時
代
の
始
ま
り
ま
で

～
豊
か
で
安
心
で
き
る
地
域
づ
く
り
を
目
指
し
た
土
地
の

有
効
利
用
の
実
現
～

人
口
減
少
時
代
の
始
ま
り
か
ら
現

在
ま
で

～
成
長
分
野
の
土
地
需
要
へ
の
対
応
と
土
地
の
適
切
な
利

用
・
管
理
の
推
進
～

○○
成成

長長
分分

野野
のの

土土
地地

需需
要要

にに
対対

応応
すす

るる
環環

境境
整整

備備
  ・

Ｅ
コ

マ
ー

ス
市

場
の

拡
大

等
に

伴
う

物
流

施
設

需
要

な
ど

・
外

国
人

旅
行

者
の

増
加

に
伴

う
宿

泊
施

設
需

要
な

ど

○○
ココ

ンン
パパ

クク
トト

シシ
テテ

ィィ
やや

空空
きき

地地
・・

空空
きき

家家
対対

策策
のの

推推
進進

  
  
ま

ち
な

か
へ

の
都

市
機

能
等

の
誘

導
、

空
き

家
活

用
の

促
進

な
ど

○○
所所

有有
者者

不不
明明

土土
地地

問問
題題

へへ
のの

対対
応応

やや
土土

地地
のの

適適
切切

なな
利利

用用
・・

管管
理理

のの
推推

進進
 所

有
者

不
明

土
地

法
の

施
行

、
土

地
基

本
法

の
見

直
し

な
ど

バ
ブ
ル

崩
壊

ま
で

～
地
価
高
騰
の
抑
制
と
適
正
か
つ
合
理

的
な
土
地

利
用
の
確
保
～

○○
土土

地地
基基

本本
法法

制制
定定

基
本

理
念

と
国

・
地

方
公

共
団

体
等

の
責

務
を

規
定

【【
基基

本本
理理

念念
】】

・
土

地
に

つ
い

て
の

公
共

の
福

祉
優

先
・

適
正

な
利

用
及

び
計

画
に

従
っ

た
利

用
・

投
機

的
取

引
の

抑
制

・
価

値
の

増
加

に
伴

う
利

益
に

応
じ

た
適

切
な

負
担

○○
土土

地地
取取

引引
のの

適適
正正

化化
土

地
取

引
規

制
（

監
視

区
域

制
度

）
、

土
地

関
連

融
資

規
制

（
総

量
規

制
）

、
地

価
税

、
土

地
評

価
制

度
の

見
直

し
な

ど

○○
適適

正正
かか

つつ
合合

理理
的的

なな
土土

地地
利利

用用
のの

確確
保保

住
宅

・
宅

地
開

発
や

都
市

再
開

発
の

推
進

、
市

街
化

区
域

内
農

地
の

宅
地

化
、

工
場

跡
地

等
の

低
・

未
利

用
地

の
利

用
促

進
な

ど

○○
地地

価価
高高

騰騰
抑抑

制制
かか

らら
土土

地地
のの

有有
効効

利利
用用

へへ
のの

土土
地地

政政
策策

転転
換換

不
良

債
権

関
連

土
地

を
は

じ
め

低
・

未
利

用
地

の
有

効
利

用
、

密
集

市
街

地
整

備
、

都
心

居
住

の
推

進
な

ど

○○
都都

市市
再再

生生
のの

推推
進進

、、
不不

動動
産産

証証
券券

化化
等等

のの
市市

場場
整整

備備
 ・

都
市

再
生

に
係

る
事

業
へ

の
容

積
緩

和
、

金
融

・
税

制
等

に
よ

る
支

援
・

不
動

産
証

券
化

手
法

の
整

備
、

J
リ

ー
ト

市
場

開
設

な
ど

○○
安安

全全
でで

質質
のの

高高
いい

生生
活活

基基
盤盤

とと
なな

るる
土土

地地
利利

用用
のの

実実
現現

防
災

、
環

境
配

慮
、

バ
リ

ア
フ

リ
ー

化
、

景
観

形
成

な
ど

空
き

地
・

空
き

家
の

増
加

の
状

況

（
世

帯
の

所
有

す
る
土

地
利

用
の

変
化

）
（
空

き
家

の
種

類
別

推
移

）

ピ
ー

ク
(H

5
)時

は
1

,2
1

2
の

市
町

村
で

監
視

区
域

が
指

定

H
1

3
(市

場
開

設
)か

ら
H

2
0
で

約約
22

77
倍倍

こ
れ
ま
で
の
土

地
政

策
の
変

遷

4
-2

0.
0

-1
5.
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0

-5
.00.
0

5.
0
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.0
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.0

20
.0
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.0

30
.0

土
地
政
策
の
変

遷

  全
国
平
均
：
住
宅

全
国
平
均
：
商
業

●
ババ

ブブ
ルル

期期
のの

地地
価価

のの
急急

高高
騰騰

をを
背背

景景
に
平

成
元

年
に
土

地
基

本
法

を
制

定
、
適適

正正
・・
合合

理理
的的

なな
土土

地地
利利

用用
のの

確確
保保

が

目
指

さ
れ

た
が
、
ババ

ブブ
ルル

崩崩
壊壊

後後
のの

地地
価価

低低
迷迷

の
中

、
土

地
政

策
は

土土
地地

のの
有有

効効
利利

用用
のの

推推
進進

へへ
と
転

換
。

●
人

口
減

少
の

本
格

化
に
伴

い
所

有
者

不
明

土
地

を
は

じ
め
と
す
る
課

題
が

顕
在

化
、
土土

地地
のの

適適
切切

なな
利利

用用
・・
管管

理理
がが

求求
めめ
らら
れれ

るる
。

(
％

)

土土
地地

基基
本本
法法
制制
定定

((HH
元元

))

ババ
ブブ
ルル

崩崩
壊壊

(年年
)

【【
公公

示示
地地

価価
（（
住住

宅宅
地地

・・
商商

業業
地地

））
のの

対対
前前

年年
変変

動動
率率

のの
推推

移移
】】

所所
有有

者者
不不
明明

土土
地地

法法
制制

定定
((HH

33
00
))

地
価

の
高

騰

投投
機機

的的
取取

引引
のの

抑抑
制制

バ
ブ
ル

の
崩

壊
後

の
地

価
低

迷

土土
地地

のの
有有

効効
利利

用用
のの

推推
進進

所
有

者
不

明
土

地
問

題
等

の
顕

在
化

人
口

減
少

の
本

格
化

相
続

の
大

量
発

生

所所
有有

権権
保保

護護
へへ

のの
偏偏

重重
かか

らら
脱脱

却却
土土

地地
のの

適適
切切

なな
利利

用用
・・
管管

理理
へへ

土土
地地

基基
本本
法法
改改

正正

土土
地地

基基
本本
方方
針針

策策
定定

((RR
２２

))

土土
地地

基基
本本
方方
針針
変変
更更

((RR
３３

))

総総
合合

土土
地地

政政
策策
推推

進進
要要

綱綱
((HH

33
))

新新
総総

合合
土土

地地
政政

策策
推推
進進

要要
綱綱

((HH
９９

))

土土
地地

政政
策策

のの
再再
構構

築築
((HH

11
77
))

（（
国国
土土

審審
議議

会会
土土
地地

政政
策策
分分

科科
会会
企企

画画
部部
会会

））

土土
地地

政政
策策

のの
新新
たた
なな
方方

向向
性性

22
00
11
66
((HH

22
88
))

（（
国国

土土
審審
議議

会会
土土
地地
政政

策策
分分

科科
会会
企企

画画
部部
会会

））

土土
地地

政政
策策

のの
中中

長長
期期

ビビ
ジジ
ョョ
ンン

((HH
22
11
))

（（
国国

土土
審審
議議

会会
土土
地地
政政

策策
分分

科科
会会
企企

画画
部部
会会

））

東東
日日

本本
大大
震震
災災
発発
生生

((HH
2233

))

所所
有有

者者
不不
明明
土土
地地

法法
改改
正正

((RR
４４

))

3

目
次

•
こ
れ
ま
で
の

土
地

政
策

と
所

有
者

不
明

土
地

に
つ
い
て

•
所
有
者
不

明
土

地
対

策
に
つ
い
て

•
所
有
者
不

明
土

地
法

に
つ
い
て

•
民
事
基
本

法
制

の
見

直
し
に
つ
い
て

•
土
地
政
策

推
進

連
携

協
議

会
に
つ
い
て

2

最
近
の
情
勢
に
つ
い
て

～
所
有
者
不
明
土
地

対
策

～

国
土
交
通
省

近
畿
地
方
整
備
局

用
地
部

用
地
企

画
課

令
和
８
年
６
月

1
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所
有
者
不
明
土
地
対

策
の
経

緯

Ｒ ３Ｈ ３ ０ Ｒ ２
土
地
基
本
法

 改
正
（
Ｒ
２
）

・土
地
の
「適
正
な
管
理
」を
土
地
政
策
の
基
本
理
念
とし
て
明
確
化
、土

地
所
有
者
等
の
責
務
を
規
定

等

所
有
者
不
明
土
地
法

 制
定

・地
域
福
利
増
進
事
業
の
創
設
、土

地
収
用
手
続
の
合
理
化
・円
滑
化
、所

有
者
探
索
の
た
め
の
公
的
情
報
の
利
用
等
の
特
例

等

民
事
基
本
法
制
の
見
直
し

・【
民
法
・不
動
産
登
記
法
等

 改
正
】相
続
登
記
の
申
請
義
務
化
／
管
理
不
全
土
地
管
理
制
度
の
創
設

等
・【
相
続
土
地
国
庫
帰
属
法

 制
定
】相
続
土
地
国
庫
帰
属
制
度
の
創
設

※
関
係
法
律
とし
て
、農

業
経
営
基

盤
強
化
促
進
法
等
の
改
正
、森

林
経
営
管
理
法
の
制
定

 も
実
施

Ｈ
３
０
．
１

所
有
者
不
明
土
地
等
対
策
の
推
進
の
た
め
の
関
係
閣
僚
会
議

立
上
げ

＜
官
房
長
官
（
主
宰
）
、総

務
大
臣
、法

務
大
臣
、財

務
大
臣
、農

林
水
産
大
臣
、国

土
交
通
大
臣
、復

興
大
臣
＞

Ｒ ４
所
有
者
不
明
土
地
法

 改
正

・地
域
福
利
増
進
事
業
の
拡
充
（
対
象
事
業
等
）
・管
理
不
全
所
有
者
不
明
土
地
の
管
理
適
正
化
の
措
置

等

Ｒ ５
住
民
基
本
台
帳
法

 改
正

・住
基
ネ
ット
に
よ
る
所
有
者
探
索
に
必
要
な
情
報
の
提
供

等

Ｈ
２
９
．
１

所
有
者
不
明
土
地
問
題
研
究
会
（
座
長
：
増
田
寛
也
氏
）
設
置

＜
H

29
.1

2
最
終
報
告
＞

附
則

第
4条

政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
五
年
を
目
途
と
し

て
、
こ
の
法
律
の
改
正
後
の
規
定
に
つ
い
て
、
そ
の
施
行
の
状
況

等
を
勘
案
し
て
検
討
を
加
え
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、

そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

Ｒ ６
土
地
基
本
方
針
改
定

・限
られ
た
国
土
の
有
効
活
用
や
適
正
な
管
理
を
進
め
る
た
め
、「
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
な
土
地
の
利
用
・管
理
」の
実
現
を
目
標
に
位
置
づ
け

Ｒ 元
表
題
部
所
有
者
不
明
土
地
の
登
記
及
び
管
理
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
制
定

・登
記
官
に
よ
る
所
有
者
等
の
探
索
、特

定
不
能
土
地
に
係
る
財
産
管
理
制
度

等

※
国
土
調
査
法
等
の
改
正
も
実
施

Ｒ ７
マ
ン
シ
ョン
関
係
法

 改
正

・新
た
な
財
産
管
理
制
度
、決

議
要
件
の
緩
和

等
（
マ
ン
シ
ョン
管
理
法
・区
分
所
有
法
・マ
ン
シ
ョン
再
生
法
）

※
森
林
経
営
管
理
法
の
改
正
も
実
施

8

所
有
者
不
明

土
地

対
策

の
背

景
・
問

題
の
所
在

○
相

続
件

数
の

増
加
、
土

地
の

利
用

ニ
ー
ズ
低

下
と
所

有
意

識
の

希
薄

化
が

進
行

し
た
結

果
、
公

簿
情

報
等

を
参

照
し
て
も
所

有
者

が
直

ち
に
判

明
し
な
い
又

は
連

絡
が

つ
か

な
い
所

有
者

不
明

土
地

が
多

数
発

生
。

○
都

市
開

発
や

イ
ン
フ
ラ
整

備
の

際
、
所

有
者

の
探

索
等

に
多

大
な
時

間
・
費

用
・
労

力
を
要

し
、
進

捗
の

遅
れ

や
区

域
変

更
を

余
儀

な
く
さ
れ

る
な
ど
、
円

滑
な
事

業
実

施
に
大

き
な
支

障
。

○
所

有
者

不
明

土
地
は

今
後

も
更

な
る
増

加
が

見
込

ま
れ

、
利

用
の

円
滑

化
と
管

理
の

適
正

化
は

喫
緊

の
課

題
。

◆◆
有有

識識
者者

会会
議議

にに
おお
けけ
るる
指指

摘摘


約
２
割
の
土
地
が

所
有
者
不
明

平
成

28
年
度
地
籍
調

査
（5

63
市
区
町
村
に
お
け
る
計
約

62
万
筆
）
に

お
い
て
登
記
簿
上
の
所
有
者
の
所
在
が
不
明
な
土
地
は
約

20
%

（
地

帯
別

不
明

率
は

、
D

ID
14

.5
%
、
宅

地
17

.4
%
、
農

地
16

.9
%
、
林

地
25

.6
%
）


所
有
者
不
明
土
地
の
面
積
は
、
約

41
0万

ha
と
推
計

（
20

16
年
時
点
）。

そ
の
増
加
防
止
策
が
進
ま
な
い
場
合
、

多
死
・
大
量
相
続

時
代
の
到
来
に
よ
り
、

20
40

年
に
は

約
72

0万
ha

に
増
加

と
推
計
。

そ
れ
ぞ
れ
九
州
（
約

36
7万

ha
）
、
北
海
道
（約

78
0万

ha
）
に
相

当


所
有
者
不
明
土
地
の
経
済
的
損
失
は
、
機
会
損
失
や

管
理
不
全
の
コ
ス
ト
で
単
年
で
約

1,
80

0億
円

/年
（
20

16
年
）
、

20
40

年
ま
で
の
累
積
で
約

6兆
円
に
相
当

（
出

典
）
所

有
者

不
明

土
地

問
題

研
究

会
最

終
報

告
（
H

29
.1

2）

◆◆
公公

共共
事事

業業
等等

にに
おお
けけ
るる
支支

障障
事事

例例

○
道

路
事
業

の
用

地
が

、
明

治
時

代
の

登
記

の
ま
ま
相

続
登

記
さ
れ

て
お
ら
ず
相

続
人

多
数

と
な
り
、
一

部
が

特
定

で
き

な
か

っ
た
た
め
、
取

得
に
多

大
な
時

間
・
労

力
を
要

し
た
。

○
自

治
体
に
広

場
と
し
て
暫

定
利

用
の

意
向

が
あ
る
土

地
の

う
ち
約

8
0
筆

、
地

権
者

約
4
0
名

の
相

続
登

記
が

さ
れ

て
お
ら

ず
、

 所
在

が
不

明
で
あ
る
た
め
調

整
が

で
き
な
い
。

○
台

風
被
害

で
崩

れ
た
急

傾
斜

地
の

対
策

工
事

を
緊

急
に
実

施
す
る
必

要
が

あ
る
が

、
相

続
人

多
数

で
一

部
が

特
定

で
き
な
い
た
め
、
着

手
が

困
難

と
な
っ
て
い
る
。（
道
路
計
画
図
）

7

空
き
家
の
現
状

二二
次次
的的

住住
宅宅

4.
3%

（（
木木

造造
））

1.
6%

（（
非非

木木
造造

））

共共
同同

住住
宅宅

共共
同同

住住
宅宅

そそ
のの
他他

0.
2%

38
38

23
4

26
2

35
2

39
8

44
8

46
0

46
2

47
6

13
1

14
9

18
2

21
2

26
8

31
8

34
9

38
5

9.
4%

9.
8%

11
.5

%

12
.2

%
13

.1
%

13
.5

%
13

.6
%

13
.8

%

0.
0%

2.
0%

4.
0%

6.
0%

8.
0%

10
.0

%

12
.0

%

14
.0

%

30
37

19
88

年年
19

93
年年

42
50

41
41

19
98

年年
20

03
年年

20
08

年年
20

13
年年

10
00 90
0

80
0

70
0

60
0

50
0

40
0

30
0

20
0

10
0 0

20
18

年年
20

23
年年

二
次
的
住
宅

賃
貸
用
又
は
売
却
用
の
空
き
家

賃
貸
・売

却
用
及
び
二
次
的
住
宅
を
除
く
空

き

家

[空
き
家
の
種
類

]
二
次
的
住
宅
：別

荘
及
び
そ
の
他
（た

ま
に
寝
泊
ま
り
す
る
人
が
い
る
住
宅
）

賃
貸
用
又
は
売
却
用
の
空
き
家
：新

築
・中

古
を
問
わ
ず
，
賃
貸
又
は
売
却
の
た
め
に
空
き
家
に
な
っ
て
い
る住

宅
賃
貸
・売

却
用
及
び
二
次
的
住
宅
を
除
く
空
き
家
：上

記
の
他
に
人
が
住
ん
で
い
な
い
住
宅
で
，
例
え
ば
，
転
勤
・入

院
な
ど
の
た
め
居
住
世
帯
が
長
期
に
わ
た
っ
て
不
在
の
住
宅
や
建
て
替
え
な
ど
の
た
め
に
取
り
壊
す
こ
と
に
な
っ
て
い
る
住
宅
な
ど

【
出

典
】
：
住

宅
・
土

地
統

計
調

査
（
総
務
省

）

【【空空
きき
家家
のの
種種
類類
別別
内内
訳訳
】】

【【空空
きき
家家
のの
種種
類類
別別
のの
空空
きき
家家
数数
のの
推推
移移
】】

【
出

典
】令

和
５
年
住

宅
・土

地
統

計
調
査

住
宅

数
概

数
集

計
（
速

報
集

計
）（
総

務
省）

空空
きき
家家
総総
数数

8,
99

5,
20

0戸

(3
83

,0
00

)

39
4

44
8

65
9

57
6

75
7

82
0

84
9

（
万

戸
）

賃賃
貸貸
・・売売

却却
用用
及及
びび

二二
次次
的的
住住
宅宅
をを
除除
くく

空空
きき
家家

42
.8

%
(3

,8
52

,7
00

)
賃賃

貸貸
用用

のの
空空
きき
家家

49
.3

%
(4

,4
32

,6
00

)

売売
却却
用用
のの

空空
きき
家家

3.
6%

(3
27

,0
00

)

一一
戸戸
建建

（（
木木

造造
））

29
.8

%
(2

,6
83

,8
00

)

（ （
非非
木木

造造
））

(1
64

,7
00

)(1
39

,8
00

)
長長
屋屋
建建

1.
5%

(1
35

,4
00

)

一一
戸戸
建建

(7
07

,0
00

)
(2

2,
10

0)

○
住
宅
・土

地
統
計
調
査
に
よ
れ
ば
、
空
き
家
の
総
数
は
、
こ
の
2
0
年
で
約
1
.
4
倍
(
65
9万

戸
→

90
0万

戸
)に

増
加
。

○
空

き
家

の
種

類
別

の
内

訳
で
は

、
「
賃

貸
・
売

却
用

及
び
二

次
的

住
宅

を
除

く
空

き
家

(
使

用
目

的
の

な
い
空

き
家
)」

(
3
8
5
万

戸
)が

こ
の
2
0年

で
約
1
.8
倍
に
増
加
。

○
「使

用
目
的
の
な
い
空
き
家
」は

、
「一

戸
建
(木

造
)」
(2

6
8
万
戸
)が

最
も
多
い
。

90
0

6

空
き
地
及
び
低

利
用

地
面

積
の
推

移

5

○
法
人
・
世
帯

が
所

有
す
る
宅

地
な
ど
の

空
き
地

及
び
低

利
用

地
面

積
の

推
移

法
人
・
世
帯
が
所
有

す
る
宅
地
な
ど
の
空
き
地
及
び
低
利
用
地
面
積

は
、
平

成
５
年

に
は

約
19

万
ha

で
あ
っ
た
も
の

が
、
令
和
５
年
に
は

約
27

万
ha

に
増
加
し
て
い
る
。
（
国
土
交
通
省
「
土
地

基
本

調
査

」
）

56

講演会・講習会・研修会の報告

近畿支部報  Vol.86



「
所
有
者
不
明
土
地

」
と
は

所
有
者
不
明
土
地
法
で
は
、
「
相

当
な
努

力
が

払
わ

れ
た
と
認
め
ら
れ

る
も
の

と
し
て
政政
令令

でで
定定
めめ
るる
方方
法法

にに
よよ
りり
探探

索索
をを
行行

っっ
てて
もも
なな
おお

そそ
のの

所所
有有
者者

のの
全全
部部

又又
はは
一一
部部

をを
確確
知知
すす
るる
ここ
とと
がが
でで
きき
なな
いい
一一

筆筆
のの
土土
地地

」」と
定
義

。
【【法法

第第
２２
条条

第第
１１
項項
】】


相

当
な
努

力
が

払
わ

れ
た
と
認

め
ら
れ

る
方

法
は

、
土土

地地
所所

有有
者者

確確
知知

必必
要要

情情
報報

（
※

１
）
をを
取取

得得
すす
るる
たた
めめ
にに
①①

～～
④④

のの
全全

てて
のの

措措
置置

をを
とと
るる
方方
法法
と
す
る
。
【【
政政

令令
第第

１１
条条
】】

①
土
地
の
登登

記記
事事
項項
証証

明明
書書
のの
交交

付付
をを
請請

求求
す
る
こ
と
。

②
当 当
該該

土土
地地
のの
占占

有有
者者

そそ
のの

他他
のの
土土

地地
所所
有有

者者
確確
知知

必必
要要

情情
報報
をを
保保
有有

すす
るる
とと
思思

料料
ささ
れれ

るる
者者

（※
２
）
にに
対対
しし
、、
当当
該該

情情
報報

のの
提提

供供
をを
求求
めめ
るる
こ
と
。

③
土

地
の

所
有

者
と
思

料
さ
れ

る
者

が
記

録
さ
れ

て
い
る
住住

民民
基基

本本
台台

帳帳
そそ
のの

他他
のの

書書
類類

（
※

３
）
をを
備備

ええ
てて
いい
るる
とと
思思

料料
ささ
れれ

るる
市市

町町
村村
長長
又又
はは

登登
記記
所所

のの
登登
記記
官官

にに
対対
しし
、、
当当

該該
情情
報報

のの
提提
供供
をを
求求

めめ
るる
こ
と
。

④
所
有
者
と
思
料
さ
れ

る
者

に
対

し
、
書 書
面面
のの
送送
付付
そそ
のの
他他
のの
土土
地地
のの
所所
有有
者者
をを
特特
定定
すす
るる
たた
めめ
のの
措措
置置
（※

４
）を

と
る
こ
と
。

※
１

土
地
の
所
有
者
と
思
料
さ
れ
る
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
又
は
居
所
そ
の
他
の
土
地
の
所
有
者
を
確
知
す
る
た
め
に
必
要
な
情
報
【【政政

令令
第第
１１
条条
】】

※
２

土
地
の
所
有
権
以
外
の
権
利
者
、
固
定
資
産
課
税
台
帳
・地

籍
調
査
票
等
を
備
え
る
と
思
料
さ
れ
る
市
町
村
長
等
、
親
族
、
在
外
公
館
の
長
等
【【省省

令令
第第
１１
条条
】】

※
３

戸
籍
簿
又
は
除
籍
簿
、
戸
籍
の
附
票
等
【【
省省

令令
第第

２２
条条

】】
※
４

書
面
の
送
付
又
は
訪
問
の
い
ず
れ
か
【【
省省

令令
第第

３３
条条
】】

所所
有有

者者
不不

明明
土土

地地

所
有

者
不

明
土

地
の

う
ち
、
「
現現

にに
建建

築築
物物

（
簡

易
な
構

造
の

小
規

模
建

築
物

（
※

５
）
を
除

く
。
）
がが

存存
せせ

ずず
、、
かか

つつ
、、
業業

務務
のの

用用
そそ
のの
他他
のの
特特
別別
のの
用用
途途
にに
供供
ささ
れれ
てて
いい
なな
いい
土土
地地

」と
定
義

。
【【
法法
第第
２２
条条
第第
２２
項項
】】

※
５

物
置
、
作
業
小
屋
又

は
こ
れ

ら
に
類

す
る
も
の

で
あ
っ
て
、
階

数
が

１
（
平

屋
建

て
）
で
、
床

面
積

が
2
0
平

方
メ
ー
ト
ル

未
満

の
建
築
物
【【
政政
令令
第第
２２
条条
第第

１１
項項
、、
第第

２２
項項
】】

特特
定定

所所
有有

者者
不不

明明
土土

地地
（（
複複

雑雑
なな
補補

償償
金金

のの
算算
定定

をを
要要

しし
なな
いい
土土
地地

））

地
域
福
利
増
進
事
業
、
土
地
収
用
法

の
特

例
の
対
象

12

所
有
者
不
明
土
地

の
利

用
の
円

滑
化

等
に
関

す
る
特
別

措
置

法

３３
．．
所所

有有
者者

のの
探

索
を
合

理
化

すす
るる
仕仕

組組
みみ

所
有
者
探
索
の
範
囲
を
合

理
化
・
明
確
化

固
定
資
産
課
税
台
帳
な
ど
を
利
用
可

地
域
住
民
等
の
た
め
の
事
業

（
事
業

主
体
は

限
定
な
し
）
に
つ
い
て

都
道
府

県
知
事
が
公
益
性
等
を
確
認

都
道
府
県
知
事
が

所
有
者
不
明
土
地
の
使
用
権
設
定
を
裁
定

上
限

1
0
年

/
一
部
事
業

20
年

（
期

間
は

延
長

可
能

・
満

了
後
は

土
地
を
原

状
回
復

）

地地
域域

福福
利利
増増
進進
事事
業業
のの
実実
施施

公
共
事
業

に
つ
い
て
国
・都

道
府
県
知
事
が
事
業
認
定

都
道
府
県
知
事

が
所
有
者
不
明
土
地
の
収
用
を
裁
定

※
 対

象
事

業
は

法
律

で
限
定

列
挙

土土
地地

収収
用用
法法
のの
特特
例例

管管
理理

適適
正正
化化
のの
代代
執執
行行

管
理

不
全
の
所
有
者
不
明
土
地
に
つ
い
て

市
町

村
長
が
確
知
所
有
者
に
勧
告
・
命
令

確
知
所
有
者
が
い
な
い
場
合
、

権
限
上
実
施
で
き
な
い
場
合
等
は

市
町
村
長
が
代
執
行

再
エ
ネ
発
電
設
備

ポ
ケ
ッ
ト
パ

ー
ク
（
公

園
）

（
出
典
）
杉
並
区

直
売
所
（
購
買
施
設
）

（
出

典
）
農

研
機

構

豪
雨

の
度

に
土

砂
崩

れ
が

多
発

瓦
礫

の
放

置

１１
．．
所所

有有
者者

不不
明明

土土
地地

をを
円

滑
に

利
用

すす
るる
仕仕

組組
みみ

２２
．．
所所

有有
者者

不不
明明

土土
地地

をを
適

正
に

管
理

すす
るる
仕仕

組組
みみ

民民
法法

のの
財財
産産
管管
理理
制制
度度
のの
特特
例例

国
・
地
方
公
共
団
体
が
所
有
者
不
明
土
地
に
つ
い
て

民
法
に
基
づ
く
管
理
命
令
等
を
裁
判
所
に
請
求

裁
判
所
が
所
有
者
不
明
土
地
管
理
人
等
を
選
任

管
理
人
に
よ
る
管
理
を
実
施

（
裁
判
所
の
許
可
が
あ
れ
ば
売
却
も
可
）

※
 利

害
関
係
に
か
か
わ
ら
ず
請
求
が
可
能
（
特
例
）

対
象

：
所

有
者
不
明
土
地
管
理
制
度
、
管
理
不
全
土
地
管
理
制
度
（一

定
の
場
合
）
、

  所
有
者
不
明
建
物
・
管
理
不
全
建
物
管
理
制
度
（
土
地
と
併
せ
て
請
求
）
、

  相
続
財
産
管
理
制
度
、
不
在
者
財
産
管
理
制
度

所
有

者
不
明
土
地
対
策
に
取
り
組
む
法
人
の
指
定
制
度

（
市
町
村
長
指
定
・
法
人
に
公
的
信
用
力
を
付
与
）

所
有
者
不

明
土
地
対
策
計
画
の
作
成
制
度

（
市

町
村

作
成
・
計

画
に
基
づ
く
事

業
を
国
が

予
算
補

助
）

４４
．．
所所

有有
者者

不不
明明

土土
地地

対対
策策

のの
推

進
体

制
を
強

化
すす
るる
仕仕

組組
みみ

※
所

有
者

不
明

土
地
発
生
抑
制
の
た
め
の
低
未
利
用
土
地
対
策
も
対
象

※
 対

象
事

業
は

法
律

で
限
定

列
挙 な
ど

【【平平
成成

3300
年年
制制
定定
・・令令

和和
４４
年年
改改
正正
】】

公
告

・
縦

覧
（
２
月

）

11

土
地

基
本

方
針

（
令

和
６
年
６
月

1
1
日
閣
議
決
定
）
の
概
要

現
状
・
課
題

（
１
）
人
口
減
少
・
少
子
高
齢
化
、
世
帯
数
の
減
少

（
２
）
東
京
圏
等
へ
の
集
中
・
偏
在
、
ア
フ
タ
ー
コ
ロ
ナ
時
代
の
多
様

な
生
活
様
式
へ
の
転
換
、

D
X、

GX
等
の
進
行

（
３
）
気
候
変
動
の
影
響
等
に
よ
る
災
害
の
激
甚
化
・
頻
発
化

取
組
の
方
向
性
・
目
標

基
本
的
な
考
え
方

○
宅
地
化
を
前
提
と
し
た
土
地
政
策
か
ら
軸
足
を
移
し
、
広
域
的
・
長
期
的
な
視
点
を
も
っ

て
、
限
ら
れ
た
国
土
の
土
地
利
用
転
換
や
そ
の
適
正
管
理
等
を
進
め
る
“「
サ
ス
テ
ナ
ブ
ル

な
土
地
の
利
用
・
管
理
」
の
実
現

”を
目
標
に
施
策
を
総
合
的
に
推
進

○
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
土
地
の
適
正
な
利
用
転
換
や
的
確
な
利
用
・
管
理
、
円
滑
な
流

通
・
取
引
等
を
確
保
す
る
た
め
、
既
存
施
策
の
拡
充
や
新
た
な
施
策
の
導
入

土
地
に
関
す
る
施
策
（
主
な
事
項
等
）

第
１
章

土
地
の
利
用
及
び
管
理
に
関
す
る
計
画
の
策
定
等
並
び
に
適
正
な
土
地

の
利
用
及
び
管
理
の
確
保
を
図
る
た
め
の
措
置
に
関
す
る
基
本
的
事
項

第
２
章

土
地
の
取
引
に
関
す
る
措
置
に
関
す
る
基
本
的
事
項

第
３
章

土
地
に
関
す
る
調
査
、
情
報
提
供
等
に
関
す
る
基
本
的
事
項

第
４
章

土
地
に
関
す
る
施
策
の
総
合
的
な
推
進
を
図
る
た
め
に
必
要
な
事
項

１
．
低
未
利
用
土
地
、
所
有
者
不
明
土
地
等
へ
の
対
応
に
関
す
る
措
置

➢
非
宅
地
化
を
含
む
土
地
の
有
効
利
用
へ
の
円
滑
な
転
換
、
継
続
的
な
管
理
を
確
保
す
る

た
め
の
新
た
な
枠
組
の
構
築

➢
 空
き
家
・
空
き
地
対
策
と
の
一
体
的
推
進

➢
 低
未
利
用
地
の
活
用
の
た
め
の
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
支
援
等
を
推
進

➢
 所
有
者
不
明
土
地
法
に
基
づ
く
制
度
の
活
用
促
進

２
．
土
地
の
状
況
に
応
じ
た
土
地
の
有
効
利
用
及
び
適
正
管
理
に
関
す
る
措
置

➢
 災
害
発
生
に
備
え
た
事
前
復
興
ま
ち
づ
く
り
計
画
の
策
定
促
進

➢
 グ
リ
ー
ン
イ
ン
フ
ラ
等
の
総
合
的
・
体
系
的
な
推
進

➢
 不
適
切
な
土
地
利
用
等
を
防
ぎ
生
活
環
境
保
全
、
災
害
防
止
等
を
図
る
方
策
の
検
討

➢
 重
要
土
地
等
調
査
法
に
基
づ
く
土
地
等
利
用
状
況
調
査
等
の
着
実
な
実
施

３
．
地
域
の
特
性
に
応
じ
た
適
正
な
土
地
の
利
用
及
び
管
理
に
関
す
る
措
置

➢
 コ
ン
パ
ク
ト
・
プ
ラ
ス
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
推
進

 ➢
 「
ま
ち
づ
く
り

GX
」
の
推
進

➢
 地
域
の
価
値
向
上
と
土
地
の
適
正
利
用
に
資
す
る
エ
リ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
活
動
の
推
進

➢
 優
良
農
地
の
確
保
と
有
効
活
用

 ➢
森
林
の
適
正
な
利
用
及
び
管
理

➢
 土
地
利
用
転
換
や
関
連
都
市
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
に
よ
る
産
業
立
地
の
促
進

➢
 地
域
の
活
性
化
や
持
続
可
能
性
を
高
め
る
適
正
な
土
地
利
用
の
推
進

１
．
不
動
産
市
場
の
環
境
整
備
に
よ
る
活
性
化
・
流
動
性
の
確
保

➢
 空
き
家
・
空
き
地
バ
ン
ク
の
活
用
等
に
よ
る
需
給
マ
ッ
チ
ン
グ
の
推
進

２
．
国
土
利
用
計
画
法
に
基
づ
く
土
地
取
引
規
制
制
度
の
適
切
な
運
用

１
．
多
様
な
主
体
間
の
連
携
協
力
（
国
・
地
方
公
共
団
体
、
専
門
家
等
）

➢
 土
地
政
策
推
進
連
携
協
議
会
の
活
用
等
に
よ
る
関
連
分
野
の
専
門
家
等
と
地
方
公
共
団
体
、

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・

N
PO
等
と
関
係
行
政
機
関
と
の
連
携
体
制
の
構
築

２
．
多
様
な
活
動
を
支
え
る
人
材
・
担
い
手
の
育
成
・
確
保
、
必
要
な
資
金
の
確
保

➢
 必
要
な
資
金
の
確
保
や
所
有
者
不
明
土
地
利
用
円
滑
化
等
指
定
法
人
制
度
の
活
用
に
よ
り
、

土
地
の
適
正
な
利
用
・
管
理
に
向
け
た
マ
ッ
チ
ン
グ
・
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
、
土
地
所
有
者

等
 に
代
わ
る
管
理
等
の
機
能
を
担
う
団
体
に
よ
る
取
組
の
推
進

➢
 産
官
学
に
お
け
る
土
地
・
不
動
産
の
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
人
材
の
確
保
・
育
成

３
．
土
地
に
関
す
る
基
本
理
念
の
普
及
等

４
．

PD
CA
サ
イ
ク
ル
に
よ
る
適
時
の
見
直
し

１
．
土
地
に
関
す
る
調
査
の
実
施
と
不
動
産
登
記
情
報
の
最
新
化

➢
 地
籍
調
査
の
現
地
調
査
手
続
の
円
滑
化
、
調
査
困
難
な
都
市
部
・
山
村
部
で
の
調
査
推
進

➢
 都
市
部
の
地
図
混
乱
地
域
に
お
け
る
法
務
局
地
図
作
成
事
業
の
計
画
的
な
実
施

２
．
不
動
産
市
場
情
報
の
整
備
の
推
進

➢
 地
価
や
不
動
産
取
引
価
格
情
報
な
ど
、
市
場
動
向
を
的
確
に
把
握
す
る
情
報
の
整
備
と
提
供

３
．
土
地
に
関
す
る
多
様
な
情
報
の
提
供

➢
 多
様
な
オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
を
同
じ
地
図
に
表
示
で
き
る
不
動
産
情
報
ラ
イ
ブ
ラ
リ
の
活
用

４
．

D
Xの

推
進
に
よ
る
土
地
政
策
の
基
盤
強
化

➢
 地
理
空
間
情
報
を
活
用
し
た
「
建
築
・
都
市
の

D
X」

の
推
進

等 等

等 等
10

土
地
基
本
法
（
平

成
元

年
法

律
第

８
４
号

）

①
土

地
・
不

動
産

の
有

効
活

用
（
既

に
利

用
さ
れ

て
い
る
も
の

の
最

適
活

用
、
低

未
利
用

の
も
の

の
創
造

的
活
用

）

②
防

災
・
減

災
、
地

域
へ

の
外

部
不

経
済

の
発

生
防

止
・
解

消
（
所

有
者

不
明

土
地

対
策

、
管

理
不

全
土

地
対

策
等

）

○
土

地
の

適
正

な
「
利

用
」
「
取

引
」
と
と
も
に
適

正
な

 「
管

理
」
を
確

保

○
土

地
所

有
者

等
の

責
務
を
明

確
化

（
登
記
等
権
利
関
係
の
明
確
化
、
境
界
の
明
確
化

に
関
す
る
規
定
を
追
加
）

課
題
：
人
口
減
少
下
で
の
地
域
の
活
性
化
、
持
続
可
能
性
の
確
保

○
「
基

本
的

施
策

」
の

具
体

的
な
方

向
性

を
明

示

・
低

未
利

用
土

地
を
含

め
土

地
の

需
要

喚
起

と
取

引
の

マ
ッ
チ
ン
グ
、
有

効
利
用

の
誘
導
、

管
理

不
全

土
地

対
策

の
促

進
等

を
図

る
取

組
の

推
進

・
既

存
ス
ト
ッ
ク
等

の
円

滑
な
取

引
に
資

す
る
不

動
産

市
場
整

備
の
推

進
・
地

籍
調

査
の

円
滑

化
・
迅

速
化

、
不

動
産

情
報

の
充

実
・
最
新

化
等

を
図

る
取

組
を
通
じ
た
情

報
基
盤

の
整
備

目目
的的

基基
本本

理理
念念

・・
責責

務務

基基
本本

的的
施施

策策

土土
地地

基基
本本

方方
針針

等

バ
ブ
ル

期
の

地
価

高
騰

に
よ
る
社

会
問

題
を
背

景
に
、
投

機
的

取
引

の
抑

制
な
ど
地

価
対

策
を
主

眼
に
制

定
⇒
人

口
減

少
社

会
に
対

応
し
、
土

地
の

適
正

な
「
利

用
」
「
管

理
」
の

確
保

の
観

点
か

ら
土

地
政

策
を
再

構
築

（
令

和
２
年

改
正

）
法

全
般

（
「
目

的
」
「
基
本

理
念

」
「
責

務
」
「
基

本
的

施
策

」
）
で
、
周

辺
に
悪

影
響

を
与

え
な
い
よ
う
「
管

理
」
の

重
要

性
等

を
明

確
化

○
土

地
の

適
正

な
「
利

用
」
及

び
「
管

理
」
を
確

保
す
る
観

点
か

ら
「
基

本
的

施
策

」
を
見

直
し

（
低
未
利
用
土
地
対
策
、
所
有
者
不
明
土
地
対
策
に
関
す
る
規
定
を
追
加

）
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申
請
が

相
当
で
な
い
と

認
め
る
と
き

○
土土

地地
収収
用用
法法
のの
事事
業業
のの
認認
定定
をを
受受

けけ
たた
収収
用用

適適
格格
事事
業業

にに
つつ
いい
てて
、
そ
の

起
業
地

内
に
あ
る
特
定

所
有
者

不
明
土

地
を
収
用

等
し
よ
う
と
す

る
と
き
は
、
都都

道道
府府
県県
知知
事事
にに
対対
しし
、、
特特

定定
所所
有有

者者
不不

明明
土土
地地

のの
収収
用用
等等

にに
つつ
いい
てて
のの
裁裁

定定
をを
申申

請請
すす
るる
ここ
とと
がが
でで
きき
るる
。

（
収
用
委
員
会
に
よ
る
権
利
取
得

裁
決
・
明
渡

裁
決
を
都

道
府
県

に
よ
る
裁

定
に
一

本
化

す
る
と
と
も
に
、
審

理
手

続
を
省
略

）
○

都
道
府
県
知
事
に
よ
る
公
告
・縦

覧
の

結
果
、
土

地
所
有

者
等
か

ら
申
出

が
あ
っ
た
場

合
等

に
は
、
特

例
制
度

に
よ
る
手

続
は
却

下
さ
れ

、
必
要
に
応
じ
土
地
収
用
法
に
基
づ
く
裁
決

手
続
を
行

う
こ
と
と
な
る
。

○
都
市
計
画
法
の
認
可
等
を
受
け
た
都

市
計

画
事
業

に
つ
い
て
も
、
同

様
に
所

有
者

不
明
土

地
法
の

裁
定
手

続
が
可

能
。

所所
有有

者者
不不
明明
土土
地地
法法
のの

裁裁
定定

手手
続続

事 業 認 定 の 申 請

申 請 書 の 公 告 ・ 縦 覧

事事 業業 認認 定定 のの 告告 示示

収 用 委 員 会 へ の

権 利 取 得 裁 決 の 申 請

申 請 書 の 公 告 ・ 縦 覧

裁 決 手 続 開 始 の 決 定

審 理

補 償 金 の 支 払 等

権権 利利 取取 得得 裁裁 決決

収 用 委 員 会 へ の

明 渡 裁 決 の 申 請

審 理

明明 渡渡 裁裁 決決

地 権 者 と の 任 意 交 渉

事 業 実 施

土土
地地

収収
用用
法法
のの
事事
業業
認認
定定
手手
続続

土土
地地

収収
用用
法法
のの

裁裁
決決
手手
続続

都 道 府 県 知 事 へ の

裁 定 の 申 請

補 償 金 の 供 託

申 請 が 相 当

で あ る と

認 め る と き

土 地 所 有 者 等 か ら

異 議 申 出 が あ っ た

と き 等 以 外 の と き

起起
業業

地地
内内
にに
ああ
るる

特特
定定

所所
有有
者者

不不
明明
土土
地地

をを
収収

用用
等等

すす
るる
場場

合合

補 償 金 の 支 払 等

裁
定

申
請

が
あ
っ
た
旨

等
の

公
告

・

事
業

計
画

書
等

の
縦

覧
（
２
週

間
）

裁
定

手
続

開
始

の
決

定
裁裁 定定

収
用

委
員

会
の

意
見

聴
取

裁
定
申
請
の
却
下

土
地
所
有
者
等
か
ら

異
議
申
出
が
あ
っ
た
と
き
等

土
地
収
用
法
の
特

例

16

地
域
福
利
増
進
事

業
の
対

象
事

業

○
地
域
福
利
増
進
事
業
と
は
、
以
下
に
掲
げ
る
事
業
で
あ
っ
て
、
地地
域域
住住
民民
そそ
のの
他他

のの
者者
のの
共共
同同
のの
福福
祉祉
又又

はは
利利
便便
のの
増増
進進
をを
図図
るる
たた
めめ
にに
行行

わわ
れれ

るる
も
の
。
【

法
第

２
条

第
３

項
・

政
令

第
６

条
】

(1
) 
道
路
法
に
よ
る
道道

路路
、
駐

車
場

法
に
よ
る
路路

外外
駐駐

車車
場場

そ
の

他
一 一

般般
交交

通通
のの

用用
にに
供供
すす
るる
施施

設設
の

整
備

(2
) 
学
校
教
育
法
に
よ
る
学 学

校校
又

は
ここ
れれ

にに
準準

ずず
るる
そそ
のの

他他
のの
教教

育育
のの

たた
めめ
のの

施施
設設

の
整

備
(3

) 
社
会
教
育
法
に
よ
る
公 公

民民
館館

又
は

図
書

館
法

に
よ
る
図図

書書
館館

の
整
備

(4
) 
社
会
福
祉
法
に
よ
る
社 社

会会
福福

祉祉
事事

業業
のの

用用
にに
供供

すす
るる
施施

設設
の

整
備

(5
) 
病病

院院
、
療療

養養
所所

、
診診
療療
所所

又
は

助助
産産

所所
の

整
備

(6
) 
公 公

園園
、
緑緑

地地
、
広広

場場
又

は
運運

動動
場場

の
整

備
(7

) 
被 被

災災
者者

のの
居居

住住
のの
用用

にに
供供

すす
るる
住住

宅宅
の

整
備

で
、
災

害
救

助
法

が
適
用
さ
れ
た
市
町
村

の
区

域
内

に
お
い
て
行

わ
れ

る
も
の

(8
) 
購購

買買
施施

設設
、、
教教

養養
文文

化化
施施

設設
そそ
のの

他他
のの

施施
設設

でで
地地
域域

住住
民民
そそ

のの
他他

のの
者者

のの
共共
同同

のの
福福

祉祉
又又

はは
利利

便便
のの

増増
進進

にに
資資

すす
るる
もも
のの

（
政
令
規
定
）
の
整
備
で
以

下
に
掲

げ
る
区

域
内

に
お
い
て
行

わ
れ
る
も
の

・
災
害
救
助
法
が
適
用

さ
れ

た
市

町
村

の
区

域
・

そ
の
周
辺
の
地
域

に
お
い
て
当

該
施

設
と
同

種
の

施
設

が
著

し
く
不
足
し
て
い
る
区

域
(9

) 
備 備

蓄蓄
倉倉

庫庫
、、
非非

常常
用用
電電

気気
等等
供供

給給
施施
設設

そ
の

他
の

災災
害害
対対

策策
のの

実実
施施

のの
用用

にに
供供

すす
るる
施施
設設

（
政

令
規

定
）
の

整
備

(1
0
)再 再

生生
可可

能能
エエ
ネネ
ルル

ギギ
ーー
発発
電電

設設
備備

の
う
ち
一

定
の

要
件

（
政

令
規
定
）
に
適
合
す
る
も
の
の

整
備

(1
1
)土 土

地地
収収

用用
法法

第第
３３
条条
各各

号号
にに
掲掲
げげ
るる
もも
のの

（（
収収

用用
適適
格格

事事
業業

））
のの

うう
ちち
地地

域域
住住

民民
そそ
のの

他他
のの

者者
のの
共共

同同
のの

福福
祉祉
又又

はは
利利

便便
のの

増増
進進

にに
資資

すす
るる
もも
のの

とと
しし
てて
政政
令令

でで
定定

めめ
るる
もも
のの

の
整

備
(1

2
)  

((11
))～～

((11
11
))にに

掲掲
げげ
るる
事事

業業
のの

たた
めめ
にに
欠欠

くく
ここ
とと
がが

でで
きき
なな
いい
通通

路路
、、
材材

料料
置置
場場

そそ
のの

他他
のの

施施
設設

の
整

備

①
国

、
地

方
公

共
団
体
又
は
土
地
改
良
区
（
土
地
改
良
区
連
合
を
含
む
。
次
号
に
お
い
て

同
じ
。
）
が

設
置

す
る
用用

水水
路路

、
排排

水水
路路

又
は
かか
んん
がが

いい
用用
のの

たた
めめ
池池

②
国

、
都

道
府

県
又
は
土
地
改
良
区
が
土
地
改
良
法
に
よ
る
土
地
改
良
事
業
の
施
行
に

伴
い
設

置
す
る
用用

排排
水水

機機
又
は
地地

下下
水水

源源
のの

利利
用用
にに
関関
すす
るる
設設
備備

③
鉄

道
事

業
法

に
よ
る
鉄
道
事
業
者
又
は
索
道
事
業
者
が
そ
の
鉄鉄

道道
事事

業業
又
は
索索

道道
事事

業業
でで
一一

般般
のの

需需
要要
にに
応応

ずず
るる
もも
のの
のの

用用
にに
供供

すす
るる
施施
設設

④
独

立
行

政
法

人
鉄

道
建
設
・
運
輸
施
設
整
備
支
援
機
構
が
設
置
す
る
鉄鉄

道道
又
は
軌軌

道道
のの

用用
にに
供供

すす
るる
施施
設設

⑤
軌

道
法

に
よ
る
軌軌

道道
又
は
同同

法法
がが

準準
用用
ささ
れれ

るる
無無
軌軌

条条
電電
車車

のの
用用

にに
供供
すす
るる
施施

設設
⑥

道
路

運
送

法
に
よ
る
一一

般般
乗乗

合合
旅旅

客客
自自
動動

車車
運運

送送
事事
業業

（
路
線
を
定
め
て
定
期
に
運
行

す
る
自

動
車

に
よ
り
乗
合
旅
客
の
運
送
を
行
う
も
の
に
限
る
。
）
又
は
貨
物
自
動
車
運
送

事
業

法
に
よ
る
一一

般般
貨貨

物物
自自

動動
車車
運運

送送
事事
業業

（
特
別
積
合
せ
貨
物
運
送
を
す
る
も
の
に

限
る
。
）
のの

用用
にに
供供

すす
るる
施施
設設

⑦
港

湾
法

に
よ
る
港港

湾湾
施施

設設
又
は
漁
港
漁
場
整
備
法
に
よ
る
漁漁

港港
施施

設設
⑧

日
本

郵
便

株
式

会
社
が
日日

本本
郵郵

便便
株株
式式

会会
社社

法法
第第
四四

条条
第第

一一
項項
第第

一一
号号

にに
掲掲
げげ
るる
業業

務務
のの

用用
にに
供供

すす
るる
施施

設設
⑨

電
気

通
信

事
業

法
に
よ
る
認
定
電
気
通
信
事
業
者
が
そ
の
認認

定定
電電

気気
通通

信信
事事
業業
のの
用用

にに
供供

すす
るる
施施

設設
（
同
法
の
規
定
に
よ
り
土
地
等
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
を
除
く
。
）

⑩
電

気
事

業
法

に
よ
る
一
般
送
配
電
事
業
、
送
電
事
業
、
配
電
事
業
、
特
定
送
配
電
事
業

又
は

発
電

事
業

の
用
に
供
す
る
電電

気気
工工

作作
物物

⑪
ガ
ス
事

業
法

に
よ
る
ガガ
スス
工工

作作
物物

⑫
水

道
法

に
よ
る
水水

道道
事事

業業
若
し
く
は
水水

道道
用用

水水
供供
給給
事事
業業

、
工
業
用
水
道
事
業
法
に
よ

る
工工

業業
用用

水水
道道
事事

業業
又
は
下
水
道
法
に
よ
る
公公

共共
下下

水水
道道
、
流流

域域
下下

水水
道道

若
し
く
は
都都

市市
下下

水水
路路

のの
用用

にに
供供

すす
るる
施施
設設

⑬
市

町
村

が
消

防
法

に
よ
り
設
置
す
る
消消

防防
のの

用用
にに
供供
すす
るる
施施

設設
⑭

都
道

府
県

又
は

水
防
法
に
よ
る
水
防
管
理
団
体
が
水水

防防
のの

用用
にに
供供
すす
るる
施施

設設
⑮

国
又

は
地

方
公

共
団
体
が
設
置
す
る
庁庁

舎舎
⑯

独
立

行
政

法
人

水
資
源
機
構
が
設
置
す
る
独
立
行
政
法
人
水
資
源
機
構
法
に
よ
る
水水

資資
源源

開開
発発

施施
設設

又
は
愛愛

知知
豊豊

川川
用用
水水

施施
設設

政
令
で
定
め
て
い
る
も
の
（
政
令
第
６
条
）

法
律
で
定
め
て
い
る
事
業
（法

第
２
条
第
３
項
）

下
線
・
・
・
土
地
等
使
用
権

の
上

限
が

20
年

の
事

業
（
仮

設
施

設
の

場
合

を
除

く
。
ま
た
、
（
１
）
・
（
６
）
は

同
種
施

設
が
周

辺
に
不

足
し
て
い
る
場
合
に
限
る
。
）
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地
域

福
利

増
進

事
業
の
概
要

公公
告告

・・
縦縦
覧覧
（（２２

月月
））

都都
道道

府府
県県
知知
事事
のの

裁裁
定定

（
フ
ロ
ー
全
体
を
通
じ
て
）

民民
間間

事事
業業

者者
にに
対対
すす
るる
地地

方方
公公

共共
団団

体体
かか

らら
のの
援援

助助
○
相
談
に
応
じ
、
地
方
公
共
団
体
が
助
言

○
所
有
者
探
索
や
補
償
額
の
見
積
り
等
に
つ
い
て
専
門

家
を
斡

旋

使使
用用

権権
設設
定定
手手
続続

都都
道道

府府
県県
知知
事事
にに
裁裁
定定
をを
申申
請請

・
不
明
者
が
名
乗
り
出
な
い
、
確

知
所
有

者
の
反

対
が
な
い

・
所
有
者
を
探
索

・
現
に
利
用
さ
れ
て
お
ら
ず
、
建

築
物

（簡
易

な
も
の
・
劣
化
に

よ
り
利
用
困
難
な
も
の
を
除
く
）
が
存

在
し
な
い

・
市
区
町
村
長
の
意
見
を
聴
取

・
事
業
の
公
益
性
、
事
業
者
の
適

格
性

を
確

認

・
上上

限限
10

年年
間間
（（又又

はは
20

年年
間間
））
のの
使使

用用
権権
を
設

定

・
物
件
に
つ
い
て
は
所
有
権
又
は

使
用
権

を
設

定
（
所
有
権
を
取
得
し
た
事事
業業

者者
がが
物物

件件
をを
除除
却却
可
能
）

・
補補

償償
額額
をを
裁裁
定定
。
不不
明明
所所
有有
者者

分分
はは
供供
託託

・
期期

間間
中中
はは
所所
有有
者者
がが

現現
れれ
てて
もも
事事

業業
をを
継継

続続

・
期
間
終
了
後
に
所
有
者
が
明
渡

し
を
求
め
た
場

合
に
は

原
状
回
復
。
異
議
が
な
い
場

合
は
延

長
可
能

（
出
典
）
杉
並
区

・
 ポ

ケ
ッ
ト
パ
ー
ク
（
公
園
）

（
出
典
）
神
戸
市
H
P

・
 ま

ち
な
か
防
災
空
き
地

近
隣
の
空
き
地

仮
設
園
舎

保
育
園

（
建
て
替
え
中
）

・
保
育
園
の
建
て
替
え
に
伴
う
仮
設
園
舎

・
 直

売
所
（
購
買
施
設
）

（
出
典
）
福
井
市

・
 イ

ベ
ン
ト
ス
ペ
ー
ス
（
広
場
）

（
出

典
）
農

研
機
構

、
広
島

県

・
 恒

久
的

な
利

用
が

一
般

的
で
あ

る

公
共

事
業

の
類

型
で
あ
っ
て
、
一

時
的

な
土

地
利

用
が

考
え
ら
れ

る
も
の

（
例

：
仮

設
道

路
、
仮

設
園
舎

等
）

地
域

住
民

等
の

共
同
の

福
祉

又
は

利
便

の
増

進
に
資

す
る
事

業
で
、

土
地

の
原

状
回

復
が

可
能

な
も
の
を
規

定

○
地地

域域
住住
民民
そそ
のの
他他
のの

者者
のの
共共
同同
のの

福福
祉祉
又又
はは

利利
便便

のの
増増
進進

をを
図図
るる
た
め
に
行

わ
れ

る
事

業
（
事
業

主
体
は

限
定
さ
れ

な
い
）
に
つ
い
て
、
都

道
府
県
知
事
の
裁
定
に
よ
り
、
上上
限限

10
年年
間間
又又
はは

20
年年

間間
※※
のの

土土
地地

使使
用用
権権
を
設
定
。
【
法
第
３
章
第
１
節
】

対対
象象

事事
業業

例例
（（
事事
業業
主主
体体
はは

限限
定定
ささ
れれ
なな
いい
））

・
 備

蓄
倉
庫
（
災
害
対
策
施
設
）

・
 再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
設
備

※
土
地
等
使
用
権
の
上
限
は

1
0
年

※
 同

種
購
買
施
設
が
周
辺
に

著
し
く
不
足
し
て
い
る
等
の
場
合

※
政
令
で
要
件
を
規
定

※
購

買
施

設
、
教

養
文

化
施

設
、
災

害
対

策
施

設
、
再

生
可

能
エ
ネ
ル

ギ
ー
発

電
設

備
、

（
同

種
施

設
が

周
辺

に
お
い
て
不

足
し
て
い
る
場

合
の

）
路

上
駐

車
場

等
、
公

園
・
広

場
等

は
上上

限限
22
00
年年

14

所
有
者
不
明
土
地

の
利

用
の
円

滑
化

等
に
関

す
る
特
別

措
置

法
①

【【平平
成成

3300
年年
制制
定定
・・令令

和和
４４
年年
改改
正正
】】

 

１１
．．
所所

有有
者者

不不
明明

土土
地地

をを
円

滑
に

利
用

すす
るる
仕仕

組組
みみ

地
域
住
民
等
の
た
め
の
事
業

（
事
業

主
体
は

限
定
な
し
）
に
つ
い
て

都
道
府

県
知
事
が
公
益
性
等
を
確
認

都
道
府
県
知
事
が
所
有
者
不
明
土
地
の
使
用
権
設
定
を
裁
定

上
限

1
0
年

/
一
部
事
業

20
年

（
期

間
は

延
長

可
能

・
満

了
後
は

土
地
を
原

状
回
復

）

公
告

・
縦

覧
（
２
月

）

地地
域域

福福
利利
増増
進進
事事
業業
のの
実実

施施 再
エ
ネ
発
電
設
備

ポ
ケ
ッ
ト
パ

ー
ク
（
公

園
）

（
出
典
）
杉
並

区

直
売
所
（
購
買
施
設
）

（
出

典
）
農

研
機

構

※
 対

象
事

業
は

法
律

で
限
定

列
挙 な
ど

対対
象象

のの
所所
有有
者者
不不
明明
土土
地地

反
対
す
る
所
有
者

が
お
ら
ず
、

簡
易
建
築
物
・
朽
廃
建
築
物
以
外
の
建
築
物
が
な
く
、

現
に
利
用
さ
れ
て
い
な
い
所
有
者
不
明
土
地

朽
廃
建
築
物

（
損
傷
、
腐
食
等
の
劣
化

に
よ
り
利
用
困
難
な
建
築
物
）

公
共

事
業
に
つ
い
て
国
・都

道
府
県
知
事
が
事
業
認
定

都
道
府
県
知
事
が
所
有
者
不
明
土
地
の
収
用
を
裁
定

（
事
業
主
体
が
土
地
の
所
有
権
を
取
得
）

※
 対

象
事
業
は
法
律
で
限
定
列
挙

土土
地地

収収
用用
法法
のの
特特
例例

※
通
常

の
土
地
収
用
は
、
土
地
収
用
法
に
基
づ
き
、
合
議
制
の

 収
用
委
員
会
が
権
利
取
得
裁
決
・明

渡
裁
決
を
実
施

 
所
有
者
不
明
土
地
法
で
は
審 審
理理
手手
続続
をを
省省
略略
、
裁
決
を

一
本
化
し
て
土土

地地
収収
用用
をを
迅迅
速速
化化
・・
効効
率率
化化

簡
易

建
築

物

13
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以
下

の
場

合
に
土

地
所

有
者

等
（
※

１
）
を
知

る
必

要
が

あ
る
と
き
は

、
そ
の

探
索

に
必

要
な
限

度
で
、
土土

地地
所所

有有
者者

等等
関関

連連
情情

報報
（（
※※

２２
））
のの

利利
用用

・・
提提

供供
（（

((11
))～～

((33
))
））
がが
可可
能能
。
【
法
第
4
3
条
】

・
 地地

域域
福福
利利
増増
進進
事事
業業
、、
収収
用用

適適
格格
事事

業業
及及
びび
都都

市市
計計
画画

事事
業業
のの
実実

施施
のの

準準
備備
の
た
め

・
 管

理
不
全
土
地
所
有
者
不
明
土

地
の
管管

理理
適適
正正
化化

のの
勧勧
告告

の
た
め

・
 裁裁

判判
所所
へへ
のの
管管
理理
命命
令令
等等
のの
請請

求求
の
た
め

(1
)  

 都
道
府
県
知
事
及
び
市
町
村
長
は

、
そ
の

保
有
す
る
土

地
所

有
者
等

関
連
情

報
を
、
内
部

で
利

用
す
る
こ
と
が

で
き
る
。

(2
)
都
道
府
県
知
事
及
び
市
町
村
長
は
、
地
域
福
利
増
進
事
業
等
を
実
施
し
よ
う
と
す
る
者
等
か
ら
提
供
の
求
め
が
あ
っ
た
と
き
は
、
土
地
所
有
者

等
関
連
情
報
を
提
供

す
る
も
の

と
す
る
。
（
請

求
者

が
国
・
地

方
公

共
団

体
以

外
の

場
合

は
、
求

め
を
受

け
た
都

道
府

県
知

事
・
市

町
村

長
が

、

土
地
所
有
者
等
本
人
の
同
意
を
得
た
上
で
提
供
。
）

(3
)
国
の
行
政
機
関
の
長
又
は

地
方

公
共
団

体
の

長
は

、
土
地

に
工

作
物

を
設

置
し
て
い
る
者

等
に
対

し
、
土

地
所

有
者

等
関

連
情

報
の

提
供

を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

※
１

土
地
又
は
土
地
に
あ
る
物
件

に
関
し
所
有
権
そ
の
他
の
権
利
を
有
す
る
者

※
２

土
地
所
有
者
等
と
思
料
さ
れ
る
者
に
関
す
る
情
報
の
う
ち
そ
の
者
の
氏
名

又
は
名
称

、
住

所
そ
の
他
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
も
の


省
令
で
は
、
本
籍
、
生
年
月
日
、
死
亡
年
月
日
及
び
連
絡
先
を
規
定
。
【
省
令
第
54
条
】

①①
提提

供供
のの
求求
めめ

事 業 者

（（
２２
））
行行

政政
主主

体体
がが

保保
有有
すす
るる
情情

報報
のの
外外

部部
提提

供供
（（
第第

44
33
条条

第第
２２
項項
～～

第第
４４
項項

））

（（
１１
））
行行

政政
主主

体体
がが
保保

有有
すす
るる
情情

報報
のの

内内
部部

利利
用用
（（
第第

44
33
条条

第第
１１
項項
））

事
業

を
実

施
す
る
部

局

情
報

を
保

有
す
る
部

局
（
例

：
税

部
局

）

土 地 所 有 者 等

①①
 提提

供供
のの

求求
めめ

②②
 同同

意意
のの

求求
めめ

③③
 同同

意意

④④
 情情

報報
提提

供供

①①
 請請

求求
②②

情情
報報

提提
供供

国
の

行
政

機
関

の
長

工
作
物
の
設
置
者
等

（
イ
ン
フ
ラ
事
業
者
等
）

②②
情情

報報
提提
供供

（（
３３
））
工工

作作
物物
のの
設設
置置

者者
等等
がが
保保
有有

すす
るる
情情

報報
のの
外外
部部

提提
供供

（（
第第

44
33
条条
第第
５５
項項
））

①①
  提提

供供
のの

求求
めめ

②②
  情情

報報
提提

供供

※※
同同

意意
をを
要要

すす
るる
のの

はは
、、
請請

求求
者者

がが
国国

・・
地地

方方
公公

共共
団団

体体
以以

外外
のの

場場
合合

のの
みみ

地
方

公
共

団
体

の
長

（
都
道
府
県
知
事
・
市
町
村
長
）

土
地
所
有
者
等
関
連

情
報

の
利

用
及

び
提

供
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民
法
の
管
理
制

度
の
特

例
の
概

要

国
の

行
政

機
関

の
長

又
は

地
方

公
共

団
体

の
長

は
、

所
有

者
不

明
土

地
に

つ
き

、
適

切
な

管
理

の
た

め
特

に
必

要
が

あ
る

と
認

め
る

と
き

（
※

）
等

は
、

裁
判

所
に

対
し

、
所

有
者

不
明

土
地

管
理

命
令

、
不

在
者

の
財

産
の

管
理

命
令

、
相

続
財

産
の

管
理

人
の

選
任

の
請

求
等

を
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

（
※

）
不

法
投

棄
や

雑
草

の
繁

茂
等

に
よ

り
所

有
者

不
明

土
地

が
周

辺
に

悪
影

響
を

与
え

て
い

る
場

合
等

具具
体体

的的
なな

流流
れれ

のの
イイ

メメ
ーー

ジジ

法 第 4
2
条 に 基 づ き 裁 判 所 に 対 し て 請 求

裁 判 所 に よ る 管 理 命 令 の 発 令 ・ 管 理 人 の 選 任

※ 事 案 に 応 じ て 弁 護 士 、 司 法 書 士 、

土 地 家 屋 調 査 士 等 の ふ さ わ し い 者

※ 予 納 金 の 納 付

管 理 人 に よ る 不 在 者 の 財 産

の 調 査 ・ 財 産 目 録 ・ 財 産 状 況

に 関 す る 報 告 書 の 作 成

財 産 管 理 人 に よ る 所 有 者 不 明 土 地 の 管 理

（ ゴ ミ の 撤 去 、 害 虫 の 除 去 、 雑 草 の 除 去 ・ 防 草 措 置 等 ）

財
産

状
況

の
定

期
報

告
・

所
有

者
不

明
土

地
を

含
む

不
在

者
の

財
産

の
管

理
（
固

定
資

産
税

の
納

付
含

む
）

報 酬 付 与 の 申 立 て ・ 審 判 ／ 決 定

不 在 者 ・ 不 在 者 の

相 続 人 等 に 対 す る

管 理 財 産 の 引 継 ぎ

裁 判 所 に よ る 管 理 命 令 の 取 消 し

権 限 外 行 為 の 許 可 の 申 立 て

・ 審 判 ／ 決 定

所 有 者 不 明 土 地 の 売 却 等

※
事

案
に

よ
っ

て
異

な
る

が
、

不
在

者
財

産
管

理
で

あ
れ

ば
30

～
5
0

万
円

、
相

続
財

産
管

理
で

あ
れ

ば
5
0
～

1
0
0
万

円
が

目
安

。
財

産
調

査
の

結
果

、
財

産
か

ら
管

理
費

用
を

支
弁

で
き

る
こ

と
が

明
ら

か
と

な
っ

た
場

合
、

予
納

金
は

返
還

さ
れ

る
。

管 理 終 了 原 因 の 発 生
許 可 さ れ た 場 合

公 告 等

※
１

 点
線

は
不

在
者

財
産

管
理

・
相

続
財

産
管

理
の

み
※

２
 二

重
線

は
所

有
者

不
明

土
地

管
理

・
管

理
不

全
土

地
管

理
の

み

特
例

の
対

象
（
請

求
者

）
特

例
の

対
象

（
要

件
）

管
理

の
対

象
管

轄
裁

判
所

不
在

者
財

産
管

理
制

度
国

の
行

政
機

関
の

長
地

方
公

共
団

体
の

長
所

有
者

不
明

土
地

に
つ

き
、

適
切

な
管

理
の

た
め

特
に

必
要

が
あ

る
と

認
め

る
と

き

不
在

者
の

財
産

全
般

家
庭

裁
判

所

個
々

の
土

地
（
土

地
に

あ
る

動
産

を
含

む
）

地
方

裁
判

所

所
有

者
不

明
土

地
管

理
制

度

管
理

不
全

土
地

管
理

制
度

市
町

村
長

管
理

不
全

所
有

者
不

明
土

地
及

び
そ

の
隣

接
土

地
に

つ
き

、
災

害
等

を
防

止
す

る
た

め
特

に
必

要
が

あ
る

と
認

め
る

と
き

対対
象象

制制
度度

令
和

３
年

民
法

改
正

に
よ

り
創

設

売 却 代 金 等 の 供 託
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管
理

不
全

状
態

の
解
消
を
図
る
た
め
の
代
執
行
制
度
等
の
創
設

正
当

な
理

由
な
く

措
置

し
な
い
場

合

所
有
者
が

全
員
不
明
の
場
合

十
分

な
措

置
が

行
わ

れ
な
い
場

合
等

市
町

村
長

が
確

知
所

有
者

に
命命

令令

所所
有有

者者
不不

明明
土土

地地
がが

管管
理理

不不
全全

状状
態態

でで
ああ
るる
ここ
とと
にに
よよ
りり
、、
周周

辺辺
にに
おお
いい
てて
災災

害害
発発

生生
・・
環環

境境
悪悪

化化
のの

おお
そそ
れれ

所
有

者
が

一
部

不
明

の
場

合

必
要

な
持

分
を
有

さ
ず

措
置

で
き
な
い
場

合

民
法

の
特

例
に
よ
り
、

所
有

者
不

明
土

地
管

理
命

令
等

を
活

用
す
る
こ
と
も
可

能

○
管
理
不
全
所
有
者
不
明
土
地

（
※
１
）
 に

つ
い
て
、
次
の

事
態
の

発
生
防

止
の
必

要
が
あ
る
場
合

、
市市
町町
村村

長長
がが
勧勧
告告

・・命命
令令
・・
代代
執執

行行
にに

よよ
りり
直直

接接
対対
応応
す
る
こ
と
が
可
能

。
【
法
第
3
8
条
～
第
4
0
条
】

・
土
砂
の
流
出
等
に
よ
り
そ
の
周周
辺辺

のの
土土

地地
にに
おお
いい
てて
災災

害害
をを
発発

生生
さ
せ

る
こ
と

・
周
辺
の
地
域
に
お
い
て
環環
境境
をを
著著

しし
くく
悪悪
化化
さ
せ

る
こ
と
（
雑
草

の
繁
茂

に
よ
る
害

虫
発

生
等

の
悪
影

響
な
ど
）

 
※
１

所
有
者
に
よ
る
管
理
が
実

施
さ
れ
て
お
ら
ず
、
か
つ
、
引
き
続
き
管
理
が
実
施
さ
れ
な
い
こ
と
が
確
実

で
あ
る
と
見
込

ま
れ
る
所
有
者
不
明
土
地

○
土
地
の
種
類
等
に
応
じ
て
、
個
別
規
制
法

（農
地

法
、
森

林
経
営

管
理
法

、
宅

造
法
等

）や
、
公

共
事

業
に
よ
り
対

応
。

所所
有有

者者
不不

明明
土土

地地
のの

管管
理理

不不
全全

状状
態態

がが
解解

消消

市
町

村
長

が
自

ら
措

置
を
実

施
（代代

執執
行行
）

市
町

村
長

が
確

知
所

有
者

等
に
勧勧
告告

選
任

さ
れ

た
管

理
人

が
措

置
を
実

施

※
隣
接
す
る
土
地
の
所
有
者
も
含
む
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所
有
者
不
明
土
地

の
利

用
の
円

滑
化

等
に
関

す
る
特
別

措
置

法
②

２２
．．

所所
有有

者者
不不

明明
土土

地地
をを
適

正
に

管
理

すす
るる

仕仕
組組

みみ

管管
理理

適適
正正

化化
のの

たた
めめ

のの
探探

索索
のの

場場
合合

にに
もも

、、
固固

定定
資資

産産
課課

税税
台台

帳帳
等等

をを
利利

用用
可可

能能

３３
．．

所所
有有

者者
のの

探
索

を
合

理
化

すす
るる

仕仕
組組

みみ

管管
理理

適適
正正

化化
のの

たた
めめ

のの
勧勧

告告
・・命命

令令
・・代代

執執
行行

民民
法法

のの
財財

産産
管管

理理
制制

度度
のの

特特
例例

・
 令令

和和
２２

年年
土土

地地
基基

本本
法法

改改
正正

（平
成

元
年

制
定

以
来

の
改

正
）

土土
地地

政政
策策

のの
基基

本本
理理

念念
及及

びび
土土

地地
所所

有有
者者

のの
責責

務務
とと

しし
てて

、、
““
土土

地地
のの

適適
正正

なな
管管

理理
のの

確確
保保

””
をを

明明
確確

化化
・
 所

有
者

不
明

土
地

は
管

理
不

全
状

態
に

な
る

蓋
然

性
が

高
く
、

対
応

が
急

務

法
の

目
的

規
定

を
改

正
し

、
「利

用
の

円
滑

化
」
だ

け
で

な
く
、

「「管管
理理

のの
適適

正正
化化

」」を
位

置
付

け
（令

和
４

年
改

正
）

瓦
礫

の
放

置
（
火

災
跡

）

豪
雨

の
度

に
土

砂
崩

れ
が

多
発

管
理

不
全

の
所

有
者

不
明

土
地

に
つ

い
て

市
町

村
長

が
確

知
所

有
者

に
勧

告
・
命

令

確
知

所
有

者
が

い
な

い
場

合
、

権
限

上
実

施
で

き
な

い
（共

有
持

分
が

不
足

）場
合

等
は

市
町

村
長

が
代

執
行

国
・
地

方
公

共
団

体
が

所
有

者
不

明
土

地
に

つ
い

て
民

法
に

基
づ

く
管

理
命

令
等

を
裁

判
所

に
請

求

裁
判

所
が

所
有

者
不

明
土

地
管

理
人

等
を

選
任

管
理

人
に

よ
る

管
理

を
実

施
（
裁

判
所

の
許

可
が

あ
れ

ば
売

却
も

可
）

以
下

の
必

要
が

あ
る

場
合

が
対

象
 ・

 土
砂

の
流

出
等

に
よ

る
周

辺
に

お
け

る
災

害
発

生
を

防
止

す
る

 ・
 雑

草
の

繁
茂

等
に

よ
る

周
辺

に
お

け
る

環
境

の
著

し
い

悪
化

を
防

止
す

る

※
 民

法
上

、
請

求
者

は
利

害
関

係
人

に
限

定
地

方
公

共
団

体
等

は
利

害
関

係
に

か
か

わ
ら

ず
請

求
を

可
能

に
（
民

法
の

特
例

）

対
象

：
所

有
者

不
明

土
地

管
理

制
度

、
管

理
不

全
土

地
管

理
制

度
（
一

定
の

場
合

）
、

所
有

者
不

明
建

物
・
管

理
不

全
建

物
管

理
制

度
（
土

地
と

併
せ

て
請

求
）
、

相
続

財
産

管
理

制
度

、
不

在
者

財
産

管
理

制
度

※
 必

要
な

場
合

に
は

隣
接

す
る

土
地

に
つ

い
て

も
勧

告
が

可
能

※
 費

用
は

所
有

者
負

担
（
所

有
者

か
ら

回
収

で
き

な
い

費
用

は
国

に
よ

る
補

助
制

度
を

措
置

）
※

 費
用

は
所

有
者

負
担

（
基

本
的

に
請

求
者

に
よ

る
予

納
金

の
納

付
が

必
要

）
（
所

有
者

か
ら

回
収

で
き

な
い

費
用

は
国

に
よ

る
補

助
制

度
を

措
置

）

※
 土

地
の

種
類

等
に

応
じ

て
、

農
地

法
、

宅
造

法
等

に
よ

る
個

別
規

制
法

や
公

共
事

業
に

よ
り

対
応

 

【【平平
成成

3300
年年

制制
定定

・・令令
和和

４４
年年

改改
正正

】】
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所
有
者
不
明
土
地
の
発
生
を
予
防
す
る
方
策

【背
景
】

住
所
等
変
更
登
記
は
義
務
で
は
な
い

自
然
人
・法

人
を
問
わ
ず
、
転
居
・本

店
移

転
等
の
た
び
に
登
記
す
る
の
に
は
負
担
を
感

じ
、
放
置
さ
れ
が
ち
で
あ
る

※
 都

市
部
で
は
所
有
者
不
明
土

地
の

主
な
原
因

と
の
調
査
結
果
も
あ
る

住住
所所
等等
変変
更更
未未
登登
記記
へへ
のの
対対
応応

➊

➊
登
記
申
請
の
際
等
に
、
氏
名
・住

所
の
ほ
か
、
生
年
月
日
等
の
「検

索
用
情
報
」の

申
出
を
行
う

❷
登
記
官
が
、
検
索
用
情
報
等
を
用
い
て
住
民
基
本
台
帳
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
に
対
し
て
、
少
な

く
と
も

２
年
に
１
回
照
会
し
、
所
有
権
の
登
記
名
義
人
の
氏
名
・住

所
等
の
異
動
情
報
を
取
得
す
る

❸
登
記
官
が
、
取
得
し
た
情
報
に
基
づ
き
、
登
記
名
義
人
に
住
所
等
の
変
更
の
登
記
を
す
る
こ
と
に
つ

い
て
確
認
を
と
っ
た
上
で
、
職
権
で
変
更
の
登
記
を
す
る
（
非
課
税
）

❷
❸❷

❸

➊

不
動
産
登
記

シ
ス
テ
ム

不
動
産
登
記

シ
ス
テ
ム

➊
法
人
が
所
有
権
の
登
記
名
義
人
と
な
っ
て
い
る
不
動
産
に
つ
い
て
、
会
社
法
人
等
番
号
を
登
記
事
項
に

追
加
す
る

❷
商
業
・
法
人
登
記
簿
上
で
法
人
の
名
称
や
住
所
の
変
更
が
あ
っ
た
都
度
、
商
業
・
法
人
登
記
シ
ス
テ
ム

か
ら
不
動
産
登
記
シ
ス
テ
ム
に
対
し
、
そ
の
情
報
を
提
供
す
る

❸
取
得
し
た
情
報
に
基
づ
き
、
登
記
官
が
職
権
で
変
更
の
登
記
を
す
る
（非

課
税

）

自自
然然
人人
のの
場場
合合

法法
人人
のの
場場
合合

スス
ママ
ーー
トト
変変
更更
登登
記記
でで
らら
くく
らら
くく
安安
心心
！！

住
民
基
本

台
帳
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
シ
ス
テ
ム

商
業
・

法
人
登
記

シ
ス
テ
ム

不
動
産
登
記
法
の
改
正

R
8.

4.
1施施

行行
住住
所所
等等
変変
更更
登登
記記
をを
義義
務務
化化

R7
.4

.2
1施

行

R6
.4

.1
施
行

○
所

有
権

の
登

記
名

義
人

に
対

し
、
住

所
等

の
変

更
日

か
ら
２
年

以
内

に
そ
の

変
更
登
記
を
す
る
こ
と
を

義
務
付
け
る

○
施
行
日
前
の
住
所
等
の
変
更
で
も
、
未
登
記
で
あ
れ
ば
、
義
務
化
の
対
象
（２

年
間
の
猶
予
期
間
あ
り
）

○
「正

当
な
理
由
」が

な
い
の
に
登
記
を
怠
っ
た
と
き
は
、
５
万
円
以
下
の
過
料
の
適
用
対
象

○
か

ん
た
ん
・
無

料
の

ス
マ
ー
ト
変

更
登

記
の

手
続

を
し
て
お
け
ば

、
住

所
等

の
変

更
が

あ
る
た
び
に
登
記

申
請
を
し
な
く
て
も
、
登
記
官
の
職
権
で
住
所
等
変
更
登
記
が
さ
れ
る

参
考
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所
有
者
不
明
土
地
の
発
生
を
予
防
す
る
方
策

不
動
産
登
記
法
の
改
正

※
 登

記
官
が
そ
の
者
の
氏
名
及
び
住
所
等
を
職
権
で

登

記
す
る
（持

分
は
登
記
さ
れ
な
い
報
告
的
な
登
記
）

更更
新新
をを
図図
るる
方方
策策

相相
続続
にに
関関
すす
るる
情情
報報
のの

【背
景
】
相
続
登
記
が
さ
れ
な
い
た
め
、
登
記
名
義
人
の
相
続
人
（所

有
者
）の

探
索
に
時
間
と
費
用
が
掛
か
り

用
地
買
収
等
が
妨
げ
ら
れ
る
な
ど
の
指
摘
が
あ
る

①①
相相

続続
登登
記記
をを
義義
務務
化化

義義
務務
のの
簡簡
易易
なな
履履
行行
手手
段段

相相
続続
登登
記記
のの
負負
担担
をを
軽軽
減減

•
相
続
人
が
、
登
記
名
義
人
の
法
定
相

続
人
で
あ
る
旨
を
申
し
出
る
（
オ
ン
ラ
イ
ン

で
も
可
）
。
義
務
の
履
行
手
段
の
一
つ

（
単
独
で
申
告
可
・添

付
書
面
も
簡
略
化
・非

課
税
）

⇒
 相

続
登
記
の
義

務
を
簡

易
に
履
行

す
る
こ
と
が
可
能

登登
記記
漏漏
れれ
のの
防防
止止

自自
治治
体体
とと
のの
連連
携携

所所
有有
不不
動動
産産
記記
録録
証証
明明

制制
度度
のの
新新
設設

•
特
定
の
者
が
名
義
人
と
な

っ
て
い
る
不
動
産
の
一
覧
を

証
明
書
と
し
て
発
行

⇒
相
続
登
記
が
必
要
な
不

動
産
の
把
握
が
容
易
に

※
自
己
所
有
不
動
産
の

一
般
的

確
認
方
法
と
し
て
も
利
用
可

能

•
固

定
資

産
納

税
通

知
書

の
送

付
と
併

せ
て

新
制
度
に
関
す
る
資
料
を

提
供

※
 登

記
官

が
そ
の

者
の

氏
名

及
び
住

所
等

を
職

権

で
登

記
す
る
（
持
分
は
登
記
さ
れ
な
い
報
告
的
登
記
）

な
ど

R
6.

4.
1施施

行行
R

8.
2.

2施施
行行

相相
続続
人人
申申
告告
登登
記記
のの
新新
設設

登登
録録
免免
許許
税税
のの
免免
税税
措措
置置

•
価
額
が

10
0万

円
以
下
の
土
地
に

係
る
相
続
登
記
等
に
つ
い
て
、
登
録
免

許
税
の
免
税
措
置
を
実
施
中

（
令

和
９
年

３
月

３
１
日
ま
で
）

相相
談談
体体
制制
のの
充充
実実

•
全
国
の
法
務
局
で
相
続
登
記
の
手

続
案
内
を
実
施

•
専
門
資
格
者
団
体
と
連
携
し
て
相

談
先
情
報
を
提
供

国国
民民

にに
身身

近近
なな
自自

治治
体体
とと
連連
携携
しし
たた
広広

報報 •
自
治
体
の
「
お
く
や
み
リ

ス
ト
」等

に
相
続
登
記
に
関

す
る
情
報
を
追
加

②②
登登
記記
名名
義義
人人
のの
死死
亡亡
等等
のの

事事
実実
のの
公公
示示

R8
.4

.1
施施
行行

○
登

記
官

が
他

の
公

的
機

関
（
住

基
ネ

ッ
ト
な
ど
）
か

ら
死

亡
等
の
情
報
を
取
得
し
、
職
権
で

登
記

に
符

号
（◇

）で
表

示
す

る

⇒
登
記
で
登
記
名
義
人
の
死
亡
の

有
無
の
確
認
が
可
能
に

R
6.

4.
1施施

行行

○
不
動
産
を
取
得
し
た
相
続
人
に
対
し
、
そ
の
取
得
を
知
っ
た
日
か
ら
３
年
以
内
に
相
続
登
記

を
す
る
こ
と
を
義
務
付
け
る

○
遺
産
分
割
が
さ
れ
た
場
合
に
は
、
そ
の
成
立
日
か
ら
３
年
以
内
に
相
続
登
記
を
す
る
こ
と
を

義
務
付
け
る

※
長
期
間
経
過
後
の
遺
産
分
割
の
見
直
し
が
さ
れ
て
お
り
（P

.6
）、

早
期
に
遺
産
分
割
を
す
る
こ
と
が
重
要

○
施
行
日
前
の
相
続
で
も
、
未
登
記
で
あ
れ
ば
、
義
務
化
の
対
象

（３
年
間
の
猶
予
期
間
あ
り
）

○
「正

当
な
理
由
」が

な
い
の
に
登
記
を
怠
っ
た
と
き
は
、
10

万
円
以
下
の
過
料
の
適
用
対
象

参
考
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【【両両
法法
律律
のの
概概
要要
】】

所
有
者
不
明
土
地
等
の
発発
生生
予予
防防
と
利利
用用
のの
円円
滑滑
化化

の
両
面
か
ら
総
合
的
に
民
事
基
本
法
制
を
見
直
し

■
民民

法法
等等
のの
一一

部部
をを
改改
正正

すす
るる
法法
律律

（令
和
３
年
法
律
第
２
４
号
）

■
相相

続続
等等
にに
よよ
りり
取取
得得
しし
たた
土土
地地
所所
有有
権権
のの
国国
庫庫

へへ
のの
帰帰
属属
にに
関関
すす
るる
法法
律律

（令
和
３
年
法
律
第
２
５
号
）

民
法
等
一
部
改
正
法
・相

続
土
地
国
庫
帰
属
法
の
概
要

②②
住住
所所
等等
変変
更更
登登
記記
のの
義義
務務
化化

•
他
の
公
的
機
関
（
住
基
ネ
ッ
ト
等
）
か
ら
取
得

し
た
情
報
に
基
づ
き
、
登
記
官
が
職
権
的
に
変

更 登
記
を
す
る
方
策
を
併
せ
て
導

入

①①
相相
続続
登登
記記

のの
義義
務務

化化

•
相
続
人
申
告
登
記
の
創
設
な
ど
の
負
担
軽
減

策
・環

境
整
備
策
を
パ
ッ
ケ
ー
ジ
で
併
せ
て
導

入

○
相相
続続
土土
地地

国国
庫庫
帰帰
属属
制制
度度

のの
創創
設設

相
続
等
に
よ
り
土
地
の
所
有
権
を
取

得
し
た
者
が
、
法
務
大
臣
の
承
認
を
受
け

て
、
そ
の
土
地
の
所
有
権
を
国
庫
に
帰

属
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
制
度
を
創
設

①①
財財
産産

管管
理理

制制
度度
のの

見見
直直
しし

•
所
有
者
不
明
・管

理
不
全
の
土
地
・建

物
管
理

制
度
等
の
創
設

②②
共共
有有

制制
度度

のの
見見
直直

しし
•

共
有
者
不
明
の
共
有
物
の
利
用
の
円
滑
化

③③
相相
隣隣

関関
係係

規規
定定
のの

見見
直直
しし

•
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
設
備
設
置
権
等
の
規
律
の
整
備

④④
相相
続続

制制
度度

のの
見見
直直

しし

•
長
期
間
経
過
後
の
遺
産
分
割
の
見
直
し

(①①
にに
つつ
きき

)
令令

和和
６６
年年
４４
月月
１１
日日
施施
行行

各
制
度
を
分
か
り
や
す
く
説
明
し
た
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
は
、
こ
ち
ら
か
ら

令令
和和

５５
年年
４４
月月

27
日日
施施
行行

令令
和和
５５
年年
４４
月月
１１
日日
施施
行行

令
和

３
年

４
月

２
１
日

成
立

同
月
２
８
日
公

布

な
ど

な
ど

１

登登
記記
がが
ささ
れれ
るる
よよ
うう
にに
すす
るる
たた
めめ
のの

不不
動動
産産
登登
記記
制制
度度
のの
見見
直直
しし

発発
生生

予予
防防

利利
用用
のの

円円
滑滑
化化

土土
地地
をを
手手
放放
すす
たた
めめ
のの

制制
度度
のの
創創
設設

土土
地地
・・
建建
物物
等等
のの
利利
用用
にに

発発
生生

関関
すす
るる
民民
法法
のの
見見
直直
しし

予予
防防

(②②
にに
つつ
きき

)
令令

和和
８８
年年
４４
月月
１１
日日
施施
行行

（（
※
一一

部部
はは
令令
和和

8年年
2月月

2日日
施施
行行
））

法
務
省
民
事
局

令令
和和
８８
年年
４４
月月

版版
参
考
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所所
有有

者者
不不

明明
土土

地地
利利
用用
円円
滑滑
化化
等等
推推
進進
法法
人人
のの
指指
定定
制制
度度

所
有
者
不
明
土
地

の
利

用
の
円

滑
化

等
に
関

す
る
特
別

措
置

法
③

４４
．．
所所

有有
者者

不不
明明

土土
地地

対対
策策

のの
推

進
体

制
のの

強強
化化

＜
主
な
業
務
＞

・
利
活
用
希
望
者
に
対
す
る
情
報
提
供
・相

談
・
所
有
者
に
対
す
る
適
正
管
理
の
た
め
の
情
報
提
供
・相

談
・
 低

未
利
用
土
地
等
の
利
用
促
進
の
た
め
の
事
業
の
実
施

等

取
組

②
：
「
特

定
非
営
利
活
動
法
人
か
み
の
や
ま
ラ
ン
ド
バ
ン
ク
」
（
山
形
県
）

・
空

き
地
に
住
民
と
協
働
し
て
芝
生
を
貼
り
、
広
場
を
整
備

取
組

①
：
「
特

定
非

営
利
活

動
法

人
つ
る
お
か

ラ
ン
ド
・
バ

ン
ク
」
（
山

形
県

）
・
狭

あ
い
道

路
を
拡

幅
す
る
こ
と
に
よ
り
、
宅

地
化

を
実

現

市
町
村
長
は
、
所
有

者
不
明
土
地
や
低
未
利
用
土
地
等
の
利
活
用
に

取
り
組
む
特
定
非
営
利
活
動
法
人
や
一
般
社
団
法
人
等
を
指
定
可
能

⇒
公 公

的的
信信
用用

力力
がが
付付

与与
ささ
れれ
るる
ここ
とと
にに
よよ
りり
、、
地地

域域
づづ
くく
りり
のの

新新
たた
なな
担担

いい
手手

とと
しし
てて
、、
市市
町町

村村
のの
補補

完完
的的
なな
役役
割割
をを
期期
待待

 

所所
有有

者者
不不

明明
土土
地地

対対
策策
計計
画画
のの
作作

成成
制制
度度

市
町
村
は
、
所
有
者

不
明
土
地
の
利
用
の
円
滑
化
や
管
理
の
適
正
化
等
を
図
る

た
め
の
施
策
に
関
す
る
計
画
を
作
成
可
能

＜
補
助
制
度
＞

計
画
に
基
づ
き
、
所
有
者
探
索
や
利
活
用
の
た
め
の
手
法
の
検
討
等
の
取
組
を

行
う
地
方
公
共
団
体
等
に
対
し
補
助

（
補

助
率

：
地

方
公

共
団

体
1
/
2

推
進

法
人

等
1
/
3
）

※
併

せ
て
、
地

方
公

共
団

体
負

担
分

に
対

す
る
特

別
交

付
税

を
措

置
（
措

置
率

最
大

：
1
/
2
）

所所
有有

者者
不不
明明
土土
地地
対対
策策
協協
議議
会会

制制
度度

市
町
村
は
、
計
画
の
作
成
等
に
関
す
る
協
議
を
行
う

た
め
の
協
議
会
を
設
置
可
能

＜
主
な
構
成
員
＞

・
 所

有
者
不
明
土
地
利
用
円
滑
化
等
推
進
法
人

・
 地

域
福
利
増
進
事
業
等
の
実
施
予
定
者

・
 関

係
都
道
府
県
・
国
の
関
係
行
政
機
関

・
 宅

地
建
物
取
引
業
者
、
弁
護
士
、
司
法
書
士
、
土
地
家
屋

調
査
士
、
行
政
書
士
等
の
専
門
家
、
学
識
経
験
者
等

【 【平平
成成

3300
年年
制制
定定
・・令令

和和
４４
年年
改改
正正
】】
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表表
題題

部部
所所

有有
者者

＊＊
1 欄欄

のの
氏氏
名名
・・住住

所所
がが
正正
常常
にに
記記
録録
ささ
れれ
てて
いい
なな
いい
登登
記記
とと
なな
っっ
てて
いい
るる
表表
題題
部部
所所
有有
者者
不不
明明
土土
地地

＊＊
2 に

つ
い
て
、

□□
制制

度度
概概
要要

□□
事事

業業
のの
流流

れれ

①①
対対

象象
土土

地地
のの

選選
定定
・・
開開
始始

公公
告告

・
対
象
土
地
は
、
事
業
実

施
主
体

（地
方
公
共
団

体
等
）
の

要
望
を

聴
取
し
た
上
で
選

定
・
職
権
で
所
有
者
等
探
索
を
開
始

・
探
索
を
開
始
す
る
旨
の
公
告

表
題
部
所
有
者
不
明
土
地
の
登
記
及
び
管
理
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
（
令
和
元
年
法
律
第

15
号
）

令
和
元
年

11
月

22
日
、
令
和
２
年

11
月
１
日
段
階
施
行

（（
例例
））

①①
住住

所所
のの

記記
載載

がが
なな
いい
土土

地地
（（単単

有有
・・共共

有有
））

「Ａ
」

② ②
字字

持持
地地

③③
記記

名名
共共

有有
地地

「
大

字
○

○
」

「
Ａ
外

○
名

」
等

①①
85

％％

③③
４４
％％

②②
11

％％

種種
類類

別別
のの

内内
訳訳

②②
登登
記記
官官

にに
よよ
るる
調調
査査

・実
地
調
査

・立
入
調
査

・
公

的
資

料
や

地
域

の
土

地
に
関

す
る
歴

史
的
な
文

献
等

の
調
査

・
占

有
者

や
そ
の

土
地

の
経

緯
を
知

る
近

隣
住

民
等

か
ら
の

聴
き
取
り
調
査

・
地

方
公

共
団

体
等

に
対

す
る
情

報
提

供
の

求
め

⇒
 所所

有有
者者

特特
定定

のの
たた
めめ
、、
広広
範範
囲囲

にに
わわ

たた
りり
調調

査査
実実
施施

登登
記記
官官
がが

所所
有有
者者
のの
探探
索索

をを
行行
いい
、、
そそ
のの
結結
果果
をを
職職
権権
でで
登登
記記
すす
るる
制制
度度
。
全
国
の
法
務
局
で
作
業
実
施
中

（
＊

1）
表
題
部
所
有
者
･･
･所

有
権
の
登
記
が
な
い
不
動
産
に
つ
い
て
、
登
記
記
録
の
表
題
部
の
所
有
者
欄
に
記
録
さ
れ
る
所
有
者
を
い
う
。

な
お
、
当
事
者
の
申
請
に
よ
り
所
有
権
の
登
記
が
さ
れ
る
と
、
表
題
部
所
有
者
に
関
す
る
登
記
事
項
は
抹
消
さ
れ
る
。

（
＊

2）
表
題
部
所
有
者
不
明
土
地
･･
･旧

土
地
台
帳
制
度
下
に
お
け
る
所
有
者
欄
の
氏
名
・住

所
の
変
則
的
な
記
載
が
、
昭
和

35
年
以
降
の
土
地
台
帳
と
不

動
産
登
記
簿
の
一
元
化
作
業
後

も
引
き
継
が
れ
た
こ
と
を
原
因
と
す
る
所
有
者
不
明
土
地
の
一
つ
。
全
国
約

50
万
筆
調
査

（
平

成
29

年
９
月

～
平
成

30
年

5月
実

施
）
の

結
果

、
約
１
％
存
在
し
て
い
る
こ
と
が
判
明
。
所
有
者
調
査
の
手
掛
か
り
が
な
く
、

所
有
者
の
発
見
が
特
に
困
難
で
あ
り
、
用
地
取
得
や
民
間
取
引
の
大
き
な
阻
害
要
因

必
要
に
応
じ
て
任

命
意
見
を
提
出

③③
所所

有有
者者

等等
のの

特特
定定
・・
職職
権権
登登
記記

・
所

有
者

の
特

定
に
関

す
る
記

録
を
作

成
し
登

記
所

に
備

付
け

・
特

定
し
た
所

有
者

等
を
表

題
部

所
有

者
と
し
て
登
記

・
所

有
者

を
特

定
で
き
な
か

っ
た
場

合
は

登
記

す
べ

き
者

が
い
な
い
旨
を
登
記

所
有

者
を
特

定
で
き
な
か

っ
た
場

合

④④
裁裁

判判
所所

にに
よよ
るる
管管
理理
命命
令令

・
利

害
関

係
人

の
申

立
て
に
基

づ
き
裁

判
所

が
管
理
者
を
選
任

・
管

理
者

は
裁

判
所

の
許

可
を
得

て
土

地
の

売
却
も
可
能

・売
却
代
金
は
所
有
者
の
た
め
に
供

託

表
題
部
所
有
者
不
明
土
地
解
消
事
業
の
概
要

本本
事事
業業
のの
結結
果果
、、
所所
有有
者者
のの
発発
見見
がが
特特
にに
困困
難難
なな
土土
地地
のの
利利
活活
用用
がが
可可
能能
とと
なな
るる
効効
果果

墓
地
、
山
林
、
畑
等

★★
所所
有有
者者
等等
探探
索索
委委
員員

にに
よよ
るる
調調
査査

・
所
有
者
探
索
に
必
要
な
知

識
や

経
験

を
有

す
る
者
（
専
門
資
格
者

等
）
か
ら
任
命
さ
れ
た
委
員
に
よ
る

調
査
を
実
施

法
務
省
民
事

局
参
考
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参
考

長
期
相
続
登
記
等
未
了
土
地
解
消
事
業
の
概
要

長
期
間
に
わ
た
り
相
続
登
記
が
さ
れ
て
い
な
い
土
地
に
つ
い
て
、
登
記
官
が
、
公
共
事
業
等
の
実
施
主
体
か
ら
の
求
め
に
応
じ
て
法
定
相
続

人
を
探
索
し
、
そ
の
結
果
を
長長
期期
相相
続続
登登
記記
等等
未未
了了
土土
地地
へへ
登登
記記

す
る
と
と
も
に
、
法法
定定

相相
続続

人人
情情

報報
を
登
記
所
へ
備
え
付
け
る
こ
と
に
よ
り
、

事
業
実
施
主
体
が
公
共
事
業
等
の
遂
行
に
活
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
制
度
。
全
国
５
０
局
の
全
て
の
法
務
局
で
実
施
。

＜
登
記
記
録
＞

＜
法
定
相
続
人
情
報
＞

□□
制制
度度
概概
要要

※
法
定
相
続
人
情
報

登
記
官
が
戸
除
籍
謄
本

に
基
づ
き
作
成
す
る
、
所
有

権
の
登
記
名
義
人
に
係
る
相

続
人
を
一
覧
化
し
た
図

★★
効効

果果

○
事
業
実
施
主
体
の
所
有
者
探
索
を
簡
便
化
し
、
コ
ス
ト
を
削
減

○
公
共
事
業
用
地
の
取
得
等
が
容
易
に
な
り
、
円
滑
な
事
業
の
実
施
を
促
進

□□
手手
続続
のの
流流
れれ

①①
事事

業業
実実

施施
主主
体体
かか
らら
のの
要要

望望
をを

聴聴
取取

しし
、、
対対

象象
土土
地地
をを
決決
定定

④④
事事

業業
実実

施施
主主
体体

へへ
提提

供供

復
旧
作
業
の
本

格
化
に
当
た
り
、

有
効
的
に
活
用

さ
せ
て
い
た
だ

き
ま
す

朝
倉
市
長
へ
の
手
交
の
様
子

（
出
典
：
福
岡
法
務
局
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
）

説
明
会
等
を
実
施
し
、
要
望

を
聴
取
し
た
上

で
、

事
業
対
象
と
す
る
土
地
を
決
定

用
地
対
策
連
絡
会
（主

催
：岡

山
県
）

②②
登登

記記
官官

にに
よよ
るる
法法
定定

相相
続続
人人
のの
調調

査査
（
調

査
の

一
部

は
事

業
者

に
委

託
）

＜
戸
籍
の
変
遷
＞

・明
治
１
９
年
式
戸
籍

・明
治
３
１
年
式
戸
籍

・大
正
４
年
式
戸
籍

・昭
和
２
３
年
式
戸
籍

・平
成
６
年
式
戸
籍

難
解

な
旧

戸
籍
や

相
続
関

係
法

制
に
つ
い
て
の
知

識
も
求
め
ら
れ
る

＜
長
期
相
続

登
記
等
未
了

土
地
＞

③③
法法

定定
相相

続続
人人
情情

報報
のの

作作
成成

収
集
し
た
戸
除
籍
謄

本
に
基
づ
き
、
相
続

関
係
を
ま
と
め
た
一

覧
図
を
作
成
し
、
登

記
所
に
備
付
け

登
記
名
義
人

所
有
者
不
明
土
地
の
利
用
の
円
滑
化
等
に
関

す
る
特
別
措
置
法
（
平
成
３
０
年

法
律

第
４
９
号
）
平
成
３
０
年
１
１
月
１
５
日
施
行

政政
府府

方方
針針

（（※
））
をを
踏踏
まま
ええ
たた
運運
用用
のの
見見
直直
しし
（（令令

和和
４４
年年
４４
月月
１１
日日
開開
始始
））

（
※
）
所
有
者
不
明
土
地
等

対
策

の
推

進
に
関

す
る
基

本
方

針
（
令

和
３
年

６
月

７
日

関
係

閣
僚

会
議

決
定

）

①①
民民

間間
事事
業業
者者
かか

らら
のの
要要
望望
のの
受受

入入
れれ

民
間
が
行
う
事
業
の
う
ち
、
法
律
上
の
根
拠

（
土
地
区
画
整
理
法
等
）の

あ
る
事
業
で
あ
り
、
公
共
性

の
高
い
も
の

（
土
地
区
画
整
理
事
業
等
）を

、
要
望
受
入
れ
の
対
象
と
す
る

②②
法法

定定
相相
続続
人人
情情

報報
のの
作作
成成

要要
件件
のの

緩緩
和和

政
令
を
改
正
し
、
法
務
局
の
行
う
法
定
相
続
人
情
報
作
成
の
要
件
（死

亡
後
の
経
過
年
数
）
を

３
０
年
か
ら

１
０
年
に
短
縮
し
、
対
象
土
地
の
範
囲
を
拡
大

③③
事事

業業
のの
効効
率率
化化

・・合合
理理

化化
のの
一一
層層

のの
促促
進進

事
業
実
施
の
緊
急
性
・必

要
性
の
高
い
土
地
等
を
選
定
し
、
集
中
的
に
事
業
実
施

法
務
省
民
事
局
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所
有
者
不
明
土
地
の
利
用
の
円
滑
化
を
図
る
方
策

民
法
の
改
正

不不
明明
共共
有有
者者
がが
いい
るる
場場
合合
へへ
のの
対対

応応 不
明
共
有
者
が
い
る
場
合
に
は
、
利
用

に
関
す
る
共
有
者
間
の
意
思
決
定
や
持

分
の
集
約
が
困
難

共
有
制
度
の
見
直
し

長
期
間
放
置
さ
れ
た
後
の
遺
産
分
割
で

は
具
体
的
相
続
分
に
関
す
る
証
拠
等
が

散
逸
し
、
共
有
状
態
の
解
消
が
困
難

遺遺
産産
分分
割割
長長
期期
未未
了了
状状
態態
へへ
のの
対対
応応

相
続
制
度
の
見
直
し

○
長長
期期
間間
経経
過過
後後
のの
遺遺
産産
分分
割割
のの
見見
直直
しし

相
続
開
始
か
ら
１
０
年
を
経
過
し
た
と
き
は
、
個
別
案
件
ご
と
に
異
な
る
具
体
的
相
続
分
に
よ
る
分
割

の
利
益
を
消
滅
さ
せ
、
画
一
的
な
法
定
相
続
分
で
簡
明
に
遺
産
分
割
を
行
う
仕
組
み
を
創
設
す
る

※
施
行
前
の
相
続
に
も
適
用
さ
れ
る
こ
と
、
猶
予
期
間
が
あ
る
が
、
最
短
で

R1
0.

3.
31

の
経
過
時
ま
で
で
あ

る
こ
と
に
注
意
が
必
要

⇒
  遺

産
分
割
長
期
未
了
状
態
の
解
消
を
促
進
す
る

隣隣
地地
等等
のの
利利
用用
・・管管

理理
のの
円円
滑滑
化化

相
隣
関
係
規
定
の
見
直
し

土土
地地
・・建建

物物
のの
管管
理理
制制
度度
のの
創創
設設

財
産
管
理
制
度
の
見
直
し

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
の
導

管
等
を
隣
地

等
に
設
置

す
る
こ
と
に
つ
い
て
の
根
拠
規
定
が
な
く
、
土

地
の
利
用
を
阻
害

○
ララ
イイ
フフ
ララ
イイ
ンン
のの
設設
備備
設設
置置
権権
等等
のの
規規
律律
のの
整整
備備

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
を
自
己
の
土
地
に
引
き
込
む
た
め
の
導
管
等
の
設
備
を
他
人
の
土
地
に
設
置
す
る

権
利
を
明
確
化
し
、
隣
地
所
有
者
不
明
状
態
に
も
対
応
で
き
る
仕
組
み
も
整
備
す
る

⇒
 ラ

イ
フ
ラ
イ
ン
の
引
込
み
を
円
滑
化
し
、
土
地
の
利
用
を
促
進
す
る

旧
民
法
の
不
在
者
財
産
管
理
人
・相

続
財

産
管

理
人

は
、
人

単
位

で
財

産
全

般
を
管

理
す
る
必
要
が
あ
り
、
非
効
率
に
な
り
が
ち

所
有
者
が
判
明
し
て
い
て
も
、
管
理
さ
れ
な

い
こ
と
に
よ
っ
て
危
険
な
状
態
に
な
る
こ
と
も

あ
る

R
5.

4.
1施施

行行

○
所所
有有
者者
不不
明明
土土
地地
・・建建

物物
のの
管管
理理
制制
度度
のの
創創
設設

•
個
々
の
所
有
者
不
明
土
地
・建

物
の
管
理
に
特
化
し
た
新
た
な
財
産
管
理
制
度
を
創
設
す
る

※
  裁

判
所
が
管
理
命
令
を
発
令
し
、
管
理
人
を
選
任
（裁

判
所
の
許
可
が
あ
れ
ば
売
却
も
可
）

⇒
 所

有
者
不
明
土
地
・建

物
の
管
理
を
効
率
化
・合

理
化
す
る

○
管管
理理
不不
全全
土土
地地
・・建建

物物
のの
管管
理理
制制
度度
のの
創創
設設

•
所
有
者
が
土
地
・建

物
を
管
理
せ
ず
こ
れ
を
放
置
し
て
い
る
こ
と
で
他
人
の
権
利
が
侵
害
さ

れ
る
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
に
、
管
理
人
の
選
任
を
可
能
に
す
る
制
度
を
創
設
す
る

⇒
 管

理
不
全
化
し
た
土
地
・建

物
の
適
切
な
管
理
が
可
能
と
な
る

○
共共
有有
物物
のの
利利
用用
のの
円円
滑滑
化化
をを
図図
るる
仕仕
組組
みみ
のの
整整
備備

•
裁
判
所
の
関
与
の
下
で
、
不
明
共
有
者
等
に
対
し
て
公
告
等
を
し
た
上
で
、
残
り
の
共
有
者
の
同

意
で
、
共
有
物
の
変
更
行
為
や
管
理
行
為
を
可
能
に
す
る
制
度
を
創
設
す
る

•
裁
判
所
の
関
与
の
下
で
、
不
明
共
有
者
の
持
分
の
価
額
に
相
当
す
る
額
の
金
銭
の
供
託
に
よ
り
、
不

明
共
有
者
の
共
有
持
分
を
取
得
し
て
不
動
産
の
共
有
関
係
を
解
消
す
る
仕
組
み
を
創
設
す
る

⇒
  不

明
共
有
者
が
い
て
も
、
共
有
物
の
利
用
・処

分
を
円
滑
に
進
め
る
こ
と
が
可
能
に
な
る

参
考
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相相
続続
等等
にに
よよ
りり
取取
得得
しし
たた
土土
地地
所所
有有
権権
をを
国国
庫庫
にに
帰帰
属属
ささ
せせ
るる
制制
度度
のの
創創
設設

所
有
者
不
明
土
地
の
発
生
を
予
防
す
る
方
策

❶
承承
認認
申申
請請

❸
申

請
者

が
10

年
分

の
土

地
管

理
費
相
当
額
の
負 負

担担
金金

をを
納納
付付

国国
庫庫

帰帰
属属

【申
請
権
者
】

相
続
又
は
遺

贈
（相

続
人
に
対

す
る
遺

贈
に
限
る
）に

よ
り
土
地
を
取
得

し
た
者

❷
法
務
大
臣
（法

務
局
）に

よ
る

要 要
件件
審審
査査
・・承承

認認

❹

○
相

続
又

は
遺

贈
（
相

続
人

に
対
す
る
遺
贈

に
限
る
。
）に

よ
り
取

得
し
た
土

地
を
手
放
し
て
、
国
庫
に
帰
属
さ
せ
る
こ
と
を
可
能
と

す
る
制

度
を
創

設
す
る
⇒

将
来
的
に
土
地
が
所
有
者
不
明
化
し
、
管
理
不
全
化
す
る
こ
と
を
予
防
す
る
こ
と
が
可
能
に
な
る

相
続
土
地
国
庫
帰
属
法

R
5.
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施施
行行

国
庫
帰
属
制
度

（法
務
省
Ｈ
Ｐ
）

○
管

理
コ
ス
ト
の

国
へ

の
転
嫁

や
土

地
の
管

理
を
お
ろ
そ
か

に
す
る
モ
ラ
ル

ハ
ザ
ー
ド
が

発
生

す
る
お
そ
れ
を
考
慮
し
て
、

一 一
定定

のの
要要
件件

をを
設設

定定
し
、
法

務
大

臣
が

要
件
に
つ
い
て
審

査
を
実
施

法
令
で
定
め
ら
れ
た
通通
常常
のの
管管
理理
又又
はは
処処
分分
をを
すす
るる
にに
当当
たた
りり
過過
分分
のの
費費
用用
又又
はは
労労
力力
をを
要要
すす
るる
土土
地地
は
不
可

(1
) 
土土
地地
のの
要要
件件

(2
) 
負負

担担
金金

等等

ア
建
物
や
通
常
の
管
理
又

は
処

分
を
阻

害
す
る
工
作

物
等

が
あ
る
土
地

イ
土
壌
汚
染
や
埋
設
物
が
あ
る
土

地
ウ

危
険
な
崖
が
あ
る
土
地

エ
権
利
関
係
に
争
い
が
あ
る
土
地

オ
担
保
権
等
が
設
定
さ
れ
て
い
る
土
地

カ
通
路
な
ど
他
人
に
よ
っ
て
使
用
さ
れ

る
土

地
な
ど

土
地
の
性
質
に
応
じ
た
標
準
的
な
管
理
費
用
を
考
慮
し
て
算
出
し
た

10
年
分
の
土
地
管
理
費
相
当
額
の
負負
担担
金金

の
納

付
が
必
要

注
１
：都

市
計
画
法
の
市
街
化
区
域
又
は
用
途
地
域
が
指
定
さ
れ
て
い
る
地
域

注
２
：面

積
の
単
純
比
例
で
は
な
く
、
面
積
が
大
き
く
な
る
に
つ
れ
て
１
㎡
当
た
り
の
負
担
金
額
は
低
く
な
る

※
そ
の
他
申
請
時
に
、
審
査
に
要
す
る
実
費
等
を
考
慮
し
て
政
令
で
定
め
る
審
査
手
数
料
（
一
筆

14
,0

00
円
）の

納
付
も
必
要

•
実
地
調
査
権
限
あ
り

•
国
有
財
産
の
管
理
担
当
部
局
等
に
調
査
へ
の
協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る

•
地
方
公
共
団
体
等
に
対
し
て
、
情
報
提
供
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る

•
国
や
地
方
公
共
団
体
に
対
し
て
、
承
認
申
請
が
あ
っ
た
旨
を
情
報
提
供
し
、
土
地
の

寄
附
受
け
や
地
域
で
の
有
効
活
用
の
機
会
を
確
保

帰
属
後
は
、
管
理
庁
（財

務
省
・農

林
水
産

省
）が

国
有
財
産
と
し
て
管
理

右
記
以
外
の
土
地

一
部
の
市
街
地
（
注
１
）の

宅宅
地地

一
部
の
市
街
地
（
注
１
）
、

農
用

地
区

域
等

の
田田
、、

畑畑

森森
林林

面
積
に
か
か
わ
ら
ず
、
20

万
円

面
積
に
応
じ
算
定
（
注

２
）

（例
）1

00
㎡
：約

55
万
円

20
0㎡

：約
80

万
円

面
積
に
応
じ
算
定
（
注

２
）

（例
）

50
0㎡

：
約

72
万
円

1,
00

0㎡
：約

11
0万

円

面
積
に
応
じ
算
定
（
注

２
）

（例
）1

,5
00

㎡
：約

27
万
円

3,
00

0㎡
：約

30
万
円

背背
景景

①
土
地
利
用
ニ
ー
ズ
の
低
下
等
に
よ
り
、
土
地
を
相
続
し
た
も
の
の
、
土
地
を
手
放
し
た
い
と
考
え
る
者
が
増
加

②
相
続
を
契
機
と
し
て
、
土
地
を
望
ま
ず
取
得
し
た
所
有
者
の
負
担
感
が
増
し
て
お
り
、
管
理
の
不
全
化
を
招
い
て
い
る

手手
続続
イイ
メメ
ーー
ジジ

参
考
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令
和
８
年

度
業

務
発

注
に
つ
い
て

国
土
交
通
省

近
畿
地
方
整
備
局

用
地
部

用
地
企
画
課

令
和
８
年
６
月

令
和
８
年
度

業
務

発
注

に
つ
い
て

32

参
考

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
・
手

引
き 

国
土
交
通
省

H
P
に
関
連
資
料
を
掲
載
。

•
地
域
福
利
増
進
事
業
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
本
編
及
び
参
考
資
料
編
（様

式
集
）

•
所
有
者
不
明
土
地
の
管

理
の
適
正
化
の
た
め
の
措
置
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

•
所
有
者
不
明
土
地
対
策

計
画
作
成
の
手
引
き

•
所
有
者
不
明
土
地
利
用

円
滑
化
等
推
進
法
人
指
定
の
手
引
き

•
関
係
通
知
等

•
そ
の
他
参
考
資
料


国
土
交
通
省

H
P

h
tt

ps
:/

/
w

w
w

.m
lit

.g
o
.jp

/
to

ti
ke

ns
an

gy
o
/t

o
ti
ke

n
sa

ng
yo

_t
k2

_0
0
00

9
9.

ht
m

l

31

土
地

政
策

推
進

連
携
協
議
会

○ 地 方 公 共 団 体 へ の 職 員 の 派 遣

○ 対 策 計 画 の 策 定 、 推 進 法 人 の 指 定 の 支 援

○ 管 理 不 全 土 地 の 勧 告 制 度 の 活 用 支 援

等

国国
 土土

 交交
 通通

 省省
（（
不不

動動
産産
・・
建建
設設
経経
済済

局局
））

・
弁
護
士
会

 ・
司
法
書
士
会

 ・
行
政
書
士
会

 ・
土
地
家
屋
調
査
士
会

・
不
動
産
鑑
定
士
協
会

 ・
補
償
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
協
会

・
都
道
府
県
宅
地
建
物
取
引
業
協
会

・
全
日
本
不
動
産
協
会
各
地
方
本
部

な
ど

関関
係係

団団
体体

総 会 ・ 幹 事 会 に て 活 動 計 画 を 策 定

法法
 務務

 省省
（（
民民

事事
局局

））

地
方
整
備
局

 等

所所
有有

者者
不不

明明
土土
地地

法法
のの
円円
滑滑
なな

施施
行行
、、
諸諸
制制
度度
のの
周周

知知
やや

活活
用用
のの
支支

援援
、、
用用
地地
業業
務務

のの
ノノ
ウウ
ハハ

ウウ
のの
提提
供供

・・共共
有有
、、
地地
籍籍
調調

査査
のの

推推
進進

なな
どど
、、
土土
地地

にに
関関
すす
るる
課課

題題
解解

決決
やや

良良
好好
なな

地地
域域
づづ

くく
りり
にに
資資

すす
るる
テテ

ーー
ママ
をを
広広
くく
取取

りり
扱扱
いい
、、
地地
方方

公公
共共
団団
体体
等等

のの
支支
援援

をを
行行

うう
。。

財財
 務務

 省省
（（
理理

財財
局局
））

農農
 林林

 水水
 産産

 省省
（（
経経

営営
局局
））

林林
 野野

 庁庁
（（
森森

林林
整整
備備
部部
））

地
方
公
共
団
体

行行
政政

機機
関関

地
方
整
備
局
等

（
事

務
局
：
用
地
部
）

法
務
局

財
務
局

農
政
局

林
野
庁

都
道

府
県

 等

支支
 援援

・
士

業
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
活

か
し
た
権

利
者
探

索
や
土

地
の
利

活
用

 等
支支

 援援
・
制

度
周

知
や
、
課

題
解

決
に
取

組
む
市

町
村

等
へ
の
助
言

 等

連
絡

調
整

○
 所

有
者

不
明

土
地

法
の
円

滑
な

施
行

の
た
め

の
情

報
共

有
等

○
 用

地
業

務
等

の
ニ

ー
ズ
に
基

づ
い

た
講

演
会

・講
習

会
の
開

催

○
 所

有
者

不
明

土
地

や
低

未
利

用
土

地
の
活

用
、
空

き
家

対
策

な
ど
の
先

進
的

な
取

組
の
情

報
提

供

○
 地

籍
調

査
の
円

滑
な

遂
行

の
た
め

の
情

報
提

供

○
 構

成
員

等
に
よ
る
相

談
体

制
の
構

築

○
 関

係
省

庁
に
お
け
る
一

連
の
制

度
改

正
の
周

知

具具
体体

的的
なな

内内
容容

土
地

政
策

推
進

連
携

協
議

会
（

全
国

10
ブ

ロ
ッ
ク
に

設
置

）

30

相
続
登
記
の
申
請
の
義
務
化
と
過
料
に
つ
い
て

「正
当
な
理
由
」が
認
め
ら
れ
る
類
型
を
明
示

これ
らに
該
当
しな
い
場
合
で
も
、登

記
官
が
個
別
事
情
を
丁
寧
に
確
認
し
て
、判

断
す
る

過
料
の
要
件
・
手
続
な
ど

○
過
料
とは

   
・
法
律
秩
序
を維

持
す
るた
め
に、
法
令
に違

反
した
場
合
に制

裁
とし
て科

せ
られ
る行

政
上
の
秩
序
罰
（
罰
金
のよ
うな
刑
事
罰
とは
異
な
るも
の）

   
・
国
が
科
す
る過

料
につ
い
ては
、基
本
的
に裁

判
所
にお
け
る過

料
の
手
続
を経

る。
裁
判
所
は
法
務
局
か
らの
通
知
で
事
実
を把

握
す
る。

今
回
の
不
動
産
登
記
法
改
正
で
は
、「
正
当
な
理
由
」が
な
い
の
に
登
記
申
請
義
務
に
違
反
し
た
場
合
に
は
１
０
万
円
以
下

の
過
料
の
適
用
対
象
とな
る

【新
第

16
4条

第
1項

】

R
6.

4.
1

施
行

相
続
登
記
の

申
請
義
務
違

反
を
把
握

登
記
官

相
続
人

義
務
の
履
行

を
催
告

正
当
な
理
由
な
く申
請
を

しな
か
った
場
合

過
料
事
件
の

通
知

要
件
に
該
当
す
る
か
否
か
を
判

断
し
、過

料
を
科
す
る
旨
の
裁

判
を
す
る

（
手
続
の
内
容
）

催
告
に
応
じて
申
請
を
した
場
合

過
料
事
件
の
通
知
は
され
な
い

○
具
体
的
な
運
用
方
針
に
つ
い
て
、令

和
５
年
３
月
に
公
表
した
「相
続
登
記
の
申
請
義
務
化
の
施
行
に
向
け
た
マ
ス
ター
プ
ラン
」に

お
い
て
、以

下
の
内
容
等
を
明
示
（
本
運
用
方
針
に
沿
った
法
務
省
令
及
び
通
達
を
そ
れ
ぞ
れ
同
年
７
月
及
び
９
月
に
公
表
）

国
民
の
自
発
的
登
記
申
請
を
促
しつ
つ
、法

務
局
に
お
け
る
運
用
の
透
明
性
・公
平
性
を
十
分
に
確
保
す
る

登
記
官
が
申
請
義
務
違
反
の
事
実
を
把
握
して
も
、直

ち
に
裁
判
所
へ
の
通
知
（
過
料
通
知
）
は
行
わ
ず
、あ
ら
か
じ
め
申
請

義
務
を
負
う者

に
催
告
を
実
施
す
る

催
告
に
応
じて
相
続
登
記
を
申
請
した
場
合
は
、過

料
通
知
は
行
わ
な
い

①
数
次
相
続
が
発
生
して
相
続
人
が
極
め
て
多
数
に
上
り、
か
つ
、戸

籍
関
係
書
類
等
の
収
集
や
他
の
相
続
人
の
把
握
等
に
多

くの
時
間
を
要
す
る
場
合
、②

遺
言
の
有
効
性
等
が
争
わ
れ
て
い
る
場
合
、③

重
病
等
で
あ
る
場
合
、④

Ｄ
Ｖ
被
害
者
等
で
あ
る

場
合
、⑤

経
済
的
に
困
窮
して
い
る
場
合

（
「正
当
な
理
由
」が
認
め
られ
る
類
型
）

参
考
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１
．
業
務
発
注
方
式

に
つ
い
て

36

業
務

チ
ャ
レ
ン
ジ
型

の
試
行

に
つ
い
て

令
和
８
年
４
月
１
日
以
降
に
公

告
す
る
業

務
か

ら
適

用
す
る

（
従
前
：
簡
易
公
募
入
札
方

式
令

和
８
年

４
月

１
日

以
降

公
告

：
一

般
競
争

入
札
方

式
）

目
的

地
域
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
活
用

の
拡
大

と
育
成

を
目

的
と
し
て
、
自
治

体
発
注

の
業
務

実
績
し
か

な
い
企

業
に
対

し
て
、

直
轄
の
業
務
へ
の
新
規
参
入
を
促

す

１
．
業
務
発

注
方

式
に
つ
い
て

標
準
的

な
業

務
内

容
に
応

じ
た
発

注
方

式
選
定

表
補
償
コ
ン

35

落落
札札

方方
式式

参参
加加

者者

のの
選選

定定
方方

法法

一
般
競
争

・
用
地
測
量
等
業
務

・
簡
易
な
物
件
調
査

・
再
算
定
業
務

　
（
概

ね
2
0
0
0
万

円
以

下
）

・
用
地
補
償
総
合
技
術

業
務
（
交
渉
委
託
）

・
用
地
測
量
等
業
務

・
用
地
測
量
等
業
務

・
物
件
調
査
等
業
務

・
再
算
定
業
務

・
再
算
定
業
務

・
用
地
ア
セ
ス
メ
ン
ト
調

査
等
業
務

・
補
償
説
明
業
務

・
点
検
技
術
業
務

・
事
業
認
定
申
請
図
書

作
成
業
務

・
土
地
評
価
業
務

公
募
型

・
用
地
測
量
等
業
務

※
難

易
度

が
高

い
と
想

定
さ
れ

る
用

地
調

査
等

業
務

に
お
い
て

（
価

格
１
：
技

術
２
）
で
発

注
す
る
場

合
が

あ
る

価価
格格

競競
争争

簡
易
公
募
型

総総
合合

評評
価価

落落
札札

方方
式式

（（
業業

務務
能能

力力
評評

価価
型型

））
総総

合合
評評

価価
落落

札札
方方

式式
（（
業業

務務
チチ
ャャ
レレ
ンン
ジジ
型型

））
総総

合合
評評

価価
落落

札札
方方

式式
（（
価価

格格
１１
：：
技技

術術
１１
））
※※

総総
合合

評評
価価

落落
札札

方方
式式

（（
価価

格格
１１
：：
技技

術術
２２
））

【【
建建

設設
ココ
ンン
ササ

ルル
タタ
ンン
トト
業業
務務

等等
にに

おお
けけ
るる

 入入
札札

・・
契契

約約
手手
続続
きき
にに
関関

すす
るる
運運

用用
ガガ
イイ
ドド
ララ
イイ
ンン
】】
よよ
りり
引引
用用

１
．
業
務
発
注
方
式

に
つ
い
て

34

令
和
８
年
度

業
務

発
注

に
つ
い
て

１
．
業
務
発

注
方

式
に
つ
い
て

２
．
入
札
説

明
書

等
の

改
定

に
つ
い
て

３
．
積
算
基

準
等

の
改

定
に
つ
い
て

33
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２
．
入
札
説
明
書
等

の
改

定
に
つ
い
て

40

入
札

手
続

関
係

書
類

入
札

手
続

関
係

書
類
・
特
記
仕
様
書
に
つ
い
て

  
（
R

8.
4.

1以
降

の
契

約
に
適
用
）

■
業

務
ス
ラ
イ
ド
の

試
行

に
つ
い
て

対
象

と
な
る
業

務
：

令
和
８
年
度
以
降
に
新
規

契
約
と
な
る
建

設
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
業

務
等
（
用
地

関
係
業

務
を
含
む
）に

お
い
て
試
行

  
  
※
国
債
、
契
約
前
承
認
に
よ
る
翌
債

業
務
、
繰

越
業
務

（契
約

後
承

認
）も

対
象

入
札
説
明
書
及
び
特
記
仕

様
書

に
必

要
事
項

を
追

記
す
る
こ
と
と
し
、

全
体
ス
ラ
イ
ド
（受

注
者

負
担
１
．
５
％
）
又
は

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
（受

注
者
負

担
１
．
０
％

）を
適

用

ス
ラ
イ
ド
協

議
対

象
基
準
日
時
点
で
「
履
行
済

」、
「着

手
済

」、
「
未
着

手
」に

区
分

し
、
「
履
行

済
」及

び
「
着
手

済
」の

種
目

等
に
つ
い
て
は

ス
ラ
イ
ド

対
象
に
含
め
ず
、
基
準
日

時
点

で
未

着
手
と
判

断
さ
れ

る
種
目

等
は
ス
ラ
イ
ド
対

象
に
含

め
る
。

※
減
額
ス
ラ
イ
ド
の
場

合
は

、
着

手
済

み
も
ス
ラ
イ
ド
対
象

と
す
る

全
体
ス
ラ
イ
ド
：

履
行
期
間
が
１
２
ヶ
月

を
超

え
る
業

務
委
託

か
つ
残

履
行

期
間
が

基
準
日

か
ら
２
ヶ
月

以
上
で
あ
る
こ
と

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
：

残
履
行
期
間
が
基
準

日
か

ら
２
ヶ
月
以

上
で
あ
る
こ
と

２
．
入
札
説
明
書

等
の
改

定
に
つ
い
て

39

入
札
手
続

関
係
書
類

■
品

質
確

保
基

準
価

格
に
つ
い
て

○
従

前
：
予

定
価

格
に
対

す
る
割

合
（
７
９
％

）
で
算

出

○
変

更
後

：
品

質
確

保
基

準
価

格
の

算
出

方
法

を
、
調

査
基

準
価

格
に
準

じ
て
算

出
一

般
競

争
入

札
方

式
に
お
い
て
も
品

質
確

保
基

準
価

格
の

対
象

【
補

償
関
係

コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト
業

務
（
用

地
測

量
を
除

く
）
の

場
合

】

調
査
基

準
価
格
＝
（
①
＋
②
＋
③
＋
④
）×

（1
10

/1
00

）
①
直
接
人
件
費
の
額

   
   

 
   

   
②
直
接
経
費

の
額

③
そ
の
他
原
価
の
額

×
9/

10
   

  ④
一
般
管
理
費
等
の
額

×
5/

10

入
札

手
続

関
係

書
類

・
特

記
仕

様
書

に
つ
い
て

  
（
R

8.
4.

1以
降

の
公

示
等

に
適

用
）

※
上

限
:予

定
価

格
×

8
.1

/
1
0

 下
限

:予
定

価
格

×
6
/
1
0

１
．
業
務
発
注
方
式

に
つ
い
て

38

１
．
業
務
発

注
方

式
に
つ
い
て

37

（
業
務
チ
ャ
レ
ン
ジ
型
）

64
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令
和

８
年

度
補

償
基

準
の

改
正

に
つ
い
て

国
土
交
通
省

近
畿
地
方
整
備
局

用
地
部

用
地
補
償
課

補
償
基
準
係

令
和
８
年
６
月

44

○○
用用

地地
調調

査査
等等

業業
務務

費費
積積

算算
基基

準準
（
R

8
.4

.1
以

降
の

公
告

等
に
適

用
）
）

３
．
積
算
基
準
等

の
改

定
に
つ
い
て

43

■
第
１
４

消
費

税
等
調
査

営
業
調
査
等
を
伴
わ
な
い
事
業
者
及
び
営
業
調
査
等
を
伴
う
事
業
者
（営

業
補
償
対
象
者
）に

つ
い
て

所
要
作
業
時
間
等
調
査
に
基
づ
く
歩
掛
の
改
正

○○
用用

地地
補補

償償
総総

合合
技技

術術
業業

務務
費費

積積
算算

基基
準準

（
R

8
.4

.1
以

降
の

公
告

等
に
適

用
）
）

■
第
３

業
務
費

の
積
算

旅
費
交
通
費

の
率
を
改
正

直
接
人
件
費

の
２
．
８
５
％

→
直
接
人
件
費
の
２
．
９
７
％

○○
用用

地地
関関

係係
業業

務務
にに
係係

るる
所所

要要
作作

業業
時時

間間
等等

調調
査査

のの
実実

施施
にに
つつ
いい
てて

・
用
地
調
査
等

業
務
費
積
算
基
準
第
６
の
３
に
規
定
す
る
「
現
地
踏
査
」
、
同
基
準

第
６
の
４
に
規
定
す
る
「
建
物
の
調
査
」
及
び

同
基
準
第
６
の

５
に
規
定
す
る
「
建
物
等
の
法
令
適
合
性
の
調
査
及
び
算
定
」並

び
に
同
基
準
第
６
の
６
に
規
定
す
る
「
工
作

物
の
調
査
」
の

う
ち
「（
１
）
機
械
設
備

ハ
機
械
設
備
の
見
積
」
及
び
「
（２

）
生
産
設
備

ハ
生
産
設
備
の
見
積
」

・
用
地
調
査
等

業
務
費
積
算
基
準
第
１
１
「
再
算
定
業
務
」に

規
定
す
る
「
１
打
合
せ
協
議
」、

「３
再
算
定
業
務
（再

調
査
不
要
）」
、

「
４
再
調
査
業
務
」
の
う
ち
（１

）
及
び
（
５
）
の
場
合
を
除
く
す
べ
て

○○
用用

地地
調調

査査
等等

業業
務務

費費
積積

算算
基基

準準
（
R

8
.4

.1
以

降
の

公
告

等
に
適
用
）
）

３
．
積
算
基
準
等
の
改

定
に
つ
い
て

42

■
第
３

業
務
費
の
内
容

及
び
積

算
２

そ
の
他
原
価
に
熱

中
症

対
策
費

用
の
記

載
な
お
、
間
接
原

価
は
、
当
該

業
務
担

当
部
署

の
事
務

職
員
の

人
件
費

お
よ
び
福

利
厚

生
費
、
水

道
光
熱

費
、
熱
中
症

対
策
費
用
（
当
該
業

務
に
従

事
す
る
技

術
者
に
対
す
る
費

用
）等

の
経
費

と
す
る
。

ま
た
、
主
に
現
場
の

施
設
や

設
備
に
対
す
る
熱

中
症

対
策
に
関
す
る
費

用
に
つ
い
て
は
、
対

策
の
妥

当
性
を
確

認
の

上
、
積
み
上
げ
計
上

を
行

う
も
の
と
す
る
。
積
み

上
げ
計

上
を
行

う
場

合
は
、
熱

中
症
対

策
費
用

（当
該

業
務

に
従
事

す
る

技
術
者
に
対
す
る
費

用
）
と
重

複
が

な
い
こ
と
を
確

認
す
る
も
の

と
す
る
。

※
用
地
調
査
点
検

等
技
術

業
務
、
用

地
補
償

総
合
技

術
業
務

、
用

地
ア
セ
ス
メ
ン
ト
調

査
等

業
務

も
同
様

に
記

載

■
第
６

建
物
等
の
調
査

石
綿
分
析
調
査
の

依
頼

及
び
石

綿
除
去

処
分
の

見
積
の

歩
掛
を
新

設
。
そ
れ

に
伴

う
注

意
書

き
等

の
修

正

【
石
綿
分
析
調
査
の
依

頼
】

専
門
機
関
が
行
う
分

析
調

査
に
要
す
る
費

用
は

含
ん
で
い
な
い
た
め
、
必

要
な
費
用

を
別

途
計

上
す
る
も
の

と
す
る
。

１
回
と
は
、
建
物
の
場

合
は
１
棟

当
た
り
と
し
、
表

6－
1に

定
め
る
他

の
区
分

の
依
頼

を
実

施
す
る
場

合
は

、
各

区
分

の
単

位
当
た
り
と
す
る
。

【
石
綿
除
去
処
分
の

見
積

】
原
則
と
し
て
２
社
の

見
積

の
徴
収

に
要

す
る
費

用
を
含
ん
だ
歩

掛
で
あ
る
。

１
回
と
は
、
建
物
の

場
合

は
１
棟

当
た
り
と
し
、
表

6－
1に

定
め
る
他

の
区
分

の
依
頼

を
実

施
す
る
場

合
は

、
各

区
分

の
単

位
当
た
り
と
す
る
。

２
．
入
札
説
明
書

等
の
改

定
に
つ
い
て

41

入
札
手
続

関
係
書
類

入
札

手
続

関
係

書
類

・
特

記
仕

様
書

に
つ
い
て

  
（
R

8.
4.

1以
降

の
契

約
に
適

用
）
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◎◎
太太

陽陽
光光

発発
電電

設設
備備

のの
移移

転転
料料

等等
のの

調調
査査

算算
定定

にに
つつ
いい
てて

（（
RR

88
..33

..22
44
））

【
改
正
点
】

現
行
制

度
（
事
務
連
絡
）

2.
《《
地地

上上
設設
置置

式式
》》
再再
築築
工工

法法
のの

原原
則則
化化

改
正
の
概
要
（
通
知
案
）

地地
上上

設設
置置
型型
のの
太太

陽陽
光光

発発
電電
設設

備備
にに
おお
いい
てて
はは

、、
一一
度度
特特
定定
契契
約約
等等
のの
認認

定定
をを
受受

けけ
たた
パパ
ネネ
ルル
でで
、、
再再

度度
のの
特特

定定
契契
約約
等等

のの
認認

定定
をを
受受
けけ
るる
ここ
とと
がが

想想
定定

ささ
れれ

てて
いい
なな
いい
ここ
とと
かか

らら
、、
再再

築築
工工

法法
をを
原原

則則
とと
しし
、、
復復

元元
工工
法法

にに
つつ
いい
てて
はは
、、
従従

前前
のの

特特
定定
契契
約約
等等

がが
維維

持持
でで
きき
るる
ここ
とと
がが

明明
らら
かか

なな
場場
合合

にに
のの
みみ
採採
用用

すす
るる
限限

定定
的的

なな
工工
法法

とと
規規
定定

しし
たた
。。
《《
新新
規規
制制

定定
》》

【【
課課

題題
】】
現現

行行
事事
務務

連連
絡絡

にに
よよ
るる
とと
、、
地地

上上
設設
置置

型型
のの

太太
陽陽
光光
発発

電電
設設
備備

はは
「「
生生

産産
設設
備備
」」
とと
しし
てて
扱扱

うう
ここ
とと
のの

規規
定定
しし
かか

無無
いい
ここ
とと
かか
らら
、、
「「
再再
築築

工工
法法
」」
とと

「「
復復

元元
工工
法法
」」
のの

工工
法法
選選

択択
がが
、、
（（
物物
理理

的的
なな
））
復復
元元
のの

可可
否否

やや
経経
済済

比比
較較
等等

にに
よよ
っっ
てて
しし
かか

判判
断断

しし
てて
いい
なな
いい
。。

２
．
太
陽
光
発
電
設

備
の
移
転
料
等

の
調
査

算
定
に
つ
い
て

48

◎◎
太太

陽陽
光光

発発
電電

設設
備備

のの
移移

転転
料料

等等
のの

調調
査査

算算
定定

にに
つつ
いい
てて

（（
参参

考考
送送

付付
））

【
改

正
点
】

1.
太太

陽陽
光光

発発
電電
設設
備備

のの
補補

償償
にに
つつ
いい
てて
のの
基基

本本
的的
なな
考考
ええ
方方

移移
転転

のの
最最

小小
単単

位位
をを
複複
数数
のの

セセ
ルル
をを
組組

みみ
合合

わわ
せせ
たた
モモ
ジジ
ュュ
ーー

ルル
とと
すす
るる
ここ
とと
でで
、、
残残
地地

でで
のの
再再
配配
置置

やや
、、
構構

外外
へへ
のの
分分

割割
移移

転転
をを
検検

討討
しし
やや
すす
くく
なな
っっ
たた
。。
《《
新新
規規
制制
定定
》》

【【
課課

題題
】】
現現
行行

事事
務務

連連
絡絡
にに
おお
いい
てて
はは

、、
「「
建建

物物
等等

とと
しし
てて

補補
償償

すす
るる
」」
とと
しし
かか

規規
定定
がが

無無
くく
、、
太太

陽陽
光光
発発

電電
設設

備備
のの

移移
転転

のの
考考

ええ
方方

にに
関関

しし
てて
、、
具具
体体

的的
なな
指指

標標
とと
なな
るる
もも
のの

がが
なな
いい
。。

現現
行行

事事
務務

連連
絡絡

でで
想想

定定
しし
てて
いい
るる

FI
T制制

度度
にに
加加
ええ
、、
現現

在在
、、
事事

業業
計計

画画
のの

新新
規規

認認
定定
をを
得得
よよ
うう
とと
しし
たた
場場

合合
、、
主主

流流
とと
なな
っっ
てて
いい

るる
FI

P制制
度度

もも
念念
頭頭
とと
しし
てて
補補

償償
のの

考考
ええ
方方
のの

整整
理理
《《
改改
正正
》》

太太
陽陽

光光
発発
電電
設設

備備
はは
発発

電電
をを
目目
的的

とと
しし
たた
設設
備備

でで
ああ
るる
ここ
とと
かか

らら
、、

パパ
ネネ
ルル

のの
大大
きき
ささ
やや
枚枚
数数
でで
はは
なな
くく
、、
設設
備備
のの
発発

電電
電電

力力
量量
にに
着着

目目
しし
、、
移移

転転
工工

法法
のの
検検

討討
《《新新

規規
制制
定定

》》

２
．
太
陽
光
発
電
設
備
の
移
転
料
等

の
調
査

算
定
に
つ
い
て

47

１
．
国
土
交
通
省
損

失
補
償
取
扱
要
領

の
一
部

改
正
に
つ
い
て

○
要

領
第

21
条
（
１
）
及

び
第

21
条

の
２
に
規

定
さ
れ

て
い
る
年

利
率

は
据

え
置

き
【
0.

7%
】

46

目
次 １
．
国
土
交

通
省

損
失

補
償

取
扱

要
領

に
つ
い
て

２
．
太
陽
光

発
電

設
備

の
移

転
料

等
の

調
査
算
定

に
つ
い
て

３
．
「
公

共
施

設
の

設
置

に
起

因
す
る
日
陰

に
よ
り
生

ず
る
太

陽
光
発
電

設
備

に
対

す
る
損

害
等

に
係

る
費

用
負
担

に
つ
い
て
」

の
一
部

改
正

に
つ
い
て

４
．
立
竹
木

調
査

算
定

要
領

の
一

部
改

正
に
つ
い
て

５
．
そ
の
他

45
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【
改

正
点
①
】

用
材

林
調
査
に
お
け
る
、
毎
木
調
査
と
標
準
地
調
査

の
位
置
づ
け
を
整
理
。

立
竹
木
調
査
算
定
要
領
の
一
部
改
正

改
正
前

改
正
後

【
改

正
点
②
】

標
準

地
調
査
の
区
域
決
定
、
面
積
設
定
、
複
数
箇
所
調
査
、
推
定
本
数
式
を
明
確
化

改
正
前

改
正
後

４
．
立
竹
木
調
査
算

定
要
領
の
一
部
改

正
に
つ
い
て

52

◎◎
「「
公公

共共
施施

設設
のの

設設
置置

にに
起起

因因
すす
るる
日日
陰陰

にに
よよ
りり
生生
ずず
るる
太太
陽陽

光光
発発

電電
設設
備備

にに
対対

すす
るる
損損

害害
等等

にに
係係

るる
費費

用用
負負

担担
にに
つつ
いい
てて
」」
のの

一一
部部
改改

正正
にに
つつ
いい
てて

【
改

正
点

①
】

従
来

の
F
IT
制

度
（
固

定
価

格
買

取
り
制

度
）
中

心
の

内
容

を
、

F
IP
制

度
（
市

場
連

動
型

制
度

）
に
も
対
応
す
る
内
容
へ
改
正

（
費

用
負

担
額

の
算

定
）

第
２
条

 
前

項
の

機
能

回
復

は
、
「
再

生
可

能
エ
ネ
ル

ギ
ー
電

気
の

利
用

の
促

進
に
関

す
る
特

別
措
置
法
（
平
成

2
3
 年

８
月

3
0
 日

法
律
第

1
0
8
 号

）
（
以
下

「
再

エ
ネ
特

措
法

」
と
い
う
。
）
」
第

２
条

第
５
項

に
基

づ
く
特

定
契

約
（
F
IT
制

度
）
に
お
け
る
調

達
価
格
又
は
同
法
第
２
条
の
２
に
基
づ
く
供
給
促
進
交
付
金
の
交

付
（
F
IP

 制
度

）
に
お
け
る
基

準
価

格
（
以

下
「
調

達
価

格
等

」
と
い
う
。
）
の

変
更

を
伴

わ
な
い
範

囲
内
で
行
う
も
の
と
す
る
。

【
改

正
点

②
】

機
能

回
復

以
外

の
方

法
に
よ
る
全

量
買

取
に
お
け
る
事

前
対

応
の

場
合

の
費

用
負

担
算

定
式
（
付
録
）
の
改
正

・
「
従

前
の

発
電

電
力

量
」
の

定
義

を
改

正
（
余

剰
売

電
比

率
で
除

し
た
数

値
→

売
電

電
力

量
そ
の
も
の
）

・
日

射
量

補
正

に
使
う
期

間
を
改

正
（
多

照
年

、
寡

照
年

に
該

当
す
る
場

合
は

、
当

該
年

を
除
く
直
近
過
去
３
年
間

→
多

照
年

、
寡

照
年

に
該

当
す
る
場
合
は
、
当
該
年
を
除
く
直
近
３
年
間
）

改
正
前

（
※
一
部
編
集
）

改
正
後

②
事
前
対
応

年
間
費
用
負
担
相
当
額

＝
発

電
電
力

に
係
る
減

少
量

×
売
電
単
価

ア
発
電
電
力
に
係
る
減
少
量

は
、
次

式
に
よ
り
算

定
し
た
額
と
す
る
。

従
前
の
発
電
電
力
量

－
日

陰
が

生
じ
た
後
の

発
電
電

力
量

１
）
従従

前前
のの

発発
電電
電電
力力
量量

は
、
算
定
の
起
算
日
よ
り
前前

１１
年年
分分
のの
売売

電電
電電
力力
量量
と
す
る
。

な
お
、
従従

前前
のの

発発
電電

電電
力力

量量
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
、
直
近
１
年
分
の
実
績
値
を
、
直直

近近
３３
年年
分分
（（多多

照照
年年
、、
寡寡
照照

年年
にに
該該

当当
すす
るる
場場

合合
はは

、、
当当
該該
年年
をを
除除
くく
直直
近近
３３
年年
間間

））の
全

天
日
射
量
デ
ー
タ
の
平
均
値

で
補
正
す
る
方
法

に
よ
り
算

出
す
る
も
の

と
す
る
。

２
）
日
陰
が
生
じ
た
後
の

発
電
電

力
量

に
つ
い
て
は
、
上

記
１
）
と
同
様

に
取
り
扱
う
も
の

と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
上

記
１
）
中

「原
則
と
し
て
、
直

近
１
年
分

の
実

績
値
」
と
あ

る
の
は
「
推
計
値
」と

読
み

替
え
る
も
の

と
す
る
。

②
事

前
対

応
年

間
費

用
負
担
相
当
額
＝
発
電
電
力
に
係
る
減
少
量

×
売
電
単
価

ア
発

電
電

力
に
係
る
減
少
量
は
、
次
式
に
よ
り
算
定
し
た
額
と
す
る
。

従
前

の
発

電
電
力
量
－
日
陰
が
生
じ
た
後
の
発
電
電
力
量

１
）
従従

前前
のの

発発
電電
電電
力力
量量

は
、
算
定
の
起
算
日
よ
り
前前

１１
年年
分分
のの
売売
電電
電電
力力
量量
にに
つつ
いい

てて
、、
余余

剰剰
売売
電電
比比
率率
でで
除除
しし
たた
数数
値値
と
す
る
。
な
お
、
従従

前前
のの
発発
電電

電電
力力
量量
に
つ
い
て
は
、

原
則
と
し
て
、
直
近
１
年
分
の

実
績
値
を
、
直直
近近
過過

去去
３３
年年
間間
（（
多多
照照
年年
、、
寡寡
照照
年年
にに
該該
当当

すす
るる
場場

合合
はは
、、
当当

該該
年年
をを
除除
くく
直直

近近
過過
去去
３３
年年
間間
））
の
全
天
日
射
量
デ
ー
タ
の
平
均
値
で

補
正

す
る
方

法
に
よ
り
算
出
す
る
も
の
と
す
る
。

２
）
日

陰
が
生
じ
た
後
の
発
電
電
力
量
に
つ
い
て
は
、
上
記
１
）
と
同
様
に
取
り
扱
う
も
の

と
す
る
。
こ
の

場
合
に
お
い
て
、
上
記
１
）
中
「原

則
と
し
て
、
直
近
１
年
分
の
実
績
値
」
と
あ

る
の

は
「
推

計
値
」と

読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

３
．
「
公
共
施

設
の
設
置

に
起

因
す
る
日

陰
に
よ
り
生

ず
る
太
陽
光
発
電
設
備

に
対
す
る
損
害
等

に
係

る
費

用
負

担
に
つ
い
て
」
の
一

部
改
正
に
つ
い
て

51

◎◎
太太

陽陽
光光

発発
電電

設設
備備

のの
移移

転転
料料

等等
のの

調調
査査

算算
定定

にに
つつ
いい
てて

（（
RR

88
..33

..22
44
））

【
改
正
点
】

5.
移移

転転
雑雑

費費
のの
補補
償償
にに
つつ
いい
てて

現現
行行

事事
務務

連連
絡絡

でで
規規

定定
ささ
れれ

てて
いい
るる
経経

費費
のの
取取

扱扱
いい
（（
条条

例例
等等

にに
基基

づづ
くく

環環
境境

影影
響響

評評
価価

等等
にに
関関

すす
るる
費費

用用
、、
建建

築築
基基
準準
法法

やや
電電

気気
事事
業業

法法
等等
のの

手手
続続

きき
がが
必必

要要
とと
なな
るる
場場
合合

のの
申申
請請

費費
用用
等等

））
にに
加加

ええ
てて
、、
再再
エエ
ネネ
特特
措措

法法
のの

改改
正正

にに
よよ
りり
必必

要要
とと
なな
っっ
たた
説説

明明
会会

やや
事事
前前

周周
知知
措措

置置
のの
費費

用用
にに

つつ
いい
てて
、、
移移

転転
雑雑
費費
とと
しし
てて
例例

示示
的的
にに
列列

挙挙
をを
行行

うう
ここ
とと
とと
しし
たた
。。
《《
改改
正正

》》

【【
課課

題題
】】
再再
エエ
ネネ
特特
措措

法法
のの
改改
正正
にに
よよ
りり
、、
一一

定定
のの
条条

件件
下下
でで
必必

要要
とと
なな
るる
説説
明明
会会

やや
事事
前前
周周
知知
措措

置置
にに
関関

すす
るる
費費
用用

のの
補補
償償

のの
取取

扱扱
がが
不不

明明
瞭瞭
とと
なな
っっ
てて
いい
るる
。。

4.
取取

りり
ここ
わわ
しし
工工
事事
費費

のの
補補
償償
方方
法法
のの
見見
直直
しし

公公
共共

用用
地地

のの
取取

得得
にに
伴伴

いい
移移
転転

がが
必必
要要

とと
なな
るる
場場

合合
、、
解解

体体
処処
分分
費費

（（
解解

体体
純純

工工
事事

費費
、、
廃廃

材材
運運
搬搬

費費
、、
廃廃

材材
処処
分分

費費
））
等等
にに
つつ
いい
てて
はは

、、
建建

物物
移移
転転

料料
等等

とと
同同

様様
にに
、、
全全
額額
補補
償償

をを
行行
うう
ここ
とと
とと
しし
たた
。。
《《
改改
正正

》》
【【
課課

題題
】】
一一
部部
のの
太太

陽陽
光光

発発
電電
設設

備備
にに
おお
いい
てて
、、
廃廃

材材
運運

搬搬
費費
等等

自自
体体

のの
補補

償償
でで
はは
なな
くく
、、
運運
用用

益益
損損
失失

額額
のの
補補

償償
をを
行行
うう
ここ
とと
とと

なな
っっ
てて
いい
るる
。。

２
．
太
陽
光
発
電
設

備
の
移
転
料
等

の
調
査

算
定
に
つ
い
て

50

◎◎
太太

陽陽
光光

発発
電電

設設
備備

のの
移移

転転
料料

等等
のの

調調
査査

算算
定定

にに
つつ
いい
てて

（（
RR

88
..33

..22
44
））

【
改
正
点
】

【【
課課

題題
】】
移移

転転
対対

象象
とと
なな
るる
太太

陽陽
光光

発発
電電
設設

備備
のの
出出

力力
がが

11
00
kkWW

未未
満満

とと
なな
るる
場場

合合
、、
制制

度度
上上
、、
従従

前前
とと
同同

様様
のの

特特
定定
契契

約約
等等
のの

新新
規規

申申
請請

がが
不不

可可
能能
でで
ああ
るる
がが
、、
どど
のの

よよ
うう
なな
移移

転転
工工
法法
をを
取取

れれ
ばば

いい
いい
のの
かか

、、
ルル

ーー
ルル

がが
無無
かか

っっ
たた
。。

3.
《《
地地
上上

設設
置置
式式
》》除除

却却
工工

法法
のの
追追
加加

移移
転転

対対
象象

とと
なな
るる
発発
電電

設設
備備
のの
出出

力力
がが

11
00
kkWW

未未
満満

でで
ああ
りり
、、
かか

つつ
、、

残残
地地

がが
合合

理理
的的
なな
移移
転転

先先
にに
なな
らら
なな
いい
場場
合合
はは
、、
移移

転転
先先
（（
構構

外外
））

でで
従従

前前
とと
同同

様様
のの
特特
定定

契契
約約
等等

がが
締締
結結
でで
きき
なな
いい
ここ
とと
かか

らら
、、
除除

却却
工工

法法
をを
採採

用用
でで
きき
るる
ここ
とと
をを
規規

定定
しし
たた
。。
《《
新新
規規
制制
定定

》》

併併
せせ

てて
、、
除除

却却
工工

法法
をを
採採
用用
すす
るる
場場
合合
のの
補補

償償
額額
のの
算算
定定
式式
にに
つつ

いい
てて
もも
新新

たた
にに
規規

定定
しし
たた
。。
《《
新新

規規
制制

定定
》》

２
．
太
陽
光
発
電
設
備
の
移
転
料
等

の
調
査

算
定
に
つ
い
て
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令
和

８
年

度
損

失
補

償
算

定
標

準
書

の
主

な
改

正
点

１
．
「
近

畿
地

区
地

区
別

補
正

率
表
」の

廃
止

（建
物
・工

作
物
補
償
「
運
用
申
し
合
わ
せ
」）

・
損

失
補

償
算

定
標

準
書

の
発
出
に
よ
り
運
用
の

全
国
統

一
化
が

進
む
な
か

、
地
区

別
補
正

率
表

を
運
用
し
て
い

る
の

は
近

畿
地

区
の

み
と
な
っ
て
い
た
。
損

失
補
償

基
準
の

統
一
的

な
運

用
が
求

め
ら
れ

る
状

況
を
踏

ま
え
、
他

地
区

と
同

様
に
、
地

区
別

補
正
率
表

の
運
用

を
廃 廃

止止
し
ま
し
た
。

廃廃
止止

56

損
失

補
償

算
定

標
準

書
に

つ
い

て

運
用

に
あ

た
っ

て
の

留
意

事
項

○
目

的

用
地

補
償

算
定

業
務

を
行

う
に

あ
た

り
、

適
正

か
つ

公
平

な
損

失
補

償
金

額
の

算
定

を
円

滑
に

行
う

目
的

で
、

補
償

項
目

毎
に

、
算

定
方

法
、

標
準

歩
掛

及
び

単
価

を
示

し
て

い
る

も
の

で
す

。
し

た
が

っ
て

適
用

に
あ

た
っ

て
は

本
書

の
内

容
と

補
償

対
象

物
件

の
規

模
等

と
の

適
合

性
を

検
討

し
、

適
合

性
が

認
め

ら
れ

な
い

場
合

に
は

歩
掛

の
組

み
替

え
又

は
別

途
積

算
等

に
よ

っ
て

対
応

す
る

こ
と

が
必

要
と

な
り

ま
す

。

○
構

成

公
共

用
地

の
取

得
に

伴
う

損
失

補
償

基
準

（
昭

和
3
7
年

1
0
月

1
2
日

用
地

対
策

連
絡

会
決

定
）
及

び
同

細
則

（
昭

和
3
8
年

3
月

7
日

用
地

対
策

連
絡

会
決

定
）
等

に
規

定
さ

れ
て

い
る

補
償

項
目

の
う

ち
、

そ
の

算
定

手
法

の
標

準
化

が
可

能
な

も
の

や
、

あ
ら

か
じ

め
基

準
表

を
作

成
し

運
用

す
る

こ
と

が
妥

当
と

さ
れ

て
い

る
も

の
に

つ
い

て
、

そ
の

損
失

補
償

金
額

が
算

定
で

き
る

よ
う

構
成

し
て

い
ま

す
。

Ⅰ
 基

準
・
要

領
編

Ⅱ
 単

価
編

Ⅲ
 内

訳
編

Ⅳ
 工

損
編

55

令
和

８
年

度
損

失
補
償
算
定
標
準
書
に
つ
い
て

令
和

８
年

度
近

畿
用

対
連

 

補
償

算
定

標
準

書
に
つ
い
て

国
土
交
通
省

近
畿
地
方
整
備
局

用
地
部

用
地
補
償
課

令
和
８
年
６
月

54

５
．
そ
の
他

53
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令
和

８
年

度
損

失
補

償
算

定
標

準
書

の
主

な
改

正
点

３
．
基

礎
工

事
・
（
木

造
用

）
、
布

基
礎

モ
ル

タ
ル

刷
毛

仕
上

げ
単

価
の

単
位

を
「
ヶ
所

」
か

ら
「
㎡

」
に
変

更
し
新

設
。

施
工

面
積

を
乗

じ
て
算

定
。

コ
ー
ド

単
　
 
価
 
　
名
 
　
称

形
　
　
状
　
　
寸
　
　
法
　
　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛
倍
数

2
1
5
1
3
9
0
布
基
礎
ﾓ
ﾙ
ﾀ
ﾙ
刷
毛
仕
上
げ

m
2

1
 

コ
ー
ド

資
 
材
 
・
 
労
 
務
 
職
 
種

内
　
　
容
　
　
・
　
　
規
　
　
格

単
位

歩
掛
・
数
量

損
　
率

2
4
5
0
2
8
0
外
壁
･
ﾓ
ﾙ
ﾀ
ﾙ
塗
は
け
引
き

厚
2
5
㎜

m
2

1
.
0
0
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0
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令
和

８
年

度
損

失
補
償
算
定
標
準
書
の
主
な
改
正
点

２
．
基
礎
工

事
･(
木
造
用

)、
布
コ
ン
ク
リ
ー
ト
（
有
筋
）
単
価
の
う
ち
、

C
F
0
2
及
び

C
F
 0

3
に
つ
い
て
、

フ
ラ
ッ
ト
３
５
基
準
及
び
建
築
基
準
法
を
考
慮
し
て
形
状
寸
法
の

一
部

を
変

更
。

立
上

り
高

3
0
0
→

4
0
0
㎜

に
変
更

底
盤

厚
1
2
0
→

1
5
0
㎜

に
変

更

【
C

F0
2】

【
C

F0
3】
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令
和

８
年

度
損

失
補

償
算

定
標

準
書

の
主

な
改

正
点

３３
．．
単単

価価
及及

びび
歩歩

掛掛
にに
つつ
いい
てて
（（
単単

価価
編編

・・
内内

訳訳
編編
〔〔
ⅠⅠ

〕〕
〔〔
ⅡⅡ

〕〕
、、
工工

損損
編編

））

１
．
下

請
経

費
（
そ
の

他
の

率
）
に
つ
い
て
各

工
種

毎
の

そ
の

他
率

の
中

間
値

に
、

墜
落

制
止

器
具

を
含

む
環

境
安

全
費

と
し
て
１
％

を
加

算
し
た
率

に
変

更
。

例
：
仮

設
工

事
2
0
～

3
0
％

中
間

値
2
5
％

＋
1
％

⇒
2
6
％

（
参

考
）
R

7年
度

58

令
和

８
年

度
損

失
補
償
算
定
標
準
書
の
主
な
改
正
点

２
．
建
築
物
確
認
申
請
等
手
数
料
（法

令
上
の
手
続
き
に
要
す
る
費
用
）

（基
準
要
領
編
〔Ⅲ

〕-
６
（3
）移

転
雑
費
留
意
事
項
）

【概
要
】

令
和

7年
度
以
前
は
、
確
認
申
請
等
手
数
料
は
条
例
に
よ
る
も
の
と
し
、

構
造
計
算
適
合
性
判
定
手
数
料
等
は
、
条
例
に
定
め
が
な
い
場
合
、
判
定
機
関
手
数
料
を
準
用
と
し
て
い
た
。

し
か
し
実
務
で
は
、
例
と
し
て
大
阪
府
は
条
例
額
が
あ
っ
て
も
申
請
は
判
定
機
関
基
準
（条

例
額
の

3 3割割
増増
）と

な
り
、
条

例
額
が
実
態
と
乖
離
し
て
い
た
。

こ
の
た
め
、
構
造
計
算
適
合
性
判
定
手
数
料
等
は
「条

例
に
よ
る
」ま

た
は
「判

定
機
関
手
数
料
を
準
用
」を

並
列
表
記

に
改
め
た
。

【内
容
】

建
築
物
確
認
申
請
等
手
数
料
及
び
建
物
の
移
転
工
法
別
床
面
積
認
定
方
法
に
つ
い
て
は
、
各
地
方
公
共
団
体
の
条

例
の
定
め
に
よ
る
も
の
と
し
、
構
造
計
算
適
合
性
判
定
手
数
料
及
び
建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
の
向
上
に
関

す
る
法
律
に
基
づ
く
適
合
性
判
定
を
要
す
る
建
築
物
毎
の
手
数
料
に
つ
い
て
は
、
適適
合合
性性
判判
定定
機機
関関
がが
定定
めめ
るる
手手
数数

料料
等
を
準
用
す
る
こ
と
も
可
能
と
す
る
。

（
参

考
）
R

7年
度
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令
和

８
年

度
損

失
補

償
算

定
標

準
書

の
主

な
改

正
点

７
．
金

属
工

事
、
鉄

骨
階

段
単

価
の

歩
掛

を
変

更
し
、
踊

り
場

を
含

む
単

価
に
変

更
。

コ
ー
ド

単
　
 
価
 
　
名
 
　
称

形
　
　
状
　
　
寸
　
　
法
　
　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛
倍
数

2
4
7
0
3
4
0
鉄
骨
階
段

幅
9
0
0
m
m
･
手
摺
共

ｍ
6
.
2
4
 

コ
ー
ド

資
 
材
 
・
 
労
 
務
 
職
 
種

内
　
　
容
　
　
・
　
　
規
　
　
格

単
位

歩
掛
・
数
量

損
　
率

2
0
1
0
0
2
0
や
り
か
た

小
規
模
･
複
雑

建
m
2

5
.
9
2
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
4
7
1
5
0
0
溝
形
鋼
･
(
大
形
)

C
-
8
×
2
0
0
×
9
0

㎏
4
0
7
.
5
5
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
4
7
1
5
1
0
溝
形
鋼
･
(
大
形
)

C
-
7
×
1
8
0
×
7
5

㎏
9
7
.
9
7
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
9
3
0
3
5
0
角
形
鋼
管
･
(
柱
用
)

正
方
形
･
6
.
0
m
m
×
1
5
0
m
m
×
1
5
0
m
m
･
2
6
.
4
㎏
/
m

㎏
7
3
.
1
8
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
2
5
0
2
0
0
等
辺
山
形
鋼
･
(
中
形
)

L
-
6
×
5
0
×
5
0

㎏
2
0
.
2
8
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
2
5
0
4
6
0
平
鋼
･
(
補
助
鋼
材
)

6
×
5
0
～
7
5

㎏
1
4
.
4
2
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
4
7
1
5
5
0
縞
鋼
板

4
.
5
×
9
1
4
×
1
,
8
2
9

㎏
2
3
5
.
1
8
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
4
7
1
5
2
0
一
般
構
造
用
炭
素
鋼
鋼
管

○
-
4
2
.
7
×
3
.
5

㎏
7
1
.
8
7
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
4
7
1
5
3
0
一
般
構
造
用
炭
素
鋼
鋼
管

○
-
2
7
.
2
×
2
.
3

㎏
5
8
.
7
6
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
2
5
0
4
7
0
鋼
板

4
.
5
×
9
1
4
×
1
,
8
2
9

k
g

9
5
.
6
7
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
4
7
1
5
4
0
厚
板

1
6
×
9
1
4
×
1
,
8
2
9

㎏
2
5
.
0
2
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
2
5
0
3
8
0
鉄
骨
加
工
･
組
立
･
建
方

肉
厚
4
㎜
以
上
9
㎜
未
満

㎏
1
0
9
9
.
8
9
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
6
1
0
1
7
0
合
成
樹
脂
調
合
ﾍ
ﾟ
ｲ
ﾝ
ﾄ
塗

S
O
P
･
鉄
部
･
3
回
塗
･
素
地
･
錆
止
共

m
2

2
8
.
7
1
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
2
5
0
4
4
0
ｱ
ﾝ
ｶ
ｰ
ﾎ
ﾞ
ﾙ
ﾄ
埋
込

径
1
6
㎜
･
主
柱
用

本
8
.
0
0
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

計

（
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考
）
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令
和

８
年

度
損

失
補
償
算
定
標
準
書
の
主
な
改
正
点

６
．
鉄
骨
工

事
、
鋼
材
費
単
価
（
コ
ー
ド

2
2
5
0
0
1
0
～

2
2
5
0
1
2
0
）
歩

掛
の

統
計

数
量

を
見

直
し
変

更
。

コ
ー
ド

単
　
 
価
 
　
名
 
　
称

形
　
　
状
　
　
寸
　
　
法
　
　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛
倍
数

2
2
5
0
0
1
0
鋼
材
費
･
[
材
料
費
の
み
]

肉
厚
9
㎜
以
上
･
(
ﾋ
ﾞ
ﾙ
ﾄ
ﾞ
H
主
体
)
･
1
0
t
未
満

t
1
 

コ
ー
ド

資
 
材
 
・
 
労
 
務
 
職
 
種

内
　
　
容
　
　
・
　
　
規
　
　
格

単
位

歩
掛
・
数
量

損
　
率

1
2
5
0
3
9
0
切
板

S
M
4
9
0
A

ｔ
0
.
3
4
8
6
4

1
.
0
0
0
0
0

1
2
5
0
0
3
0
H
形
鋼
･
(
中
幅
)

H
-
3
4
0
×
2
5
0
×
9
×
1
4

ｔ
0
.
3
4
8
6
4

1
.
0
0
0
0
0

1
2
5
0
1
3
0
溝
形
鋼
･
(
大
形
)

C
-
7
.
5
×
2
0
0
×
8
0

ｔ
0
.
0
3
8
7
6

1
.
0
0
0
0
0

1
2
5
0
1
6
0
等
辺
山
形
鋼
･
(
中
形
)

L
-
6
×
7
5
×
7
5

ｔ
0
.
0
2
5
4
4

1
.
0
0
0
0
0

1
2
5
0
3
1
0
軽
量
形
鋼
･
(
ﾘ
ｯ
ﾌ
ﾟ
溝
)

C
-
1
0
0
×
5
0
×
2
0
×
3
.
2

ｔ
0
.
0
7
4
6
4

1
.
0
0
0
0
0

1
2
5
0
2
9
0
一
般
構
造
用
丸
鋼

径
2
5
m
m

ｔ
0
.
0
2
5
3
4

1
.
0
0
0
0
0

1
2
5
0
4
2
0
厚
板

9
～
1
2
×
9
1
4
×
1
,
8
2
9

ｔ
0
.
1
3
8
5
4

1
.
0
0
0
0
0

計
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令
和

８
年

度
損

失
補

償
算

定
標

準
書

の
主

な
改

正
点

５
．
鉄

骨
工

事
、
ベ
ー
ス
モ
ル

タ
ル

単
価

の
単

位
を
「
ヶ
所

」
か

ら
「
㎡

」
に
変

更
し
新

設
。

コ
ー

ド
単

　
 
価

 
　

名
 
　

称
形

　
　

状
　

　
寸

　
　

法
　

　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛

倍
数

2
2
5
0
4
2
5
ﾍ
ﾞ
ｰ
ｽ
ﾓ
ﾙ
ﾀ
ﾙ

m
2

0
.
2
5
 

コ
ー

ド
資

 
材

 
・

 
労

 
務

 
職

 
種

内
　

　
容

　
　

・
　

　
規

　
　

格
単

位
歩

掛
・

数
量

損
　

率

1
2
1
0
0
1
0
ｾ
ﾒ
ﾝ
ﾄ

普
通

ﾎ
ﾟ
ﾙ
ﾄ
ﾗ
ﾝ
ﾄ
ﾞ

㎏
5
.
0
0
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
1
1
0
0
3
0
砂

m
3

0
.
0
0
8
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
7
左

官
工

人
0
.
0
9
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
普

通
作

業
員

人
0
.
0
3
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

9
0
0
0
5
2
0
そ

の
他

労
×

2
4
%

式
0
.
2
4
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

計

（
参

考
）
R

7年
度
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令
和

８
年

度
損

失
補
償
算
定
標
準
書
の
主
な
改
正
点

４
．
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ブ
ロ
ッ
ク
を
使
用
し
た
単
価
（
基
礎
工
事
・
（
木
造

用
）
／

空
洞

ブ
ロ
ッ
ク
積

単
価

、
既

製
コ
ン
ク
リ
ー
ト

(組
積

)工
事
）
／
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ブ
ロ
ッ
ク
積
単
価
等

）
に
つ
い
て
は

、
資

材
の

規
格

の
Ａ
種
Ｂ
種
を
取
り
や
め
、
内
壁
、
外
壁
の
区
別
を
し
た
う
え
で
、
強

度
の

高
い
Ｃ
種

に
統

一
し
変

更
。

R
8年

度
改
正

R
７
年

度
変

更
前

61
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令
和

８
年

度
損

失
補

償
算

定
標

準
書

の
主

な
改

正
点

1
3
.造

作
工

事
･（
木

造
用

）
、
ぬ

れ
縁

単
価

の
単

位
を
「
ヶ
所

」
か

ら
「
㎡

」
に
変

更
。

ぬ
れ

縁
の

面
積

を
乗
じ
て
算

定

1
4
.造

作
工

事
･（
木

造
用

）
、
木

製
戸

袋
単

価
の

単
位

を
「
ヶ
所

」
か

ら
「
㎡

」
に
変

更
。

木
製

戸
袋

の
見

付
面

積
を
乗

じ
て
算

定
。

コ
ー

ド
単

　
 
価

 
　

名
 
　

称
形

　
　

状
　

　
寸

　
　

法
　

　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛

倍
数

2
6
7
0
1
3
5
ぬ

れ
縁

幅
6
0
0
m
m
程

度
m
2

1
.
0
8
 

コ
ー

ド
資

 
材

 
・

 
労

 
務

 
職

 
種

内
　

　
容

　
　

・
　

　
規

　
　

格
単

位
歩

掛
・

数
量

損
　

率

1
6
7
0
1
1
0
ぬ

れ
縁

･
(
ひ

の
き

材
)

幅
6
0
0
m
m
×

長
さ

1
,
8
0
0
m
m
×

高
さ

3
5
0
m
m
･
ｵ
ｲ
ﾙ
ｽ
ﾃ
ｲ
ﾝ

個
1
.
0
0
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
1
5
0
5
8
0
束

石
(
ﾌ
ﾞ
ﾛ
ｯ
ｸ
)

1
8
0
m
m
×

2
0
0
m
m
×

2
0
0
m
m
･
(
T
S
0
2
)
･
機

械
掘

ヶ
所

2
.
0
0
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
6
大

工
人

0
.
3
5
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
普

通
作

業
員

人
0
.
0
7
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

9
0
0
0
5
1
0
そ

の
他

労
×

2
6
%

式
0
.
2
6
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

計

コ
ー
ド

単
　
 
価
 
　

名
 
　
称

形
　
　
状
　
　
寸
　
　
法
　
　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛
倍
数

2
6
7
0
6
7
5
木
製
戸
袋

m
2

1
.
2
3
 

コ
ー
ド

資
 
材
 
・
 
労

 
務
 
職
 
種

内
　
　
容
　
　
・
　
　
規
　
　
格

単
位

歩
掛
・
数
量

損
　
率

1
4
6
0
1
1
0
木
材
･
[
正
割
材
]

米
つ
が
･
上
小
節

m
3

0
.
0
1
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
4
6
0
1
3
0
木
材
･
[
平
割
材
]

桧
･
特
1
等

m
3

0
.
0
2
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
4
6
0
1
5
0
木
材
･
[
板
材
]

杉
･
特
1
等

m
3

0
.
0
1
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
4
6
0
3
2
0
ﾗ
ﾜ
ﾝ
合
板

厚
5
.
5
m
m
･
1
類
(
完
全
耐
水
)

m
2

0
.
7
8
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
4
1
0
1
6
0
ｶ
ﾗ
ｰ
鉄
板
平
板
葺

厚
0
.
4
㎜
･
四
つ
切
り
･
野
地
板
を
除
く
下
地
共
･
(
平
家
)

m
2

0
.
2
1
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
6
大
工

人
0
.
2
2
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
普
通
作
業
員

人
0
.
0
2
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

9
0
0
0
3
6
0
釘
･
金
物
･
接
着
剤

労
×
4
%

式
0
.
0
4
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

9
0
0
0
5
1
0
そ
の
他

労
×
2
6
%

式
0
.
2
6
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

計

68

令
和

８
年

度
損

失
補
償
算
定
標
準
書
の
主
な
改
正
点

1
1
.造

作
工

事
、
造
作
棚
単
価
（
単
位
：
㎡
）
を
新
設
。
棚
板
の

面
積

を
乗

じ
て
算

定
。

1
2
.造

作
工

事
キ
ッ
チ
ン
カ
ウ
ン
タ
ー
単
価
（
単
位
：
ｍ
）
を
新
設
。

カ
ウ
ン
タ
ー
の
長
さ
を
乗
じ
て
算
定
。

コ
ー

ド
単

　
 
価

 
　

名
 
　

称
形

　
　

状
　

　
寸

　
　

法
　

　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛

倍
数

2
6
5
1
0
8
0
造

作
棚

m
2

1
 

コ
ー

ド
資

 
材

 
・

 
労

 
務

 
職

 
種

内
　

　
容

　
　

・
　

　
規

　
　

格
単

位
歩

掛
・

数
量

損
　

率

1
6
5
0
8
5
7
造

作
棚

厚
2
0
m
m
程

度
m
2

1
.
0
0
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
0
1
0
0
8
0
く

ぎ
類

㎏
0
.
1
7
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
6
大

工
人

0
.
2
6
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
普

通
作

業
員

人
0
.
0
6
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

9
0
0
0
5
1
0
そ

の
他

労
×

2
6
%

式
0
.
2
6
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

計

コ
ー

ド
単

　
 
価

 
　

名
 
　

称
形

　
　

状
　

　
寸

　
　

法
　

　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛

倍
数

2
6
5
1
0
9
0
ｷ
ｯ
ﾁ
ﾝ
ｶ
ｳ
ﾝ
ﾀ
ｰ

幅
6
0
0
m
m
程

度
ｍ

1
 

コ
ー

ド
資

 
材

 
・

 
労

 
務

 
職

 
種

内
　

　
容

　
　

・
　

　
規

　
　

格
単

位
歩

掛
・

数
量

損
　

率

1
6
5
0
8
5
8
ｷ
ｯ
ﾁ
ﾝ
ｶ
ｳ
ﾝ
ﾀ
ｰ

ﾒ
ﾗ
ﾐ
ﾝ
ﾎ
ﾟ
ｽ
ﾄ
ﾌ
ｫ
ｰ
ﾑ
ｶ
ｳ
ﾝ
ﾀ
ｰ

ｍ
1
.
0
0
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
0
1
0
0
8
0
く

ぎ
類

㎏
0
.
1
0
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
6
大

工
人

0
.
1
5
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
普

通
作

業
員

人
0
.
0
3
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

9
0
0
0
5
1
0
そ

の
他

労
×

2
6
%

式
0
.
2
6
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

計

67

令
和

８
年

度
損

失
補

償
算

定
標

準
書

の
主

な
改

正
点

９
．
金

属
製

建
具

工
事

ア
ル

ミ
製

方
立

・
無

目
単

価
（
単

位
：
ｍ
）
を
新

設
。

方
立

、
無

目
共

に
使

用
で
き
、
長

さ
を
乗

じ
て
算

定

コ
ー
ド

単
　
 
価
 
　
名
 
　
称

形
　
　
状
　
　
寸
　
　
法
　
　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛
倍
数

2
5
3
1
1
0
0
ｱ
ﾙ
ﾐ
製
方
立
･
無
目

ｍ
1
 

コ
ー
ド

資
 
材
 
・
 
労
 
務
 
職
 
種

内
　
　
容
　
　
・
　
　
規
　
　
格

単
位

歩
掛
・
数
量

損
　
率

1
5
3
0
7
1
0
ｱ
ﾙ
ﾐ
製
方
立

長
さ
1
,
5
0
0
m
m

本
0
.
6
7
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
3
ｻ
ｯ
ｼ
工

人
0
.
0
5
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
普
通
作
業
員

人
0
.
0
1
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

9
0
0
0
5
0
0
そ
の
他

労
×
2
1
%

式
0
.
2
1
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

計

1
0
.ガ

ラ
ス
工

事
（
木
造

農
家

住
宅

系
）
単

価
の

適
用

の
変

更
。

ガ
ラ
ス
工

事
に
お
け
る
木

造
の

農
家

住
宅

系
（
コ
ー
ド

2
5
7
1
0
4
0
）
に
つ
い
て
、

実
態

と
乖

離
が

大
き
い
と
認

め
ら
れ

る
た
め
当

該
コ
ー
ド
を
削

除
。

今
後

は
、
木

造
住
宅

系
「
上

中
並

」
の

区
分

単
価

を
適

用
。

66

令
和

８
年

度
損

失
補
償
算
定
標
準
書
の
主
な
改
正
点

８
．
金
属
工

事
、
カ
ー
テ
ン
レ
ー
ル
単
価
の
単
位
を
「
組
」
か
ら
「
ｍ
」
に
変

更
。

材
質
は
「
金
属
製
」
及
び
「
木
製
」
の
２
種
類
に
変
更
し
新
設

。
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令
和

８
年

度
損

失
補

償
算

定
標

準
書

の
主

な
改

正
点

1
8
.厨

房
設

備
工

事
、
キ
ッ
チ
ン
パ

ネ
ル

単
価

の
単

位
を
「
ヶ
所

」
か

ら
「
㎡

」
に
変

更
し
新

設
。

キ
ッ
チ
ン
パ

ネ
ル

の
面

積
を
乗

じ
て
算

定
。

コ
ー
ド

単
　
 
価
 
　
名
 
　
称

形
　
　
状
　
　
寸
　
　
法
　
　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛
倍
数

2
7
8
0
3
5
0
ｷ
ｯ
ﾁ
ﾝ
ﾊ
ﾟ
ﾈ
ﾙ

m
2

1
.
7
3
 

コ
ー
ド

資
 
材
 
・
 
労
 
務
 
職
 
種

内
　
　
容
　
　
・
　
　
規
　
　
格

単
位

歩
掛
・
数
量

損
　
率

1
7
8
0
3
2
0
ｷ
ｯ
ﾁ
ﾝ
ﾊ
ﾟ
ﾈ
ﾙ

ﾌ
ﾛ
ﾝ
ﾄ
･
幅
1
,
8
0
0
m
m

ヶ
所

1
.
0
0
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
8
配
管
工

人
0
.
8
5
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

9
0
0
0
5
2
0
そ
の
他

労
×
2
4
%

式
0
.
2
4
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

計

72

令
和

８
年

度
損

失
補
償
算
定
標
準
書
の
主
な
改
正
点

1
7
.排

水
(屋

内
)設

備
工
事
の
屋
内
排
水
配
管
単
価
（
コ
ー
ド

2
8
0
0
0
1
1
）
及

び
排

水
(屋

内
)設

備
工

事
･

(木
造
用

)の
屋
内
排
水
配
管
単
価
（
コ
ー
ド

2
8
1
0
1
0
0
）
歩
掛
の

統
計

数
量

を
見

直
し
変

更
。

コ
ー

ド
単

　
 
価

 
　

名
 
　

称
形

　
　

状
　

　
寸

　
　

法
　

　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛

倍
数

2
8
0
0
0
1
1
屋

内
排

水
配

管
非

木
造

建
物

栓
1
 

コ
ー

ド
資

 
材

 
・

 
労

 
務

 
職

 
種

内
　

　
容

　
　

・
　

　
規

　
　

格
単

位
歩

掛
・

数
量

損
　

率

2
8
0
0
0
2
0
屋

内
排

水
配

管
φ

4
0
m
m
･
硬

質
塩

ﾋ
ﾞ
管

ｍ
0
.
2
0
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
8
0
0
0
3
0
屋

内
排

水
配

管
φ

5
0
m
m
･
硬

質
塩

ﾋ
ﾞ
管

ｍ
0
.
6
9
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
8
0
0
0
4
0
屋

内
排

水
配

管
φ

6
5
m
m
･
硬

質
塩

ﾋ
ﾞ
管

ｍ
0
.
1
0
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
8
0
0
0
5
0
屋

内
排

水
配

管
φ

7
5
m
m
･
硬

質
塩

ﾋ
ﾞ
管

ｍ
0
.
5
6
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
8
0
0
0
6
0
屋

内
排

水
配

管
φ

1
0
0
m
m
･
硬

質
塩

ﾋ
ﾞ
管

ｍ
1
.
3
4
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
8
0
0
0
7
0
屋

内
排

水
配

管
φ

1
2
5
m
m
･
硬

質
塩

ﾋ
ﾞ
管

ｍ
0
.
2
9
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
8
0
0
2
0
0
屋

内
排

水
配

管
φ

4
0
m
m
･
耐

火
二

層
管

ｍ
0
.
1
9
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
8
0
0
2
1
0
屋

内
排

水
配

管
φ

5
0
m
m
･
耐

火
二

層
管

ｍ
0
.
8
3
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
8
0
0
2
2
0
屋

内
排

水
配

管
φ

6
5
m
m
･
耐

火
二

層
管

ｍ
0
.
0
1
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
8
0
0
2
3
0
屋

内
排

水
配

管
φ

7
5
m
m
･
耐

火
二

層
管

ｍ
0
.
3
6
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
8
0
0
2
4
0
屋

内
排

水
配

管
φ

1
0
0
m
m
･
耐

火
二

層
管

ｍ
0
.
6
6
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

計

コ
ー

ド
単

　
 
価

 
　

名
 
　

称
形

　
　

状
　

　
寸

　
　

法
　

　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛

倍
数

2
8
1
0
1
0
0
屋

内
排

水
配

管
木

造
建

物
栓

1
 

コ
ー

ド
資

 
材

 
・

 
労

 
務

 
職

 
種

内
　

　
容

　
　

・
　

　
規

　
　

格
単

位
歩

掛
・

数
量

損
　

率

2
8
0
0
0
3
0
屋

内
排

水
配

管
φ

5
0
m
m
･
硬

質
塩

ﾋ
ﾞ
管

ｍ
0
.
9
5
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
8
0
0
0
4
0
屋

内
排

水
配

管
φ

6
5
m
m
･
硬

質
塩

ﾋ
ﾞ
管

ｍ
0
.
7
0
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
8
0
0
0
5
0
屋

内
排

水
配

管
φ

7
5
m
m
･
硬

質
塩

ﾋ
ﾞ
管

ｍ
0
.
6
5
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
8
0
0
0
6
0
屋

内
排

水
配

管
φ

1
0
0
m
m
･
硬

質
塩

ﾋ
ﾞ
管

ｍ
1
.
4
7
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

計

71

令
和

８
年

度
損

失
補

償
算

定
標

準
書

の
主

な
改

正
点

1
6
.給

水
給

湯
(屋

内
)設

備
工

事
の

屋
内

給
水

(湯
)配

管
単

価
（
コ
ー
ド

2
7
4
0
1
9
1
）
及

び
給

水
給

湯
(屋

内
)設

備
工

事
･(
木

造
用

)の
屋

内
給

水
(湯

)配
管

単
価

（
コ
ー
ド

2
7
5
0
3
0
0
）
歩

掛
の

統
計

数
量

を
見

直
し
変

更
。

コ
ー
ド

単
　
 
価
 
　
名
 
　
称

形
　
　
状
　
　
寸
　
　
法
　
　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛
倍
数

2
7
4
0
1
9
1
屋
内
給
水
(
湯
)
配
管

非
木
造
建
物

栓
1
 

コ
ー
ド

資
 
材
 
・
 
労
 
務
 
職
 
種

内
　
　
容
　
　
・
　
　
規
　
　
格

単
位

歩
掛
・
数
量

損
　
率

2
7
4
0
2
4
0
硬
質
塩
ﾋ
ﾞ
管

φ
2
0
㎜
･
屋
内
給
水
管

ｍ
0
.
2
6
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
4
0
3
2
0
硬
質
塩
ﾋ
ﾞ
ﾗ
ｲ
ﾆ
ﾝ
ｸ
ﾞ
鋼
管

1
5
A
･
屋
内
給
水
管

ｍ
0
.
0
3
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
4
0
3
3
0
硬
質
塩
ﾋ
ﾞ
ﾗ
ｲ
ﾆ
ﾝ
ｸ
ﾞ
鋼
管

2
0
A
･
屋
内
給
水
管

ｍ
2
.
3
7
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
4
0
3
4
0
硬
質
塩
ﾋ
ﾞ
ﾗ
ｲ
ﾆ
ﾝ
ｸ
ﾞ
鋼
管

2
5
A
･
屋
内
給
水
管

ｍ
0
.
2
2
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
4
0
3
5
0
硬
質
塩
ﾋ
ﾞ
ﾗ
ｲ
ﾆ
ﾝ
ｸ
ﾞ
鋼
管

3
2
A
･
屋
内
給
水
管

ｍ
0
.
4
2
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
4
0
3
6
0
硬
質
塩
ﾋ
ﾞ
ﾗ
ｲ
ﾆ
ﾝ
ｸ
ﾞ
鋼
管

4
0
A
･
屋
内
給
水
管

ｍ
0
.
0
6
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
4
0
3
7
0
硬
質
塩
ﾋ
ﾞ
ﾗ
ｲ
ﾆ
ﾝ
ｸ
ﾞ
鋼
管

5
0
A
･
屋
内
給
水
管

ｍ
0
.
2
2
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
4
0
9
3
0
耐
衝
撃
性
硬
質
ﾎ
ﾟ
ﾘ
塩
化
ﾋ
ﾞ
ﾆ
ﾙ
管

φ
1
3
㎜
･
屋
内
給
水
管

ｍ
0
.
1
1
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
4
0
9
5
0
耐
衝
撃
性
硬
質
ﾎ
ﾟ
ﾘ
塩
化
ﾋ
ﾞ
ﾆ
ﾙ
管

φ
2
0
㎜
･
屋
内
給
水
管

ｍ
0
.
4
8
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
4
0
9
6
0
耐
衝
撃
性
硬
質
ﾎ
ﾟ
ﾘ
塩
化
ﾋ
ﾞ
ﾆ
ﾙ
管

φ
2
5
㎜
･
屋
内
給
水
管

ｍ
0
.
3
3
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
4
0
4
6
0
被
覆
銅
管
(
L
型
)

φ
3
/
4
(
2
0
)
･
屋
内
給
湯
管

ｍ
2
.
2
2
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

計

コ
ー
ド

単
　
 
価
 
　
名
 
　
称

形
　
　
状
　
　
寸
　
　
法
　
　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛
倍
数

2
7
5
0
3
0
0
屋
内
給
水
(
湯
)
配
管

木
造
建
物

栓
1
 

コ
ー
ド

資
 
材
 
・
 
労
 
務
 
職
 
種

内
　
　
容
　
　
・
　
　
規
　
　
格

単
位

歩
掛
・
数
量

損
　
率

2
7
4
0
2
2
0
硬
質
塩
ﾋ
ﾞ
管

φ
1
3
㎜
･
屋
内
給
水
管

ｍ
0
.
6
1
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
4
0
2
4
0
硬
質
塩
ﾋ
ﾞ
管

φ
2
0
㎜
･
屋
内
給
水
管

ｍ
1
.
8
7
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
4
0
9
1
0
架
橋
ﾎ
ﾟ
ﾘ
ｴ
ﾁ
ﾚ
ﾝ
管

φ
1
3
㎜
･
屋
内
給
水
給
湯
管

ｍ
2
.
2
3
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
4
0
9
1
0
架
橋
ﾎ
ﾟ
ﾘ
ｴ
ﾁ
ﾚ
ﾝ
管

φ
1
3
㎜
･
屋
内
給
水
給
湯
管

ｍ
1
.
8
0
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
4
0
9
2
0
架
橋
ﾎ
ﾟ
ﾘ
ｴ
ﾁ
ﾚ
ﾝ
管

φ
1
6
㎜
･
屋
内
給
水
給
湯
管

ｍ
0
.
8
4
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
4
0
4
5
0
被
覆
銅
管
(
L
型
)

φ
1
/
2
(
1
5
)
･
屋
内
給
湯
管

ｍ
0
.
1
3
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

計
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度
損
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定
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準
書
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主
な
改
正
点

1
5
.電

気
(電

灯
)設

備
工
事
の
電
灯
配
管
配
線
設
備
単
価
（
コ
ー
ド

2
7
1
1
2
0
0
～

2
7
1
1
2
5
0
）
及

び
電
灯
設
備
工

事
･(
木
造
用

)の
電
灯
配
管
配
線
設
備

(木
造

) 
単

価
（
コ
ー
ド

2
7
2
0
2
0
0
～

2
7
2
0
2
3
0
）

歩
掛
の
統
計
数
量
を
見
直
し
変
更
。

コ
ー
ド

単
　
 
価
 
　
名
 
　
称

形
　
　
状
　
　
寸
　
　
法
　
　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛

倍
数

2
7
1
1
2
0
0
電
灯

配
管
配
線
設
備

住
居
系
･
付
属
品
共
･
(
器
具
含
ま
ず
)

ヶ
所

1
 

コ
ー
ド

資
 
材
 
・
 
労
 
務
 
職
 
種

内
　
　
容
　
　
・
　
　
規
　
　
格

単
位

歩
掛

・
数

量
損

　
率

2
7
3
0
0
2
0
ﾋ
ﾞ
ﾆ
ﾙ
電
線

I
V
1
.
6
m
m
･
管
路
内
引
込

ｍ
0
.
2
2
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
3
0
1
7
0
F
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ

V
V
F
1
.
6
m
m
-
2
C
･
木
造
ｻ
ﾄ
ﾞ
ﾙ
又
は
ｽ
ﾃ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ
止

ｍ
2
.
0
1
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
3
0
2
0
0
F
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ

V
V
F
1
.
6
m
m
-
3
C
･
木
造
ｻ
ﾄ
ﾞ
ﾙ
又
は
ｽ
ﾃ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ
止

ｍ
0
.
5
0
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
3
0
1
8
0
F
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ

V
V
F
2
.
0
m
m
-
2
C
･
木
造
ｻ
ﾄ
ﾞ
ﾙ
又
は
ｽ
ﾃ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ
止

ｍ
2
.
2
9
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
3
0
2
1
0
F
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ

V
V
F
2
.
0
m
m
-
3
C
･
木
造
ｻ
ﾄ
ﾞ
ﾙ
又
は
ｽ
ﾃ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ
止

ｍ
0
.
1
7
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
3
1
4
8
0
合
成

樹
脂
可
と
う
電
線
管

P
F
-
S
管
1
6
･
隠
ぺ
い
又
は
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
打
込

ｍ
0
.
1
3
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
3
1
1
0
0
薄
鋼

電
線
管

C
1
9
m
m
･
隠
ぺ
い
又
は
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
打
込

ｍ
0
.
5
3
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
3
1
1
1
0
薄
鋼

電
線
管

C
2
5
m
m
･
隠
ぺ
い
又
は
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
打
込

ｍ
0
.
1
5
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

計

コ
ー
ド

単
　
 
価
 
　
名
 
　
称

形
　
　
状
　
　
寸
　
　
法
　
　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛

倍
数

2
7
2
0
2
0
0
電
灯

配
管
配
線
設
備
(
木
造
)

住
居
系
･
付
属
品
共
･
(
器
具
含
ま
ず
)

ヶ
所

1
 

コ
ー
ド

資
 
材
 
・
 
労
 
務
 
職
 
種

内
　
　
容
　
　
・
　
　
規
　
　
格

単
位

歩
掛

・
数

量
損

　
率

2
7
3
0
1
7
0
F
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ

V
V
F
1
.
6
m
m
-
2
C
･
木
造
ｻ
ﾄ
ﾞ
ﾙ
又
は
ｽ
ﾃ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ
止

ｍ
1
.
9
1
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
3
0
2
0
0
F
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ

V
V
F
1
.
6
m
m
-
3
C
･
木
造
ｻ
ﾄ
ﾞ
ﾙ
又
は
ｽ
ﾃ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ
止

ｍ
0
.
8
5
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
3
0
1
8
0
F
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ

V
V
F
2
.
0
m
m
-
2
C
･
木
造
ｻ
ﾄ
ﾞ
ﾙ
又
は
ｽ
ﾃ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ
止

ｍ
2
.
1
6
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
7
3
0
2
1
0
F
ｹ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ

V
V
F
2
.
0
m
m
-
3
C
･
木
造
ｻ
ﾄ
ﾞ
ﾙ
又
は
ｽ
ﾃ
ｰ
ﾌ
ﾞ
ﾙ
止

ｍ
1
.
0
6
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

計
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令
和

８
年

度
損

失
補

償
算

定
標

準
書

の
主

な
改

正
点

24
.解

体
工

事
費

･（
建

築
設

備
等

）
、
コ
ー
ド

29
22

21
0～

29
24

02
0屋

外
水

栓
柱

及
び
屋

外
給

排
水

配
管

の
撤

去
単

価
を
新

設
。

≪
留

意
事

項
≫

＊
改

造
工

法
や

敷
地

の
み

支
障

と
な
る
場

合
の

撤
去

単
価

で
あ
り
、
木

造
建

物
解

体
費

単
価

（
基

礎
解

体
）
を
使

用
し
な
い
場

合
に
適

用
す
る
。

＊
単

価
適

用
時

の
廃

材
量

に
つ
い
て
は

、
建

物
標

準
単

価
と
同

規
格

の
地

盤
変

動
費

用
負

担
額

標
準

単
価

の
廃

材
量
を
参

照
。

23
.非

木
造

建
物

の
う
ち
軽

量
鉄

骨
造

（
専

用
住

宅
又

は
共

同
住

宅
）
、
又

は
鉄

鋼
系

プ
レ
ハ

ブ
工

法
（
軽

量
鉄

骨
造

）
（
専

用
住

宅
又

は
共

同
住

宅
）
の

建
物

の
場

合
に
、
解

体
工

事
費

･（
木

造
用

）
、
仮

設
養

生
費

単
価

（
コ
ー
ド

29
10

01
0）

を
、
木

造
と
同

じ
よ
う
に
適

用
可

に
変

更
。

コ
ー

ド
単

　
 
価

 
　

名
 
　

称
形

　
　

状
　

　
寸

　
　

法
　

　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛

倍
数

2
9
1
0
0
1
0
仮

設
養

生
費

木
造

建
物

解
体

(
仮

設
材

運
搬

共
)

延
m
2

1
 

コ
ー

ド
資

 
材

 
・

 
労

 
務

 
職

 
種

内
　

　
容

　
　

・
　

　
規

　
　

格
単

位
歩

掛
・

数
量

損
　

率

2
0
1
1
7
0
0
外

部
枠

組
本

足
場

高
さ

1
2
m
未

満
･
6
0
0
枠

･
期

間
1
ヶ

月
･
仮

設
材

運
搬

共
掛

m
2

1
.
9
0
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
0
1
1
8
0
0
安

全
手

す
り

枠
組

足
場

用
･
期

間
1
ヶ

月
･
仮

設
材

運
搬

共
ｍ

0
.
4
4
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
0
1
0
7
5
0
外

部
防

災
ｼ
ｰ
ﾄ
張

期
間

1
ヶ

月
･
仮

設
材

運
搬

共
掛

m
2

1
.
9
0
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

計
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度
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失
補
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算
定
標
準
書
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改
正
点

2
1
.衛

生
設

備
工
事
、
化
粧
鏡
単
価
の
単
位
を
「
ヶ
所
」
か
ら
「
㎡

」
に
変

更
し
新

設
。

化
粧
鏡
の
面
積
を
乗
じ
て
算
定
。

2
2
.建

物
附
随
工
作
物
、
ア
ル
ミ
サ
ン
ル
ー
ム
単
価
（
単
位
：
ヶ
所

）
を
新

設
。

幅
が

1
～

2
間
程
度
の
一
般
的
な
ア
ル
ミ
サ
ン
ル
ー
ム
で
あ
れ

ば
、
ヶ
所

数
を
乗

じ
て
算

定

コ
ー
ド

単
　

 
価

 
　

名
 
　

称
形
　

　
状

　
　

寸
　

　
法

　
　

等
単

位
金

 
 
 
 
額

歩
掛

倍
数

2
8
3
0
5
5
2
化
粧

鏡
m
2

0
.
1
5
 

コ
ー
ド

資
 
材

 
・

 
労

 
務

 
職

 
種

内
　

　
容

　
　

・
　

　
規

　
　

格
単

位
歩

掛
・

数
量

損
　

率

1
8
3
0
4
4
0
化
粧

鏡
3
5
0
m
m
×
4
5
0
m
m
×

厚
5
m
m
･
防

錆
ヶ

所
1
.
0
0
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

1
8
配
管

工
人

0
.
2
3
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

9
0
0
0
5
1
0
そ
の

他
労
×

2
6
%

式
0
.
2
6
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

計

コ
ー
ド

単
　
 
価
 
　
名
 
　
称

形
　
　
状
　
　
寸
　
　
法
　
　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛
倍
数

2
8
8
0
4
1
0
ｱ
ﾙ
ﾐ
ｻ
ﾝ
ﾙ
ｰ
ﾑ

幅
1
～
2
間
程
度

ヶ
所

1
 

コ
ー
ド

資
 
材
 
・
 
労
 
務
 
職
 
種

内
　
　
容
　
　
・
　
　
規
　
　
格

単
位

歩
掛
・
数
量

損
　
率

1
8
8
0
4
3
0
ｱ
ﾙ
ﾐ
ｻ
ﾝ
ﾙ
ｰ
ﾑ

幅
1
～
2
間
程
度

ｾ
ｯ
ﾄ

1
.
0
0
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

2
3
ｻ
ｯ
ｼ
工

人
1
.
3
4
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

9
0
0
0
5
1
0
そ
の
他

労
×
2
6
%

式
0
.
2
6
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

計
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令
和

８
年

度
損

失
補

償
算

定
標

準
書

の
主

な
改

正
点

2
0
.衛

生
設

備
工

事
、
シ
ス
テ
ム
バ

ス
単

価
（
単

位
：
基

）
の

規
格

寸
法

別
単

価
か

ら
、
上

中
並

の
グ
レ
ー
ド
別

単
価

に
変

更
し
新

設
。

≪
留

意
事

項
≫

＊
サ

イ
ズ
共

通
で
、
品

等
に
よ
り
、
基

を
単

位
と
し
て
適

用
す
る
。

＊
単

価
は

、
材

工
共
（
材

料
、
設

置
費

）
で
あ
る
。

＊
単

価
に
は

、
床

・
内

壁
・
天

井
仕

上
げ
、
出

入
口

折
戸

、
浴

槽
（
排

水
栓

含
む
）
、
水

栓
（
シ
ャ
ワ
ー

含
む
）
、
照

明
器

具
、
換

気
扇

、
洗

面
器

代
カ
ウ
ン
タ
ー
、
タ
オ
ル

掛
、
鏡

、
収

納
棚

が
含

ま
れ

て
い
る
。

な
お
、
給

水
管

、
排

水
管

、
電

灯
配

線
は

含
ま
な
い
の

で
、
別

途
計

上
す
る
。

＊
適

用
判

断
基

準
上

：
暖

房
乾

燥
機
、
ジ
ェ
ッ
ト
バ

ス
、
テ
レ
ビ
モ
ニ
タ
ー
、
ア
ク
ア
ラ
イ
ト
の

複
数

の
オ
プ
シ
ョ
ン
有

り
中

：
上

の
一

つ
の

オ
プ
シ
ョ
ン
有

り
並

：
オ
プ
シ
ョ
ン
無
し

コ
ー

ド
単

　
 
価

 
　

名
 
　

称
形

　
　

状
　

　
寸

　
　

法
　

　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛

倍
数

2
8
3
0
1
3
6
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
ﾊ
ﾞ
ｽ

上
基

1
 

コ
ー

ド
資

 
材

 
・

 
労

 
務

 
職

 
種

内
　

　
容

　
　

・
　

　
規

　
　

格
単

位
歩

掛
・

数
量

損
　

率

1
7
4
0
7
8
6
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
ﾊ
ﾞ
ｽ

上
台

1
.
0
0
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

3
9
設

備
機

械
工

人
4
.
4
0
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

9
0
0
0
5
1
0
そ

の
他

労
×

2
6
%

式
0
.
2
6
0
0
0

1
.
0
0
0
0
0

計

　
 

 
　

 
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

　
　

　
　

　
　

　
　

　

　
 

 
　

 
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

　
　

　
　

　
　

　
　

　

　
 

 
　

 
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

　
　

　
　

　
　

　
　

　

　
 

 
　

 
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

　
　

　
　

　
　

　
　

　

コ
ー

ド
単

　
 
価

 
　

名
 
　

称
形

　
　

状
　

　
寸

　
　

法
　

　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛

倍
数

2
8
3
0
1
3
8
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
ﾊ
ﾞ
ｽ

並
基

1
 

 
 

 
 

 
 

　
　

　
　

　
　

　
　

　

　
 

 
　

 
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 
 
 
 

 

 
 

 
 

 
 

　
　

　
　

　
　

　
　

　

コ
ー

ド
単

　
 
価

 
　

名
 
　

称
形

　
　

状
　

　
寸

　
　

法
　

　
等

単
位

金
 
 
 
 
額

歩
掛

倍
数

2
8
3
0
1
3
7
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
ﾊ
ﾞ
ｽ

中
基

1
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令
和

８
年

度
損

失
補
償
算
定
標
準
書
の
主
な
改
正
点

1
9
.厨

房
設

備
工
事
、
シ
ス
テ
ム
キ
ッ
チ
ン
単
価
（
単
位
：
ヶ
所
）
を
上

中
並

の
グ
レ
ー
ド
別

単
価

で
新
設

≪
留
意
事
項
≫

＊
形

状
・
タ
イ
プ
（
I型

、
L
型

、
ア
イ
ラ
ン
ド
型

等
）
共

通
で
、
品

等
に
よ
り
、
ヶ
所

を
単

位
と
し
て
適

用
す
る
。

＊
単
価
は
、
材
工
共
（
材
料
、
設
置
費
）
で
あ
る
。

＊
単
価
に
は
、
ガ
ス
コ
ン
ロ
（
又
は
ＩＨ

ク
ッ
キ
ン
グ
ヒ
ー
タ
ー
）
、
レ
ン
ジ
フ
ー
ド
フ
ァ
ン
、
シ
ン
ク
（
水

栓
金

具
を
含
む
）
、
ウ
ォ
ー
ル
ユ
ニ
ッ
ト
、
フ
ロ
ア
ユ
ニ
ッ
ト
、
ワ
ー
ク
ト
ッ
プ
が

含
ま
れ

て
い
る
。

※
適
用
判
断
基
準

上
：
食
器

洗
乾
燥
機
、
タ
ッ
チ
レ
ス
水
栓

、
デ
ィ
ス
ポ
ー
ザ
ー
、
浄

水
器

の
複

数
の

オ
プ
シ
ョ
ン
有

り
中
：
上
の

一
つ
の
オ
プ
シ
ョ
ン
有
り

並
：
オ
プ
シ
ョ
ン
無
し
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．
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庭
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償

標
準

単
価

歩
掛
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改
訂
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訳
編
〔
Ⅳ
〕
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1
）
Ⅰ
庭
木
等
補
償
標
準
単
価
歩
掛
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要
）
令

和
２
年
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わ
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項
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木
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補

償
標
準

単
価
歩

掛
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等
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改

訂
に
つ
い

て
、
５
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熱
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準
要
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追
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基
準
要
領
編
〔
Ⅳ
〕
立
竹
木
補
償
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係
）
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追

記
内

容
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追
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他
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算
定
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つ
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て
追
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追
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Ⅳ
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係
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経
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い
て
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庭
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等
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移
植
、
伐
採
補
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）
、
用

材
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取
得

補
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）
に

つ
い
て
は

、
標

準
単

価
表
等
に
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象象
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が
さ
れ

て
い
な
か

っ
た
た
め
、
追
記

を
行
っ
た
。
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令和8年度　第1回「ＪＣＣ近畿支部
標準補償算定システム」操作技術研修会

令和８年6月26日（金）に「ＪＣＣ近畿支部
標準補償算定システム」操作技術研修会を近畿支
部事務局にて対面で開催しました。前年度は建物
移転料算定要領の一部改正に伴い準備に時間を要
し、研修会を開催することができませんでした。
今回は12会員・１非会員の計16名の受講申し
込みがあり、誠にありがとうございました。当日
は台風の影響が心配されましたが、15名の受講
生が参加され無事研修会を開催することができま
した。残念ながら参加できなかった1名の方にお
きましては、次回の研修会への参加をお待ちして
おります。
さて、今年も受講生の皆様がしっかり学べるよ
うに令和7年度にバージョンアップしたＪＣＣ近
畿支部標準補償算定システムの説明用動画ビデオ
を用意し、会場内には講師1名とサポーター 2
名が丁寧に受講生の皆様の理解を確認しながら説
明用動画の途中で、補足説明や質疑応答を行いま
した。

日　　　時　令和８年６月26日（金）
	 9：30 ～ 16：30
場　　　所　近畿支部事務局内研修室

ビデオ講師　(株）国土開発センター
	 � 上坂　佳伸 氏
	 (株）国土開発センター	 　　　　	
	 � 新田　武志 氏
開催・案内　�(一社）日本補償コンサルタント協

会近畿支部　補償ＤＸ研究委員会　
当日　講師	 (株）国土開発センター
	 � 新田　武志 氏
サポート　(株）コム建築コンサルタント
	 � 溝口　　努 氏
	 テクノコーポレーション(株)　　　
参　加　者　12会員　15名

（研修内容）
今回も実務にこだわった研修を行いました。木
造２階建て専用住宅のモデルとした野帳（調査
結果）をもとに近畿支部標準補償算定システムを
使用し、モデル建物の作図算定方法等について実
習しました。実際にはモデル建物をシステムで作
図算定する上で必要となるファイル管理から初期
設定、システム内のＣＡＤによる作図と算定書等
の作成、ＣＡＤから各帳票（算定書等）への連動
に関する作業などを含む内容でした。
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次に令和8年度の変更点について、標準単価表
に関する説明やシステムにおける再算定の注意点
等の説明がありました。

今回もシステム初心者やリピーターの方々が熱
心に受講されていました。また受講生からの多く
の質問を講師やサポーター方の丁寧な案内により
受講者の全員が算定方法をしっかりと理解して頂
くことができました。

補償システムＩＴ委員会は令和8年度から「補
償ＤＸ研究委員会」と名称変更し、利用者の皆様

により一層安心で使いやすい「近畿支部標準補償
算定システム」を目指し委員会活動に取り組んで
参ります。

益々進化する「ＪＣＣ近畿支部標準補償算定シ
ステム」は、その仕様については多くの近畿府県・
市町村の起業者からご承認いただき、多くの成果
書類を提出させて頂いています。
導入の相談については、起業者方・会員・非会
員会社を問わず、（一社）日本補償コンサルタン
ト協会・近畿支部事務局までお問い合わせ下さい。
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045-273-7883

ーＤｏ Ｏｕｒ Ｂｅｓｔ！−
建設コンサルタント・測量業・地質調査業・補償コンサルタント

正和設計株式会社
MSA-QS-4525
MSA-ES-1668 代表取締役 田中 英幸

(本社・支店取得)

本 社 〒520-0806           滋賀県大津市打出浜3番7号
TEL． 077(522)3124 FAX． 077(524)6732

     https://seiwa-cc.co.jp
(本社・支店取得)

ISO  9001 認証取得
ISO 14001認証取得

ISO/IEC 27001認証取得



株株式式会会社社 ＮＮＩＩＳＳＳＳＯＯ 大大阪阪支支店店

HHPP・・おお問問いい合合わわせせははここちちらら

hhttttppss::////nniissssoo--hhkk..ccoo..jjpp

大阪府大阪市北区豊崎２丁目７番９号

TEL : 06‐6292‐4671

近畿地区の民間企業でトップクラスの受注実績！
用地交渉専属部署をもつ補償コンサルタントです

ＮＩＳＳＯ
補償コンサルタント8部門登録



補償業務委員会報告
（一社）日本補償コンサルタント協会近畿支部　　　

補償業務委員会　担当副支部長　水上　信也

令和７年度　用地補償技術研究会　令和８年３月報告書�
附帯工作物の補償に関する考察「構内移転における附帯工作物の算定について」

（一社）日本補償コンサルタント協会近畿支部・補償業務委員会では、国土交通省近畿地方整備局用地部
との用地補償の実務研究会として「用地補償技術研究会」を継続的に行っており、令和７年度の研究テーマ
として「構内移転における附帯工作物の算定について」報告書を合同で取り纏めました。
現代の建物の算定要領は、平成元年に制定された移転工法から時代と共に多様化かつ改定を重ねて運用さ
れていましたが、附帯工作物については特に定めがなく当時より「建物の移転料の算定方法に準じて…」に
よって、建物の工法に追随して運用されてきました。
そのため、残地の形状や規模にかかわらず移転可能なものは復元工法、移設が出来ないものは再築工法（但
し、当時は新設）とすることが元来の解釈として運用されていましたが、近年では工作物においても、建物
と同様に有形的、法制的、機能的検討の上で構内移転では照応や改造と同じ扱い（再配置による数量の増減
を考慮するなど）が散見され、様々な考え方によって平仄が保たれていない状況となっています。そして、
業務上において作業に所要する時間にも少なからず影響を及ぼしています。
報告書では、「従前想定図Ａ」による一般的な専用住宅の附帯工作物のみが支障となる場合に、直接支障
から関連移転に及ぶ補償算定の考え方を５通り 方法1 ～ 方法5 に分類して問題点を整理して推奨取り
纏めを行いました。これ以外にも算定手法等で派生した考え方もありますが、概ねこの分類に属するとして
整理しています。

・�一般的な築３０年程度の専用住宅を想定し、工作物の設置
年は一定でないとしました。
・�側溝（敷地内）、門扉、ＣＢ塀、物置（簡易固定）、花壇等
を直接支障としました。
・�サイクルポートは、アルミ既製品で基礎により容易に移動
できない想定とします。
・�植栽や池、飛石は特に庭園を構成するものではない単体の
工作物としました。
・�物置には園芸用品が収納されています。
　この様な条件によっては、関連移転の検討において物理
的な条件や、機能的・経済的な要因として検討の観点にな
ります。
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従前想定図Ａより、補償算定の概要は次の通りとしました。（各「報Ｐ」は報告書ページ）

方法1 　	直接支障分のみを対象とする方法。残地内の関連移転を考慮しない。そのため、移転後を図示す
る必要はない。（報Ｐ８）
方法2 　門塀等、最低限必要な工作物をセットバックした再配置を考慮した方法。それ以外の工作物は移転
対象とするが残地内への関連移転は考慮しない。但し、再配置図によりセットバックを示す必要がある。（報
Ｐ９）
方法3 　直接支障部分の工作物を残地内に回復するため、残地内の工作物も含めて移転対象とする方法。
但し、再配置は所有者の裁量（請求により）に任せるため復元及び再築工法として、関連移転は概ね相当な
範囲を模式的に作図決定する。（報Ｐ１０）
方法4 　方法３より、関連移転については精緻に作図決定する。但し、回復が見込めない工作物は除却とする。
（報Ｐ１１）
方法5 　方法３より、関連移転については精緻に作図決定する。但し、回復数量の増減を行い、増加が必要
であれば新設。回復が見込めない工作物は除却とする。（報Ｐ１２）

尚、この報告書では「国土交通省の公共用地の取得に伴う損失補償基準」（直轄基準）を前提に取り纏めて
いますが、用対連基準として照合して相違はありません。（報Ｐ15・報Ｐ19）また、キーワードとなります「関
連移転」、「機能回復」は補償実務上の用語として通用していますが、規定上の文言でありませんので、本文
では「関連移転範囲」を「影響範囲」とし、「機能回復」は「機能等の維持」などの表記としています。そして、
「いわゆる関連移転」の説明と合わせて「関連移転の必要性の有無の判断は、当該建物等の所有者の請求を受
け…」としていますので、 方法1 以外では補償の要否の前提として留意が必要と考えます。（報Ｐ13）

取り纏めとしては、附帯工作物には関連移転の適用について、特段の定めはないものの従来利用していた
目的に供するためには、残地内での再配置に係る範囲の認定は不可欠のため、 方法3 により適正に影響範
囲を認定することで、算定における主観的な差異が生じにくく、実務においてもこの方法が起業者に多く採
用され、取扱要領においても復元費、再築費を基本として算定するとされている点を考慮すべきとしています。
（報Ｐ13～14）

いずれにしても附帯工作物のみが支障となる物件は多種多様ですので、地域や事業の特性も含めて一概に
これまで採用されていた考え方を否定することは出来ませんが、この内容を発注者と私たち補償コンサルタ
ントで共有して頂くことで、今後の考え方の一定のベースになればと期待しています。

詳細は次の報告書本文をご覧ください。
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（参考）
　報告書にはありませんが、補償業務委員会では回復数量の増減については、下図の「従前想定図Ｂ」及び
「従前想定図Ｃ」のケースについても独自に検討しましたので参考に開示いたします。

起業地線が従前想定図Ｂの場合に、下図Ｂ－３－１ではＣＢ塀が従前の数量では回復ができませんが、通路、
みぞ、かき、さく、その他（※）のため設置する必要がある場合は下図Ｂ－３－２として基準第５４条（残地等
に関する工事費の補償）として検討することになります。（報Ｐ２４参考資料２）

108

補償業務委員会報告

近畿支部報  Vol.86



（残地等に関する工事費の補償）…用対連基準
第54条 前条本文の場合において、残地、残存する物件の存する土地、残存する権利の目的となってい
る土地、当該土石砂れきの属する土地の残地（以下第60条において「残地等」という。）、残存する物
件又は残存する権利の目的となっている物件に関して、通路、みぞ、かき、さく、その他の工作物の新築、
改築、増築若しくは修繕又は盛土若しくは切土（次条第２項において「残地工事」という。）をする必
要が生ずるときは、これに通常要する費用を補償するものとする。

（※）�基準解説においては、「かき、さく」は防犯に必要な場合とされ、「その他」についても「通路、みぞ、
かき、さく」の例示に類似するものが対象とされています。

　次に、方法5 において、下図Ｂ－５の様に数量が不足し、Ｃ－５では数量が過剰になる例を示しますが、
対象となる全ての工作物に対して精緻に数量の増減を求めて新設費により回復を期待したとしても、現在価
格による補償額では経過年数によって実質的に再現できない場合があります。

（補足）
　以上については、用地ジャーナル1995年（平成７年）１月号（報Ｐ24参考資料２）において「支障部
分の延長と機能回復を要する部分の延長について相違が生じる場合の補償について」のＱＡが掲載されてお
り、ＣＢ塀の機能回復のための数量の差分についての取扱について、建物に準じた方法として余剰分につい
ては取得又は使用しない場合と同じく除却工法に準じ、不足分については新設費を残地工事費として（その
他通損により）補償するとの回答がされています。
　そのため、不足の場合に新設対象とする工作物は、通路、みぞ、かき、さく、その他として、残地工事費
の運用においても対象可能な工作物は限定的でありますので、それ以外の舗床、花壇、飛石等の工作物を含
めて新設費を（建物等の移転料により）補償することや、回復数量が過剰となる場合の除却工法の適用につ
いても、このＱＡ内においての「取得又は使用しない場合」の当時の考え方では、全ての工作物を対象に精
緻な再配置図を作成して増減（新設・除却）する想定はされてないように思われます。
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　そして、このＱＡが掲載された1995年（平成７年）時点では、附帯工作物の算定において耐用年数が定
められてなかったため、移設可能な工作物は「復元」、移設不可の場合は「新設」での算定が主流で、現代
の建物の移転工法の運用が確立する以前の考え方でありますので、附帯工作物の「建物の算定方法に準じて
…」については再考が必要と思われます。合わせて近畿用地対策連絡協議会「Ｒ８(基準要領編)工作物関係・
附帯工作物移転料算定留意事項（工－１６頁）」も参考に確認ください。

用地補償技術研究会（近畿地方整備局・会議室）
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親睦委員会便り�
令和8年度 上期編

� 近畿支部       
� 親睦委員会 委員長　永井　晴夫
�
会員の皆様には、近畿支部の親睦委員会事業にご協力頂きありがとうございます。
令和８年度上期における会員親睦会事業は、第７８回JCC親睦互留歩大会、第１４回イカ釣り大会を開催する

ことができました。
以下に第７８回JCC親睦互留歩大会、第１４回イカ釣り大会について担当委員から報告させて頂きます。
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第７８回 JCC親睦互留歩大会

� 親睦委員会　委員　今中　康生
親睦ゴルフ会の開催について、ご報告させていただきます。４月８日（水）、４組14名にて訪れましたのは、
兵庫県三木市のチェリーヒルズゴルフクラブです。この時期に開催するのだから、当然、お花見ラウンドで
しょう、というのも今は昔…。３月は一段と暖かくなり、ジワジワと早まる開花宣言に追い付かなくなって
きました。当日の天候は、なんとかなりましたので、とりあえずの一安心。そろそろ仕事終わり、という雰
囲気のサクラたちを眺めながら、意気揚々とプレーして参りました。
今回、私の組は、石田氏、栃尾氏との３サムでした。前半はショットが好調で、バーディーは逃しながら
も、同伴者の期待に応える39。後半はトップ気味のアタリが中心で、立て直しを図りつつも、何とか耐え
て４４。出来栄えは上々ですね。
キャディーには、関西福祉大学の学生さんが付いてくれました。創部３年くらいなんだそうですが、ツアー
プロ兼任のコーチが、学生と競い合いながら頑張っているとのことです。入学から３年間、通い続けている
だけあって、正キャディーレベルの手慣れたサポートで大変快適でございました。
成績については以下の通りです。…また、お前か、と言われても仕方ございませんが、ハンデは公平を期
して、上限なし！で執り行いました。ありがとうございます！

優　勝　　今中　康生 氏（ケンセイ）　　　　　　　　　グロス　　８３（７１．０）
準優勝　　林原　繁樹 氏（九頭龍測量）　　　　　　　　グロス　１１０（７２．８）
第三位　　中本　正敏 氏（ショウエイコンサルタント）　グロス　１１６（７２．８）

　次回は１０月頃の開催を予定しています。どうぞお気軽にご参加ください。
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第１4回イカ釣り大会報告

親睦委員会　副委員長　園田　純也
　
親睦委員会行事の第14回イカ釣り大会を令和8年7月4日（土）に開催させて頂きました。真夏の大人の夜

遊びについて今年も報告させていただきます。
今年も前年と同様、兵庫県香美町香住区の浩龍丸にお世話になりました。今年は協会５名、一般客５名の定

員10名での開催となりました。直近の釣果は一人80～120杯と爆釣の情報でした。となるとクーラーボック
スに収まりきらないかも、杞憂に終わるのか、はたして今夜はどうなることやら。
香住港までの道中は雨模様でしたが、出港の17時に合わせるように雨が止み曇り空、月の光が遮られ船から

の光が強調されイカ釣りには好都合です。いざ出港。港から10分程度でポイントに到着しました。海上は凪で
好条件、さあ皆様第一投。潮の流れも穏やかで鉛スッテは20号で十分でした。漁火を点けるまで我慢の時間
が続きます。曇り空の隙間から夕日が西に沈みます。今年も茜色に染まる美しい空を眺めながら贅沢な時間が
過ぎてゆきました。
いよいよ漁火点灯。あちらこちらで竿が大きく曲がります。
23時30分に納竿、東の空に輝く寝待月を眺めながら24時前に帰港しました。結果は、トップ45杯と事前
情報と比べ少ないですが日により釣果が大きく変わるのもイカ釣りです。
今年は翌日に、刺身と湯引きにしていただきました。釣って良し食べて良しのイカ釣りです。ご参加いただ

いた皆様、そして安全な航行と楽しい釣行を支えてくださった船頭さんをはじめ関係者の皆様に心より感謝申
し上げます。今後も親睦委員会では、会員相互の交流を深める魅力ある行事を企画してまいりますので、多く
の皆様のご参加をお待ちしております。
  

阪高プロジェクトサポート株式会社
＼ 起業者さまを 豊富な経験で下支えします ／

〒530-0001 大阪市北区梅田1丁目11番4-1800
[TEL] 06-6345-3000 [FAX] 06-6345-3131
[WEB] https://www.hanshin-support.co.jp

阪高プロジェクトサポート株式会社

「用地取得」のすべてを支援！
起業者経験で得たノウハウで
収用手続等にも対応します。

公共用地取得
総合支援

区分所有建物や地図混乱など
困難事例もおまかせください。

用地補償
アドバイザリー

起業者の皆さまの人材育成、
スキルアップをお助けします。

用地人材育成 ①前提整理（地図混乱、多数権利者、権利者不明、外国籍権利者、信託等）
②用地アセスメント調査
③用地補償説明会、用地取得工程管理
④困難案件（区分所有マンション、神社仏閣、大規模工場、区分地上権等）
⑤用地交渉
⑥収用手続支援
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阪高プロジェクトサポート株式会社
＼ 起業者さまを 豊富な経験で下支えします ／

〒530-0001 大阪市北区梅田1丁目11番4-1800
[TEL] 06-6345-3000 [FAX] 06-6345-3131
[WEB] https://www.hanshin-support.co.jp

阪高プロジェクトサポート株式会社

「用地取得」のすべてを支援！
起業者経験で得たノウハウで
収用手続等にも対応します。

公共用地取得
総合支援

区分所有建物や地図混乱など
困難事例もおまかせください。

用地補償
アドバイザリー

起業者の皆さまの人材育成、
スキルアップをお助けします。

用地人材育成 ①前提整理（地図混乱、多数権利者、権利者不明、外国籍権利者、信託等）
②用地アセスメント調査
③用地補償説明会、用地取得工程管理
④困難案件（区分所有マンション、神社仏閣、大規模工場、区分地上権等）
⑤用地交渉
⑥収用手続支援



支部だより
（令和8年1月～令和8年6月）

支部役員会及び委員会の動き

◆令和7年度 第9回 役員会（1月16日開催）
1. 本部理事会・委員会報告等
①　第2回研修委員会（12/10・集合）報告
②　第2回企画・広報委員会（12/17・集合）
報告

2. 支部委員会報告
 （1）研修委員会
①　第3回実務研修会出席者数報告
　　会員157名、非会員27名、計184名
②　独禁法講習会＆第4回実務研修会(2/19）
予定

 （2）補償業務委員会
① 　第4回委員会（第22回用地補償技術研
究会）（1/27）予定

 （3）企画・広報委員会
①　第2回委員会（2/5）予定

 （4）起業者支援業務委員会
①　第2回委員会（12/22）報告

3. その他
①　令和８年新春交礼会

◆令和７年度　第10回　役員会（3月10日開催）
1. 本部理事会・委員会報告等
①　第5回理事会（1/19・集合）報告
②　第2回業務領域拡大分科会（2/3・集合）
報告
③　第3回補償業務委員会（2/17・Web）報告
④　第3回研修委員会（3/2・Web）報告
⑤　第3回企画・広報委員会（3/4・Web）
報告

2. 支部委員会報告
 （1）研修委員会
①　独禁法講習会及び第4回実務研修会
(2/19）等報告
独禁法：会員88名、非会員17名
　　　　合計105名
第４回：会員76名、非会員18名
　　　　合計 94名

 （2）補償業務委員会
①　第４回委員会（第２２回用地補償技術研
究会）（1/22）報告
「構内移転における附帯工作物の算定につい
て」完成、近畿支部ＨＰに掲載。

 （3）企画・広報委員会
①　第２回委員会（2/5）報告
 　　　

３．その他
①　令和８年度予算(案)について
　　→ 予算（案）について承認。
②　第50回近畿支部総会（5/13）について
③　役員改選について
④　近畿地区土地政策推進連携協議会からの
講師依頼
　　　　　

◆　令和8年度 第1回 役員会（4月14日開催）
１．本部理事会・委員会報告等
①　令和7年度 第6回理事会（3/24・Web）
報告・復興支援協会との連携について
②　令和7年度 第3回総務委員会（3/17・
Web）報告

２．支部委員会報告
 （1）総務委員会
①　令和７年度第1回委員会報告
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 （2）研修委員会
①　第１回実務研修会（6/17・たかつガー
デン）予定　　

 （3）補償業務委員会
①  第１回委員会（4/15）予定

 （4）補償システムＩＴ委員会
①　第１回委員会（4/23）予定
・委員会名称の変更検討

３．その他
①　役員改選について
②　令和８年度第５０回近畿支部通常総会
（5/13）　
・決算報告書報告　→決算については承認を
えた。　　　　

③　共通科目研修（5/20～22）カリキュ
ラム
・近畿支部からWeb（ライブ）で実施予定
④　用地事務職員専門研修（用対連）講師依
頼
⑤　令和9年度第51回総会後の講演会につい
て
・京都大学　生存圏研究所　篠原教授（宇
宙太陽光発電システム）予定

◆　令和8年度 第2回 役員会（5月13日開催）
１．支部委員会報告
 （1）補償業務委員会
①　第１回委員会（4/15）報告

 （2）補償システムＩＴ委員会
①  第１回委員会（4/23）報告
・新名称：補償ＤＸ研究委員会

 （3）企画・広報委員会
①　支部報第86号について
　　　

２．その他
①　第50回近畿支部通常総会（5/13）シナ
リオ等　　　　
②　標準補償算定システム年度更新申込状況

（5/13現在）
③　土地政策推進連携協議会総会（5/12）
報告
④　用対連研修講師（10/7）
・物件補償：宮島さん、営業補償：谷口さ
ん（大阪エンジニアリング）

⑤　各委員会委員の募集
　　　　　　

◆　令和8年度 第3回 役員会（6月17日開催）
１．本部理事会・委員会報告等
①　第１回理事会（5/26・集合）報告
　　　

２．支部委員会報告
 （1）補償ＤＸ研究委員会
①　標準補償算定システム操作技術研修会
（6/26）予定

 （2）企画・広報委員会
①　例年どおり、「近畿支部要望書」アンケー
ト募集　　　　　
　　　

３．その他
①　近畿支部各委員会名簿（案）　
②　令和８年度補償業務管理士共通科目研修
報告（78名参加）
③　西日本ブロック会議
④　今後の予定
・9/8 ～14　補償業務管理士登録更新講
習会（オンデマンド）

・10/25（日）　補償業務管理士筆記試験
・R9.1.15（金）　新春交礼会
・R9.1.28（木）　補償業務管理士論文試験
・R9.5.13（水）　第51回近畿支部総会・
50周年式典
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講演会・講習会・研修会等の開催

会員の資質の向上をめざし、各種講演会・講習会・研修会を開催しています。

1．令和7年度　独占禁止法講習会
日　　時：令和８年２月19日（木）
会　　場：Web方式（Zoom使用）
テ ー マ：「独占禁止法について～カルテル・入札談合防止を中心に～」
講　　師：公正取引委員会事務総局 近畿中国四国事務所　経済取引指導官　松村　直也 氏
受 講 者：会員　88名、　非会員　17名　 　合計　105名　

2．令和7年度　第4回実務研修会
日　　時：令和8年2月19日（木）
会　　場：Web方式（Zoom使用）
テ ー マ：「�物件補償における物件調書の効力について」
講　　師：（株）三和綜合コンサル　加藤　巌　氏
受 講 者：会員　76名、　非会員　18名　 　合計　94名
　

３．令和8年度　第1回実務研修会
日　　時：令和8年6月17日（水)
会　　場：大阪府教育会館「たかつガーデン」　

　　テーマ及び講師：
　　　　１．最近の情勢について
　　　　　　　講　師：近畿地方整備局　用地部　用地企画課　課長補佐　塩見　則之　氏
　　　　２．令和8年度　業務発注について
　　　　　　　講　師：近畿地方整備局　用地部　用地企画課　課長補佐　野間　亮太　氏
　　　　３．令和8年度　補償基準の改正について
　　　　　　　講　師：近畿地方整備局　用地部　用地補償課　補償基準係長　上田　直貴　氏
　　　　４．令和8年度　近畿用対連補償算定標準書について
　　　　　　　講　師：近畿地方整備局　用地部　用地補償課　課長補佐　大原　利雄　氏　
　　　　　　　受講者：会 場	 会員   82名、非会員    4名、計　   86名
　　　　　　　　　　　Web	 会員 144名、非会員　19名、計　 163名
　　　　　　　　　　　全 体	 会員 226名、非会員　23名、合計 249名
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会員親睦行事

会員相互の交流と情報交換を目的に各種親睦行事を企画開催しています。

1．第78回JCC親睦互留歩大会
日　　時：令和8年4月8日（水）
場　　所：チェリーヒルズゴルフクラブ（兵庫県三木市）　　　　　
参 加 者：14名

2．第14回イカ釣り大会
日　　時：令和8年7月4日（土）
場　　所：兵庫県香美町香住区　　　　　
参 加 者：5名

情報提供・その他

1．令和８年度 補償業務管理士登録更新･講習会が下記日程で開催されます。
日　　時：令和8年9月8日（火）～14日（月）（Webオンデマンド配信）

２．令和８年度 補償業務管理士検定（筆記）試験が下記日程で開催されます。
日　　時：令和8年10月25日（日）
会　　場 ：新梅田研修センター
　　　　　　　大阪市福島区福島6－22－20　TEL.（06）4796－3371
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内容等 時期

共通科目研修
全国１０支部で実施
※Web研修により実施（沖縄除く）

令和８年５月２０日～２９日

専門科目研修
本部（東京）で実施
※Web研修により実施

令和８年６月２３日～７月２０日

筆記試験の実施（全国１０支部） 令和８年１０月２５日（日）

筆記試験問題公表（協会ＨＰに掲載）

筆記試験の合否決定 令和８年１２月上旬

筆記試験の合格者等の公表（協会ＨＰに掲載）

口述試験の実施（本部）
大阪：令和９年２月２２日～２６日
東京：令和９年３月１日～５日

口述試験の合否決定 令和９年３月下旬

口述試験の合格者の公表（協会ＨＰに掲載）

専門科目研修
本部（東京）で実施
※Web研修により実施

令和８年７月７日～１３日

筆記試験（未登録部門）の実施（全国１０支部） 令和８年１０月２５日（日）

筆記試験（未登録部門）の合否決定 令和８年１２月上旬

筆記試験（未登録部門）の合格者の公表
（協会ＨＰに掲載）

筆記試験（論文）の実施（全国１０支部） 令和９年１月２８日（木）

筆記試験（論文）の合否決定 令和９年３月下旬

筆記試験（論文）の合格者の公表
（協会ＨＰに掲載）

口述試験の実施（東京、大阪） 令和９年４月中旬　

口述試験の合否決定 令和９年４月下旬

口述試験の合格者の公表（協会ＨＰに掲載）

本部（東京）で実施　※Web講習により実施
対象予定者　原則、令和３年度登録者

令和８年９月８日～１４日

項目

総
合
補
償
部
門
以
外
の
部
門

筆記試験

口述試験

総
合
補
償
部
門

筆記試験

口述試験

登録更新講習会

令和８年度補償業務管理士研修及び試験実施要領
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会員の動向�
（令和8年7月末現在）

《代表者変更》（敬称略）

６－２６７　西日本高速道路ビジネスサポート（株）
	 松田　寛治　→　野口　和也

６－２７８　ジェイアール西日本コンサルタンツ(株)
	 加藤　勇樹　→　畑中　克也

６－１３０　（株）エイコー技術コンサルタント
	 野崎　　敏　→　黒木　友晴
　
６－２０２　（株）鈴鹿設計事務所　
	 河合　秀隆　→　吉田　祐司

６－１０９　京福コンサルタント（株）
	 白神　　雄　→　芝田　麗加
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会　員　名　簿
（令和 8 年 7 月末現在）

会員番号 （一社）日本補償コンサルタント近畿支部会員番号

登録番号 「補償コンサルタント登録規定」（国土交通省告示第 1341 号）に基づき国土交通大臣によ
り登録を受けた登録番号

登録部門 「補償コンサルタント登録規定」第 2 条別表に掲げる登録部門

大　阪　府
会員番号 名　　　　称 登録番号 電　話 登 録 部 門

1 2 3 4 5 6 7 8

3－042 一般財団法人日本不動産研究所 近畿支社 補 05 第 19 号 06-6348-2010 ○ ○ ○ ○

3－119 （株）NISSO 大阪支店 補 05 第 503 号 06-6292-4671 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－018 （株）ファノバ 補 05 第 540 号 06-6344-0540 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－022 大阪エンジニアリング㈱ 補 05 第 445 号 06-6581-2815 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－023 福田総合コンサルタント㈱ 補 05 第 13 号 06-6227-0890 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－031 （株）産業工学研究所 補 05 第 514 号 06-6541-5845 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－037 中央復建コンサルタンツ㈱ 補 05 第 12 号 06-6160-1121 ○ ○ ○ ○ ○

6－039 （株）技　研 補 06 第 801 号 06-6356-3666 ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－070 （株）谷澤総合鑑定所 補 06 第 600 号 06-6208-3500 ○

6－073 （株）三和綜合コンサル 補 05 第 145 号 06-6951-6211 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3－088 （株）オオバ 大阪支店 補 06 第 558 号 06-6228-1350 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3－058 （株）ランド・コンサルタント 関西支社 補 06 第 566 号 06-6320-5731 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－103 一般社団法人近畿建設協会 補 03 第 1590 号 06-6943-8171 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

7－013 （株）エイト日本技術開発 関西支社 補 06 第 687 号 06-6397-3888 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3－083 （株）間瀬コンサルタント 大阪支店 補 05 第 492 号 06-6385-0891 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－132 （株）日建技術コンサルタント 補 06 第 604 号 06-6766-3900 ○ ○ ○

6－138 （株）ケンセイ 補 05 第 2448 号 06-6323-6781 ○

6－147 （株）浜名技術コンサルタント 補 03 第 1132 号 06-6227-0227 ○ ○ ○ ○ ○ ○

7－030 （株）ウエスコ 関西支社 補 05 第 547 号 06-4393-8014 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－159 （株）地域経済研究所 補 03 第 1076 号 06-6314-6300 ○

6－194 （株）環境整備研究所 補 03 第 2069 号 072-631-1307 ○ ○ ○

6－201 写測エンジニアリング㈱ 補 06 第 1572 号 06-6768-0418 ○ ○ ○ ○ ○ ○

3－294 （株）八州 関西支社 補 04 第 1363 号 06-6485-8150 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

登録部門　凡例

1 土地調査部門 5 営業補償・特殊補償部門
2 土地評価部門 6 事業損失部門
3 物件部門 7 補償関連部門
4 機械工作物部門 8 総合補償部門
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会員番号 名　　　　称 登録番号 電　話 登 録 部 門
1 2 3 4 5 6 7 8

6－207 （株）東洋建築設計事務所 補 03 第 1088 号 06-6768-2020 ○ ○

4－025 （株）国土開発センター 大阪支店 補 05 第 458 号 06-4300-5015 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－216 （株）ニュージェック 06-6374-4901

6－246 （株）信栄補償設計 補 07 第 2855 号 06-6947-1130 ○ ○ ○ ○ ○ ○

3－106 （株）UR リンケージ 西日本支社 補 05 第 442 号 06-6949-5725 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5－027 日本工営都市空間㈱ 大阪支店 補 05 第 262 号 06-6376-0501 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3－529 （株）中央クリエイト 関西支店 補 08 第 3923 号 06-6889-0015 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－266 （株）ユニオンリサーチ 補 05 第 4697 号 06-6446-1801 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－267 西日本高速道路 ビジネスサポート（株） 補 03 第 4918 号 06-6396-2828 ○ ○ ○ ○ ○

6－270 （株）近畿地域づくりセンター 補 07 第 5112 号 06-6941-0201 ○ ○ ○ ○ ○

6－271 阪高プロジェクトサポート㈱ 補 04 第 5161 号 06-6345-3000 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－272 （株）ショウエイコンサルタント 補 08 第 4528 号 06-6767-3123 ○ ○ ○ ○

6－275 日本振興（株） 補 04 第 1778 号 06-6648-5200 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

7－006 復建調査設計（株） 大阪支社 補 05 第 190 号 050-9002-1736 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－277 ケーエス技建（株） 補 07 第 2690 号 072-224-0895 ○

6－278 ジェイアール西日本 コンサルタンツ（株） 補 03 第 3936 号 06-6303-6971 ○ ○ ○ ○

京　都　府
会員番号 名　　　　称 登録番号 電　話 登 録 部 門

1 2 3 4 5 6 7 8

6－013 内外エンジニアリング㈱ 補 05 第 150 号 075-933-5111 ○ ○ ○ ○

6－168 （株）中地コンサルタント 補 03 第 2098 号 0772-72-0268 ○ ○

6－189 （株）関西総合鑑定所 補 03 第 1616 号 075-252-2367 ○

6－238 塩見測量設計㈱ 補 03 第 1595 号 0773-22-4947 ○

兵　庫　県
会員番号 名　　　　称 登録番号 電　話 登 録 部 門

1 2 3 4 5 6 7 8

6－097 （株）宮本設計 補 08 第 4888 号 0797-71-0431 ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－105 （株）サンコム 補 05 第 177 号 0791-63-1533 ○ ○ ○

6－106 阪神測建（株） 補 05 第 170 号 078-360-8481 ○ ○ ○

6－107 （株）西播設計 補 05 第 143 号 0791-63-3796 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－279 （株）ジャパックス 補 04 第 5310 号 078-277-1811 ○ ○ ○

6－144 （株）コンサルタント関西 補 04 第 1395 号 079-238-6222 ○ ○ ○ ○

6－167 （株）播磨設計コンサルタント 補 05 第 1457 号 079-423-5155 ○ ○ ○ ○ ○
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会員番号 名　　　　称 登録番号 電　話 登 録 部 門
1 2 3 4 5 6 7 8

6－177 （株）KC コンサルタント 補 03 第 2033 号 078-708-8432 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－245 （株）朝日コンサル 補 07 第 2868 号 0794-63-6491 ○ ○

6－258 （有）大田建築事務所 補 03 第 3101 号 06-6482-5708 ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－263 （株）エンタコンサルタント 補 06 第 665 号 0795-22-2219 ○ ○ ○

7－099 アサヒコンサルタント（株） 兵庫支社 補 05 第 1451 号 079-287-6660 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

賛　助　会　員
会員番号 名　　　　称 登録番号 電　話 登 録 部 門

1 2 3 4 5 6 7 8

0－046 （株）兵庫不動産鑑定所 補 04 第 4955 号 079-285-3515 ○

福　井　県
会員番号 名　　　　称 登録番号 電　話 登 録 部 門

1 2 3 4 5 6 7 8

6－109 京福コンサルタント（株） 補 05 第 142 号 0770-56-2345 ○ ○ ○ ○

6－116 （株）サンワコン 補 05 第 532 号 0776-36-2790 ○ ○ ○ ○ ○

6－130 （株）エイコー技術 コンサルタント 補 05 第 169 号 0770-25-1222 ○ ○ ○ ○

6－140 丸一調査設計㈱ 補 05 第 270 号 0776-52-8400 ○ ○ ○ ○ ○

6－155 （株）三愛調査事務所 補 05 第 1493 号 0779-65-4175 ○ ○ ○ ○

6－156 （株）平和 ITC 補 06 第 672 号 0776-36-5267 ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－158 （株）帝国コンサルタント 補 06 第 815 号 0778-24-0001 ○ ○

6－180 （株）若狭開発技術センター 補 03 第 1606 号 0770-53-2883 ○ ○ ○

6－181 （株）川上測量コンサルタント 補 04 第 1422 号 0776-35-5566 ○ ○ ○

6－187 （株）アスワ測量設計 補 03 第 2051 号 0776-34-1012 ○ ○ ○

6－208 中央測量設計㈱ 補 06 第 873 号 0776-22-8482 ○ ○ ○

6－210 （株）三輝設計事務所 補 03 第 2054 号 0776-27-6323 ○ ○ ○

6－211 （株）ワカサコンサル 補 06 第 850 号 0770-56-1175 ○ ○ ○

6－215 （株）澤田調査設計 補 06 第 2556 号 0770-56-3456 ○ ○

6－219 九頭龍測量（株） 補 03 第 1130 号 0779-66-1021 ○ ○ ○ ○

4－073 （株）日本海コンサルタント 福井支店 補 06 第 642 号 0776-54-9188 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－264 （株）キミコン 補 07 第 2709 号 0778-62-7700 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－269 （株）アトム補償コンサル 補 04 第 4924 号 0776-50-0170 ○ ○ ○ ○ ○

6－273 富士測量設計（株） 補 05 第 1801 号 0770-56-1511 ○ ○
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滋　賀　県
会員番号 名　　　　称 登録番号 電　話 登 録 部 門

1 2 3 4 5 6 7 8

6－057 キタイ設計（株） 補 06 第 1548 号 0748-46-2336 ○ ○

6－111 （株）新　洲 補 05 第 149 号 077-552-2094 ○ ○ ○

6－150 正和設計（株） 補 06 第 989 号 077-522-3124 ○

6－202 （株）鈴鹿設計事務所 補 06 第 654 号 077-573-3223 ○ ○

6－249 近畿設計測量（株） 補 06 第 854 号 077-522-1884 ○ ○

和　歌　山　県
会員番号 名　　　　称 登録番号 電　話 登 録 部 門

1 2 3 4 5 6 7 8

6－052 清水不動産鑑定士事務所 補 05 第 144 号 073-422-1285 ○ ○ ○ ○

6－176 （株）岡本設計 補 03 第 1634 号 073-426-3151 ○ ○ ○ ○

6－204 （株）近畿コンサルタント 補 06 第 956 号 0737-82-5332 ○ ○ ○

6－274 （株）公共補償設計 補 05 第 4701 号 0736-26-7011 ○ ○ ○ ○

奈　良　県
会員番号 名　　　　称 登録番号 電　話 登 録 部 門

1 2 3 4 5 6 7 8

6－161 （株）たかの建築事務所 補 03 第 1342 号 0747-22-3232 ○ ○ ○ ○ ○

6－205 太洋エンジニアリング（株） 補 04 第 2264 号 0742-33-6660 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6－233 （株）コム建築コンサルタント 補 07 第 2716 号 0743-76-6644 ○ ○ ○ ○ ○

6－260 （株）倉田総合鑑定 補 07 第 4403 号 0742-30-5520 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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投　稿　募　集
本誌では下記の要領・テーマで、読者の皆様からの投稿を募集しております。

・原　稿・・・・・・・ワード等でお願いします。

・締　切・・・・・・・随時

・テーマ・・・・・・・自由

・原稿料・・・・・・・１テーマにつき　5,000 円

・CPD ポイント・・・・�補償コンサルタント業務に関する原稿は、A4 ╱ 1ペー
ジにつき１Ｐを付与。その他は１件につき１Ｐ付与。

・送付先・・・・・・・�〒540-0026　　　　　　　　　　　　　　　　　　
大阪市中央区内本町 1 丁目2番6号（パナシアビル 4F）
（一社）日本補償コンサルタント協会　近畿支部　　　
企画・広報委員会　　kinki@jcca-net.or.jp

投　稿　要　領

企画・広報委員会編集委員
　担当副支部長　　今井　信宏
　委　　員　　長　　林原　繁樹
　副　委　員　長　　杉坂　真人　　中地　恒元
　委　　　　員　　森下　洋実
　　（五十音順）　　　
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　近畿支部報第 86 号発行にあたりまして、支部役員及び協会員の方々のご協力に御礼申

し上げます。

　今年は４年毎に開催されるサッカーワールドカップの年です。6 月 11 日から 7 月 19 日

にかけて今回 23 回目のワールドカップは北米３ケ国 16 都市で共同開催されています。主

催国はアメリカ合衆国で、カナダとメキシコが補助開催国なっており、3 ケ国で開催され

る史上初の大会となっております。出場国は前回の 32 ケ国から 48 ケ国に拡大されたので

４ケ国が初出場となっていますが、我が日本代表も８大会連続８回目の出場を果たしてい

ます。

　小学生時代からサッカーを楽しんできた私も、時差の関係により夜中また早朝よりゲー

ムを観戦し熱狂しています。

グループリーグ

① 日本 ２ － ２ オランダ △　　② 日本 ４ － ０ チュニジア 〇

③ 日本 １ － １ スウェーデン △　　１勝２分けで２位通過

決勝トーナメント

日本 １ － ２ ブラジル ●

惜しくも決勝トーナメント１回戦で強豪ブラジルに敗北しましたが、世界各国のスーパー

プレーが観戦でき楽しんでいます。現在（7/9 現在）ベスト８が確定し、もうしばらく楽

しめそうです。

　しかし、今大会の主催国であるアメリカのトランプ大統領が政治介入を行ったという記

事がでました。母国アメリカ選手の出場停止処分を FIFA（主催団体）の会長に抗議の電話

をし、処分を猶予されたものである。まさに、政治のスポーツの介入。スポーツ界、スポー

ツを愛する者たちが大切に守り続けてきた倫理観もスポーツマンシップもトランプ大統領

の中には存在しないのだろうか…

　今回は出場国が 48 か国に増え、試合数も増えた。当然、入場料収入も放映権料も増える。

人気の試合の入場料は高騰する。ここでも平気で「お金の為」「娯楽性の付加のため」競技

に手を突っ込んでいるのだ。スポーツは商売に支配され、冒涜されている。これでいいの

か？という叫びは華やかな大会の演出、数々の感動のシーン、満員のスタジアムの熱狂の

渦に飲み込まれて届かないだろう。

� （企画広報委員会：S・H）

編　集　後　記
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